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第３回幕別町議会定例会 
 

議事日程 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

（平成23年９月１日 10時00分 開会・開議） 

 

     開会・開議宣告（会議規則第８条、第11条） 

     議事日程の報告（会議規則第21条） 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

     ２ 寺林 俊幸   ３ 東口 隆弘   ４ 藤谷 謹至 

日程第２ 会期の決定  

     農業委員会会長就任挨拶 

（諸般の報告） 

日程第３ 行政報告（町長） 

日程第４ 報告第８号 専決処分した事件の報告について（損害賠償の額の決定及び和解について） 

日程第５ 報告第９号 平成22年度幕別町健全化判断比率の報告について 

日程第６ 報告第10号 平成22年度幕別町簡易水道特別会計の資金不足比率の報告について 

日程第７ 報告第11号 平成22年度幕別町公共下水道特別会計の資金不足比率の報告について 

日程第８ 報告第12号 平成22年度幕別町個別排水処理特別会計の資金不足比率の報告について 

日程第９ 報告第13号 平成22年度幕別町農業集落排水特別会計の資金不足比率の報告について 

日程第10 報告第14号 平成22年度幕別町水道事業会計の資金不足比率の報告について 

日程第11 議案第50号 幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例 

日程第12 認定第１号 平成22年度度幕別町一般会計決算認定について 

日程第13 認定第２号 平成22年度幕別町国民健康保険特別会計決算認定について 

日程第14 認定第３号 平成22年度幕別町老人保健特別会計決算認定について 

日程第15 認定第４号 平成22年度幕別町後期高齢者医療特別会計決算認定について 

日程第16 認定第５号 平成22年度幕別町介護保険特別会計決算認定について 

日程第17 認定第６号 平成22年度幕別町簡易水道特別会計決算認定について 

日程第18 認定第７号 平成22年度幕別町公共下水道特別会計決算認定について 

日程第19 認定第８号 平成22年度幕別町公共用地取得特別会計決算認定について 

日程第20 認定第９号 平成22年度幕別町個別排水処理特別会計決算認定について 

日程第21 認定第10号 平成22年度幕別町農業集落排水特別会計決算認定について 

日程第22 認定第11号 平成22年度幕別町水道事業会計決算認定につい 

日程第23 陳情第10号 2012年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考を求め、地域や子どもの実 

態に応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書 

日程第24 陳情第11号 「ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書」の提出を求 

める陳情書 

日程第25 陳情第12号 「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書」の提出を求 

める陳情書 

日程第26 陳情第13号 住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書 
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会議録 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

 

１ 開催年月日  平成23年９月１日 

２ 招集の場所  幕別町役場５階議事堂 

３ 開会・開議  ９月１日 10時00分宣告 

４ 応集議員  全議員 

５ 出席議員  （20名） 

   議 長 古川 稔 

   副議長 千葉幹雄 

   １ 小林純文   ２ 寺林俊幸   ３ 東口隆弘  ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵 

   ６ 岡本眞利子  ７ 藤原 孟   ８ 乾 邦廣  ９ 牧野茂敏   10 谷口和弥 

   11 芳滝 仁   12 田口廣之   13 前川雅志  14 成田年雄   15 中橋友子 

    16 野原恵子   17 増田武夫   18 斉藤喜志雄 

６ 地方自治法第121条の規定による説明員 

   町 長 岡田和夫          副 町 長 高橋平明 

   教 育 長 金子隆司          教 育 委 員 長 沖田道子 

   代 表 監 査 委 員 柏本和成          農業委員会会長 佐伯 満 

   総 務 部 長 増子一馬          経 済 部 長 飯田晴義 

   会 計 管 理 者 新屋敷清志         企 画 室 長 堂前芳昭 

   民 生 部 長 菅 好弘          建 設 部 長 高橋政雄 

   札 内 支 所 長 飛田 栄          忠類総合支所長 古川耕一 

   教 育 部 長 佐藤昌親          総 務 課 長 田村修一 

   地 域 振 興 課 長 佐藤和良          企 画 室 参 事 伊藤博明 

   糠 内 出 張 所 長 湯佐茂雄           

７ 職務のため出席した議会事務局職員 

   局長 米川伸宜   課長 仲上雄治   係長 金田恭之 

８ 議事日程 

   議長は議事日程を別紙のとおり報告した。 

９ 会議録署名議員の指名 

   議長は会議録署名議員に次の３名を指名した。 

   ２ 寺林 俊幸   ３ 東口 隆弘   ４ 藤谷 謹至 
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議事の経過 
（平成23年９月１日 10:00 開会・開議） 

 

[開会・開議宣言] 

○議長（古川 稔） ただいまから、平成23年第３回幕別町議会定例会を開会いたします。 

  これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、２番寺林議員、３番東口議員、４番藤谷議員を指名いたします。 

 

[会期の決定] 

○議長（古川 稔） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  本定例会の会期は、本日から９月27日までの27日間といたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、会期は本日から９月27日までの27日間と決定いたしました。 

 

[農業委員会会長就任挨拶］ 

○議長（古川 稔） 農業委員会会長より、発言を求められておりますので、これを許します。 

  杉坂達男農業委員会会長。 

○農業委員会会長（杉坂達男） 本会議の貴重な時間を割いてご挨拶をさせていただきますこと、大変 

 うれしく思っております。私は、この度、執行されました幕別町農業委員会委員選挙によりまして、

会長の職に選任されました杉坂達男でございます。与えれました任期中、25名の委員の皆さんと共に

本町農業の更なる振興、発展のために全力を傾注させていただく所存でございます。 

  どうか前任者同様、ご指導ご支援を賜りますように心からお願いを申しあげてご挨拶とさせていた

だきます。ありがとうございました。 

 

[諸般の報告] 

○議長（古川 稔） 諸般の報告をいたします。 

教育委員長から、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項の規定による、「平成

２２年度幕別町教育委員会の活動状況に関する点検・評価報告書」が議長宛に提出されております。 

また、監査委員から、地方自治法第235条の２第３項の規定による、「例月出納検査報告書」が議長

宛に提出されておりますので、お手元に配布いたしました。のちほどご覧いただきたいと思います。 

  これで諸般の報告を終わります。 

 

 [行政報告] 

○議長（古川 稔） 日程第３、町長から行政報告の申し出がありますので、これを許します。 

  岡田町長。 
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○町長（岡田和夫） 平成23年第３回町議会定例会が開催されるにあたり、当面する町政の執行につき

ましてご報告をさせていただきます。 

  ジリジリとした真夏の陽射しが舞い戻ってきた日曜日、日本国中のどれだけ多くの人々が福島千里

さんの颯爽とした走りに喝采を送ったことでしょうか。 

  来年のロンドン・オリンピックの前哨戦と言われているテグ世界陸上、女子100メートル予選。好ス

タートで飛び出した後、後続の二人に追いつかれそうになりながらも、終盤盛り返し、11秒35の２位

でゴール。 

日本人初となる同種目準決勝進出という快挙を成し遂げ、また一つ階段を上がり、世界との差を縮

められた福島さんに心からの拍手を送りたいと思います。 

  残念ながら決勝進出は果たせませんでしたが、「小さな一歩を続ければ、中くらいの一歩になる。」

と語った福島さんの今後の更なる飛躍を期待いたしますとともに、今回の快挙が子どもたちに大きな

刺激となって勇気を与え続けてくれることを願うものであります。 

  さて、本年も 10 月 1 日に 115 年目の開町記念日を迎えます。 

不屈の精神で本町発展の礎を築かれた偉大な先人達や、町民各位の限りない郷土愛により、本町が

十勝の中核的な町として隆々と発展していることに対しまして、あらためて深甚なる敬意と感謝を捧

げるものであります。 

  例年、開町記念日に本町の功労者を顕彰させていただいておりますが、過日、表彰者選考委員会よ

りいただいた答申を尊重し、永年にわたり本町の自治、社会、文化の各分野においてご功績のありま

した方々に功労賞をお贈りさせていただくことといたしました。 

  自治功労賞には、依田の大野和政さん、美川の前川敏春さん、弘和の西明愛次さんの３名を、社会

功労賞には、南町の平譯博美さんを、文化功労賞には、札内あかしや町の筒渕健司さんを、あわせて

５名の方々を顕彰させていただくことといたしました。 

  自治功労の大野さん、前川さんは、永年にわたり町議会議員として、また、西明さんは、農業委員

として、それぞれ本町の自治の振興、農業行政の推進にご貢献されました。 

  社会功労の平譯さんは、永きにわたり消防団員として地域の防災活動にご尽力をいただきました。 

  文化功労の筒渕さんは、幕別町地域子ども会育成連絡協議会会長として、永年にわたり幕別町の子

どもたちの健全育成にご尽力をいただきました。 

  受賞されます皆様の永年にわたるご功績、ご活躍に対しまして、心より敬意を表しますとともに、

感謝を申し上げます。 

次に、農作物の生育状況について申し上げます。 

本年は、４月中旬以降の低温や降雨の影響で、農作業や生育の遅れが憂慮されたところであります

が、その後はおおむね良好な天候に恵まれ、生育も総じて順調に推移いたしました。 

主な作物について申し上げますと、まず、小麦につきましては、７月 25 日から収穫が始まり８月６

日までに全町での刈取り作業を終えたところであります。収穫量につきましては、本年度から全量「き

たほなみ」に品種転換がなされ、収量増が期待されたところでありますが、平年並みの 10 俵程度に止

まるものと見込まれており、未熟粒も見受けられますことから、歩留まりの低下が心配されていると

ころであります。 

９月１日現在の作況調査によりますと、馬鈴しょはほぼ平年並み、てん菜、豆類は１日から４日早

い状況で、生育の良否も「並み」から「やや良」となっております。 

また、飼料用作物についても生育は順調で、牧草は平年並み、サイレージ用とうもろこしは４日早

い状況になっております。 

今後におきましても、好天に恵まれ各作物の収穫作業が順調に進み、今年こそは平年を上回る出来

秋を迎えられますよう願っているところであります。 

次に、土地改良事業に係る「食料供給基盤強化特別対策事業」について申し上げます。 

北海道が本道の農業の生産性向上を図り、食料自給率の向上に貢献することを目的として、本年度
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から５ヵ年を対策期間として実施することになりました「食料供給基盤強化特別対策事業」、いわゆる、

「パワーアップ事業」につきましては、本町といたしましても、土地改良事業の重要性に鑑み、既に

当該事業の導入を決定し、受益者負担の軽減を図ることとしたところであります。 

本事業につきましては、先般、北海道の実施要領等詳細も定まりましたことから、継続事業地区に

つきましては、順次、説明会を開催し、受益農家の皆様方のご理解とご協力をいただくよう取り進め

ているところであります。 

また、新規採択予定地区につきましても、継続地区同様に説明会の開催を予定しているところであ

ります。 

次に、株式会社安愚楽牧場の民事再生法申請について申し上げます。 

安愚楽牧場は、和牛オーナー制度を運営する農業生産法人で、北海道から九州・沖縄まで全国各地

に直営牧場や生産委託牧場を有し、飼育頭数約 15 万頭と国内最大規模の黒毛和牛生産牧場であります。 

同牧場につきましては、昨年、宮崎県で発生した口蹄疫の影響に加え、東日本大震災に伴う福島第

一原子力発電所の事故による出荷制限、さらには風評被害による牛肉消費の落込みや価格の下落によ

り、経営状況が一気に悪化したもので、８月９日に東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請したと

ころであります。 

十勝管内においては直営が３牧場、預託牧場が約 50 箇所、関係するＪＡが９ＪＡとなっており、本

町におきましてもＪＡさつない管内の２戸の牧場が預託を受けておりました。 

これら２牧場においては、民事再生法申請以降の預託料は２週間に１度前払いされているものの、

申請前の預託料の一部に未払いがあるため、債権届の提出等法手続に対応すべく、代理人への委任を

検討中ということでありますので、当面は推移を見守ってまいりたいと思っております。 

次に、企業誘致について申し上げます。 

土地開発公社におきましては、３月に発生いたしました「東日本大震災」で被災した企業に対する

支援策といたしまして、被災企業や電力不足等の影響により事業所の移転や拠点の分散化を図る企業

を対象に、公社が保有する土地の無償貸付制度を創設し、東北 3 県と茨城県の県庁などにご案内をし

たところであります。 

町といたしましては、震災後のこのような企業の動向や、企業を取り巻く環境の変化などを企業誘

致の転機として捉え、被災企業に加え、投資意欲のある企業を積極的に誘致するため、この度、優遇

策の大幅な拡充を図るべく、企業開発促進条例の改正を提案させていただいたところであります。 

次に、公共工事の発注状況について申し上げます。 

８月末現在での公共工事の発注済額は、平成22年度からの繰越事業を含めて、8億5,100万円で、発

注率にいたしますと66.5％となっております。 

  土木工事関係では、春日町９号線や新北町21号通などの道路整備のほか、忠類簡水配水管整備工事

などを、また、建築工事関係では糠内小学校改築工事と公営住宅改善工事などの発注を終えたところ

であります。 

  今後の発注では、都市公園遊具改修工事や糠内公民館改修工事等の発注を予定しており、引き続き

早期発注と適期発注に努め、安全な工事の遂行に万全を期してまいりたいと考えております。 

以上、当面する諸問題等につきまして、ご報告をさせていただきましたが、議員の皆様には、引き

続き町政の執行に対しまして、一層のご指導、ご支援を賜りますようお願いを申し上げまして、行政

報告とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） これで行政報告は、終わりました。 

 

［報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第４、報告第８号、専決処分した事件の報告についてを議題といたします。 

  報告を求めます。 

  高橋副町長。 
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○副町長（高橋平明） 報告第８号、専決処分した事件の報告につきましてご説明させていただきます。 

  本件につきましては、地方自治法第180条第１項の規定により、専決処分を行いましたので、報告す

るものであります。 

  議案書の１ページをお開きいただきたいと思います。 

  専決処分第８号、議会の委任による専決処分事項の指定に基づき、損害賠償の額の決定及び和解に

ついて、平成23年８月22日付で専決処分を行ったものであります。 

  理由でありますが、平成23年６月24日午後５時頃、幕別町札内桜町114番地１の桜町東公園において、

町から公園管理の委任を受けている公区の地域住民が、草刈機で草刈作業をおこなった際に、飛び石

が発生し、道路を挟んで公園に近接する相手方の住宅の窓ガラスに損傷を与える事故が発生したもの

でありまして、これに対する物的損害を相手方に対しまして賠償し、和解するものであります。 

  損害賠償額についてでありますが、23,800円とするものであります。 

  議案書の２ページになりますが、損害賠償及び和解の相手方であります。幕別町札内桜町108番地の

８に住んでおられます、小野寺末治氏であります。 

  損害賠償及び和解の内容でございますが、損害賠償といたしまして小野寺氏に支払う額は、窓ガラ

ス修復費23,800円とし、双方ともこれ以外に今後一切の請求、異議の申立てを行わないものとするも

のであります。 

  なお、この事故につきましては、全国町村会総合賠償補償保険に加入しておりますことから、賠償

額につきましては、全額保険給付されるものであります。 

  また、公園管理を受託している地域住民は、故意又は重大な過失はないと認めるところであります

が、作業前の安全確認の徹底などを心がけ、事故の防止に努めるよう指導したところであります。 

  以上で報告を終わらせていただきます。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  以上で、報告第８号を終わります。 

○議長（古川 稔） 日程第５、報告第９号、平成22年度幕別町健全化判断比率の報告についてを議題

といたします。 

  報告を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 報告第９号、平成22年度幕別町健全化判断比率の報告につきまして、ご説明を

申し上げます。 

 この度の報告内容であります健全化判断比率の算定につきましては、「地方公共団体の財政の健全

化に関する法律」第３条に基づき、監査委員の審査に付し、議会に報告し公表しようとするものであ

ります。 

なお、監査委員における審査意見につきましては、別冊のとおり意見書が提出されているところで

あります。 

算定いたしました「健全化判断比率」でありますが、算定項目につきましては、「実質赤字比率」「連

結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４項目について算定したものであります。 

「実質赤字比率」につきましては、算定対象となる一般会計等に属する会計であります一般会計及

び公共用地取得特別会計において、実質収支が黒字となっておりますことから算定されないものであ

ります。 

次に、「連結実質赤字比率」につきましても、算定対象となります一般会計等に属する会計と国民

健康保険特別会計以下８特別会計及び水道事業会計において、実質収支等が黒字となっておりますこ

とから算定されないものであります。 

次に、「実質公債費比率」でありますが、平成22年度算定結果につきましては21.3％となり、平成 
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21年度に比べまして、2.0ポイントの減となっております。 

本算定におきましては、単年度数値では19.12835％と平成21年度の単年度数値に比べ3.13293ポイ

ント減尐したところであり、算定対象年であります平成20年度から平成22年度までの３ヵ年の平均値

としては、ご覧の算定値となったものであります。 

本指標につきましては、起債制限比率に代わる公債費負担の指標として加えられたものであり、町

では公債費負担適正化計画に基づき、実質公債費負担の適正な管理のための取り組みを計画的に進め

ているところであります。 

この度の数値低下の主な要因につきましては、新規町債の発行の抑制、及び繰上償還の実施など、

財政健全化の取り組みによる「公債費の減尐」であります。 

次に、「将来負担比率」でありますが、平成22年度算定結果につきましては129.9％となり、平成21

年度と比べまして、29.9ポイントの減となっております。 

本指標につきましては、ストック指標として財政指標に加えられたものでありますが、数値低下の

主な要因につきましては、地方債の償還額に比べ新規町債の発行を抑制してきたこと及び繰上償還を

実施してきたことによる「町債残高の減尐」であります。 

以上、本町における健全化判断比率の算定結果についてご説明いたしましたが、各比率に対する早

期健全化基準につきましては、表のとおりであり、本町の算定結果においては、その基準を超えてい

る項目はございません。 

以上、報告第９号についての報告とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  以上で、報告第９号を終わります。 

○議長（古川 稔） 日程第６、報告第10号、幕別町簡易水道特別会計の資金不足比率の報告について 

から、日程第10、報告第14号、平成22年度幕別町水道会計の資金不足比率の報告についてまでの５議

件を一括議題といたします。 

  報告を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 報告第10号 平成22年度幕別町簡易水道特別会計から報告第14号 平成22年度

幕別町水道事業会計の資金不足比率の報告につきまして、一括してご説明を申し上げます。 

議案書の４ページから８ページにわたってご覧をいただきたいと思います。 

この度の報告内容であります資金不足比率の算定につきましては、「地方公共団体の財政の健全化

に関する法律」第22条に基づき、資金不足比率の公表等を行うものであります。 

また、資金不足比率の算定につきましては、対象となる会計ごとに算定を行うこととなっておりま

すことから、会計ごとの算定を行い、監査委員の審査に付し、議会に報告し公表しようとするもので

あります。 

なお、監査委員における審査意見につきましては、別冊のとおり意見書が提出されているところで

あります。 

算定いたしました簡易水道特別会計から水道事業会計までの「資金不足比率」につきましては、い

ずれも実質収支等が黒字となっておりますことから算定されないものであります。 

なお、各会計における資金不足比率の算定結果に対する経営健全化基準につきましては、表のとお

りとなっていますが、本町の算定結果においては、その基準を超えている会計はございません。 

以上、報告第10号から第14号までについての報告とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、５議件について、一括して質疑を許します。質疑あり

ませんか。 

 （なしの声あり） 
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○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  以上で、報告第10号から報告第14号までを終わります。 

○議長（古川 稔） 日程第11、議案第50号、幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例を議題と

いたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第50号、幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例につきまして、提

案の理由をご説明申し上げます。 

議案書は９ページ、議案説明資料は１ページをお開きください。 

本町におきましては、これまで、本条例に基づく各種助成措置や本町の特性・立地性などを訴えな

がら、企業の立地推進に努めてきたところであります。 

しかしながら、低迷する経済情勢の影響により、ここ数年、企業の立地件数も減尐している状況に

あります。 

このような中、東日本大震災が発生し、被災企業や危険分散を図る企業の移転の動きが見られます

ことから、こういった動きを企業誘致の転機として捉え、インパクトのある優遇策を全国に発信し、

投資意欲のある企業も含めた積極的な企業誘致を推進するため、本条例を改正しようとするものであ

ります。 

議案説明資料の１ページをご覧ください。 

以下、条文に沿いましてご説明いたします。 

第２条第１号イにつきましては、助成の対象となる事業場のうち、「工場等」の定義を規定したも

のでありますが、農村地域工業等導入促進法の適用業種のうち「倉庫業・こん包業・卸売業」の３業

種が漏れておりましたので、追加するものであります。 

なお、これまでの立地企業でこれらの業種に該当する企業は皆無でありました。 

第３条につきましては助成の対象を規定したものでありますが、これまでは指定地域、いわゆる、

工業団地内の土地を土地開発公社から取得する場合のみを助成の対象としておりましたが、指定地域

以外の土地についても、同条第２号に規定する投資額、常時雇用者の要件を満たす場合には、助成の

対象とするものであります。 

２ページをご覧ください。 

第５条につきましては、企業開発促進補助金の交付額等を規定したものでありますが、企業開発促

進補助金といたしまして、これまでの固定資産税相当額に係る補助金に加え、投資額の一定割合を補

助することとし、補助金額は、土地を除く投資額に、指定地域にあっては100分の10、指定地域以外の

地域にあっては100分の5を乗じた額とし、１億円を限度とするものであります。 

第６条につきましては、雇用促進補助金の交付額等を規定したものでありますが、これまで指定地

域のみを助成の対象としておりましたのを、指定地域の補助金額を１人当たり20万円から40万円に引

き上げるとともに、指定地域以外についても、第３条第２号に規定する投資額、常時雇用者の要件を

満たす場合には、１人当たり20万円を補助しようとするものであります。 

第７条第１項につきましては、工業用地取得促進補助金の交付額等を規定したものでありますが、

補助金額は、土地の取得価格に、公社から取得し土地を除く投資額が500万円以上の場合にあっては1

00分の30、公社から取得し土地を除く投資額が500万円未満の場合と指定地域以外の土地を取得した者

で第３条第２号に規定する投資額、常時雇用者の要件を満たす場合にあっては100分の15を乗じた額と

するものであります。 

第７条第２項につきましては、工業用地取得促進補助金の交付時期を規定したものでありますが、

指定地域以外の土地を取得した者に対する交付時期を、「土地取得後１年以内に操業し、操業後３月

の時点で第３条第２号に規定する従業員の人数を満たすこと。」が確認できた後とするものでありま

す。 
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議案書の10ページをご覧ください。 

附則でありますが、本条例の施行期日を平成23年10月１日とするものであります。 

以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 
○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議案については、委員会付託のため、質疑応答を省略したいと思い

ますが、これにご異議ありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。したがって、議案第50号については、委員会付託のため質

疑を省略することに決定いたしました。 

 

［委員会付託］ 

○議長（古川 稔） 議案第50号、幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例については、産業建

設常任委員会に付託いたします。 

 

［一括議題］ 

○議長（古川 稔） 日程第12、認定第１号、平成22年度、幕別町一般会計決算認定から日程第22、認

定第11号、平成22年度幕別町水道事業会計決算認定についてまでの、11議件を一括議題といたします。 

  お諮りいたします。 

本件については、提案理由の説明を省略し、お手元に配布のとおり、委員会条例第５条及び第７条

の規定により、議長及び議員選出監査委員を除く18人の委員で構成する、平成22年度幕別町各会計 

決算審査特別委員会を設置し、これに付託のうえ審査することにいたしたいと思います。 

なお、地方自治法第98条第１項の規定による検閲・検査権を付与するものといたしたいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって本件については、議長及び議員選出監査委員を除く18人の委員で構成する、平成22年度

幕別町各会計決算審査特別委員会を設置し、これに付託のうえ審査することし、地方自治法第98条第

１項の規定による検閲・検査権を付与することに、決定致しました。 

 

［陳情付託］ 

○議長（古川 稔） 日程第23、陳情第10号、2012年度公立高等学校配置計画案の撤回・再考を求め、

地域や子どもの実態に応じた高校づくりを実現する意見書の提出を求める陳情書から、日程第26、陳

情第13号、住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書を一括議題といた

します。 

  ただ今、議題となっております、陳情第10号、2012年度公立高等学校配置計画案の撤回・再考を求

め、地域や子どもの実態に応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書、陳情第11号、

ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書」の提出を求める陳情書、陳情第13号、

住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書は、総務文教常任委員会に付

託いたします。 

  次に陳情第12号、原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書の提出を求める陳

情書は、産業建設常任委員会に付託いたします。 

 

［休会］ 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  議事の都合により、明９月２日から９月12日までの11日間は休会いたしたいと思います。 
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  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、９月２日から９月12日までの11日間は休会することに決定いたしました。 

 

［散会］ 

○議長（古川 稔）  以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

  本日は、これをもって散会いたします。 

  なお、議会再開は９月13日午前10時からであります。 

 

10：36 散会 
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第３回幕別町議会定例会 
 

議事日程 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

（平成23年９月13日 10時00分 開会・開議） 

 

     開会・開議宣告（会議規則第８条、第11条） 

     議事日程の報告（会議規則第21条） 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

     ５ 小島 智恵   ６ 岡本 眞利子   ７ 藤原  孟 

     （諸般の報告） 

日程第２ 行政報告 

日程第３ 一般質問 
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会議録 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

 

１ 開催年月日  平成23年９月13日 

２ 招集の場所  幕別町役場５階議事堂 

３ 開会・開議  ９月13日 10時00分宣告 

４ 忚集議員  全議員 

５ 出席議員  （20名） 

   議 長 古川 稔 

   副議長 千葉幹雄 

   １ 小林純文   ２ 寺林俊幸   ３ 東口隆弘  ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵 

   ６ 岡本眞利子  ７ 藤原 孟   ８ 乾 邦廣  ９ 牧野茂敏   10 谷口和弥 

   11 芳滝 仁   12 田口廣之   13 前川雅志  14 成田年雄   15 中橋友子 

    16 野原恵子   17 増田武夫   18 斉藤喜志雄 

 ６ 遅参議員 

    ８ 乾 邦廣 

７ 地方自治法第121条の規定による説明員 

   町 長 岡田和夫          副 町 長 高橋平明 

   教 育 長 金子隆司          教 育 委 員 長 沖田道子 

   代 表 監 査 委 員 柏本和成          農業委員会会長 杉坂達男 

   総 務 部 長 増子一馬          経 済 部 長 飯田晴義 

   会 計 管 理 者 新屋敷清志         企 画 室 長 堂前芳昭 

   民 生 部 長 菅 好弘          建 設 部 長 高橋政雄 

   札 内 支 所 長 飛田 栄          忠類総合支所長 古川耕一 

   教 育 部 長 佐藤昌親          総 務 課 長 田村修一 

   地 域 振 興 課 長 佐藤和良          企 画 室 参 事 伊藤博明 

   糠 内 出 張 所 長 湯佐茂雄          保 健 課 長 境谷美智子 

   福 祉 課 長 横山義嗣          生 涯 学 習 課 長 中川輝彦 

   商 工 観 光 課 長 八代芳雄          経 済 部 参 事 伊藤雅実 

   経 済 建 設 課 長 細澤正典          町 民 課 長 川瀬俊彦 

   学校給食センター所長 稲田和博        農 林 課 長 菅野勇次 

   学 校 教 育 課 長 羽磨知成 

８ 職務のため出席した議会事務局職員 

   局長 米川伸宜   課長 仲上雄治   係長 金田恭之 

９ 議事日程 

   議長は議事日程を別紙のとおり報告した。 

10 会議録署名議員の指名 

   議長は会議録署名議員に次の３名を指名した。 

   ５ 小島 智恵   ６ 岡本 眞利子   ７ 藤原  孟 
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議事の経過 
（平成23年９月13日 10:00 開会・開議） 

 

 [開会・開議宣言] 

○議長（古川 稔） これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、５番小島議員、６番岡本議員、７番藤原議員を指名いたします。 

 

[諸般の報告] 

○議長（古川 稔） この際、諸般の報告を事務局からいたさせます。 

○局長（米川伸宜） ８番乾議員より遅参する旨の届け出がありましたので、ご報告をいたします。 

○議長（古川 稔） これで諸般の報告を終わります。 

 

[行政報告] 

○議長（古川 稔） 日程第２、町長から行政報告の申し出がありますので、これを許します。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） お許しをいただきましたので、ここで「台風 12 号・13 号による農作物などの被

害状況」につきまして、ご報告をさせていただきます。 

  ９月２日からの長雤と台風 12 号、13 号による大雤と強風の影響で、道内各地を初め、十勝管内で

も JR 根室本線が２日間にわたり不通となるなど、交通網が寸断されるとともに、基幹産業である農業

でも畑が冠水するなどの深刻な被害が発生いたしました。 

  本町におきましては、十勝川の増水により十勝川に流入する河川の白人樋門と新川樋門を閉鎖した

ことから、樋門周辺地域におきまして冠水による被害が、また、札内川の増水によりまして札内川ゴ

ルフ場、パークゴルフ場、野球場などが全面的に冠水する被害が生じました。 

  初めに、町内各農協を通じて確認をいたしました農業被害につきましては、新川及び千住地区にお

きまして、畑の冠水被害が、小豆 1.5 ヘクタール、バレイショ 3.4 ヘクタール、てん菜 1.9 ヘクター

ル、大根 0.3 ヘクタール及び牧草 54.4 ヘクタールで、合計 61.5 ヘクタールとなっております。 

  また、強風と雤による被害といたしまして、南幕別地区のデントコーン 18.5 ヘクタール及び忠類地

区のデントコーン 10.6 ヘクタール並びに忠類地区のユリ根 0.15 ヘクタールにおきまして、農作物が

倒伏したところであります。 

  畑などに冠水した水につきましては既に引いており、また、倒伏したデントコーンは収穫間際であ

りますことから、これら農作物にどの程度の影響が出るのかにつきましては、現時点では不透明であ

り、今後の状況を注視してまいりたいと考えております。 

  次に、冠水した札内川河川緑地の状況についてでありますが、札内川ゴルフ場は９月６日から９日

まで全面クローズとし、10 日からアウトコースのみの営業を再開され、17 日からの全面営業に向けて

コースの修復などに取り組まれているところであります。 

  パークゴルフ場につきましては、９月 14 日から利用できるよう芝生の修復作業などに取り組んでい

るところであります。 

  野球場等につきましては、土砂などの堆積物を除去するのに時間を要しますことから、今月末まで
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閉鎖とさせていただく予定でありますが、一日でも早く利用できるように復旧に努めてまいりたいと

考えております。 

  以上、現時点におけます被害状況及び今後の復旧等の見込みにつきましてご報告をさせていただき

ましたが、議員の皆様には、引き続き町政の執行に対しまして一層のご指導、ご支援を賜りますよう

お願いを申し上げまして、行政報告とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） これで、行政報告は終わりました。 

 

[一般質問] 

○議長（古川 稔） 日程第３、これより一般質問を行います。 

  一般質問は、通告項に行います。 

  次に、発言時間について申し上げます。 

  一般質問についての各議員の発言は、会議規則第 56 条第１頄の規定によって、答弁を含め 60 分以

内といたします。 

  最初に、芳滝仁議員の発言を許します。 

  芳滝仁議員。 

○11 番（芳滝 仁） 通告に基づきまして、質問をさせていただきます。 

  幕別町における今後の高齢者福祉施策について。 

  内閣府から出された平成 23 年度版高齢社会白書によると、平成 22 年 10 月１日現在、我が国の総人

口は１億 2,806 万人で、65 歳以上の高齢者人口は過去最高の 2,958 万人、高齢化率は 23.1％となって

おり、高齢者人口のうち「65 から 74 歳人口」は 1,528 万人で総人口の 11.9％、「75 歳以上人口」は

1,430 万人で 11.2％で、総人口の５人に１人が高齢者、９人に１人が 75 歳以上という「本格的な高齢

社会」となっていると示し、今後の急激な高齢化率の上昇も予想しています。 

  幕別町においても高齢化率が上昇し、本年３月 31 日時点で、人口２万 7,461 人のうち 65 歳以上は

6,873 人、高齢化率は 25.03%で、４人に１人が高齢者となっており、今後ますます高齢化率の上昇が

予想されます。 

  国においては、年金制度や保険制度の見直し等、国の仕組みの根本的な見直しの議論がなされてい

ますが、地方自治体においては、今後よりきめ細やかな高齢者福祉施策が求められます。 

  幕別町における今後の高齢者福祉施策について伺いたいと思います。 

  １、認知症等高齢者の対忚につきまして、徘徊高齢者等探索システムの導入についてとその利用状

況をお知らせいただければと思います。 

  成年後見制度活用の現状と、今後について。 

  ２、在宅介護従事者への対忚について。 

  介護慰労金支給事業の現状と今後について。 

  寝たきり老人等手当事業の導入について。 

  ３、日常生活用具の給付事業導入について、その状況を伺います。 

  電磁調理器給付（所得に忚じた負担あり）。 

  火災報知機、自動消火器給付（所得に忚じた負担金あり）。 

  ４、食の自立支援サービスの現状と今後について。 

  ５、老人クラブの加入の現状と今度の対策について。 

  ６、敬老会について、廃止を含めた根本的な見直しが必要と考えるが、どうでしょうか、伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 芳滝仁議員のご質問にお答えいたします。 

  「幕別町における今後の高齢者福祉施策について」であります。 

  ご質問の要旨にもありますように、平成 23 年版高齢社会白書によりますと、我が国の高齢化率は

23.1％となり、今後は総人口が減尐し中高齢者が増加することにより上昇を続け、平成 47 年には
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33.7％、３人に１人が 65 歳以上の社会が到来するとの推計が示されております。 

  このことは、単に高齢者が増加するという一面だけではなく、支える側が減尐するということが問

題で、社会保障、地域社会、教育など幅広い分野からの対忚が求められております。 

  このようなことからも、今後より一層、高齢者の社会的孤立を防止し、高齢者自身を「地域」の支

え手に期待するなど、きめ細やかな高齢者福祉施策と尐子化対策など社会全体からの取り組みが、大

変重要であると考えているところであります。 

  ご質問の１点目、「認知症高齢者の対忚について」であります。 

  全国の認知症高齢者数は、平成 14 年に約 150 万人でありましたが、平成 22 年には 208 万人にふえ、

さらに平成 37 年には 323 万人になると推計されております。 

  本町におきましても、平成 23 年３月現在の要介護認定者 1,204 人の約 67％に当たる 810 人の方に

認知症に係る何らかの症状が見られ、中でも在宅で徘徊行動のある方を介護している方にとっては介

護の負担が大きく、この負担の軽減が在宅介護の重要な課題の一つであると考えております。 

  在宅で暮らす徘徊症状の見られる認知症の方の行方がわからなくなってしまった場合に、人工衛星

を利用した測位システムにより、家族が直接電話等でその位置を探索し、居場所を確認することがで

きるシステムにつきましては、本町では高齢者の安全を確保し、介護者が安心して介護できる環境を

整備することを目的とし、平成 13 年 10 月から事業を実施いたしております。 

  町は、携帯型の電波発信機を貸与するに当たり、徘徊感知器の加入料 5,000 円と機器附属品 2,000

円及び月額利用料 500 円を負担いたしておりますが、探索に要する電話の通話料や必要に忚じて委託

業者が現場へ駆けつけた場合の急行料などは、利用者の負担となっております。 

  過去３年間の実績は、平成 20 年度が４人、平成 21 年度が３人、平成 22 年度が５人となっておりま

すが、このシステムにより対象者の方の位置確認が容易にでき、大きな事故につながることなく在宅

介護を支援するシステムとしてご活用いただいております。 

  次に、成年後見制度の活用の現状と今後についてでありますが、本町におきましては平成 22 年度か

ら「成年後見制度利用支援事業」といたしまして、本人に親族等がいない場合、また、親族がいても

その親族から虐待を受けている場合などにおいて、申し立てに係る費用と成年後見人等の報酬の助成

を実施いたしております。 

  また、成年後見制度に関する相談窓口といたしまして、幕別町地域包括支援センターにおいて、ご

相談をお受けしております。 

  年間に四、五件、ご家族からの相談がありますが、制度の内容、家庭裁判所での申し立ての手続等

について説明を行っております。 

  全国的に見ましても、成年後見制度の申し立て件数は年々ふえてはおりますが、認知症高齢者が増

加していることを考えますと、利用はまだまだ十分な状況にあるとは言えませんが、その背景といた

しましては、後見人の仕事の内容が「顔の見える制度」として社会的に十分浸透していない上、申立

人の選定の困難さも、利用が進まない一因となっているのではないかと言われております。 

  申請主義を採用していることから、親族や市町村長からの申し立てがなければ、手続を開始するこ

とができず、現状では、４親等内の親族を見つけ出す段階で苦労することが多く、また、現在の制度

では、後見人に医療行為に関する同意権がないことも、その一因ではないかと言われております。 

  このような状況にはありますが、今後の社会を見据えたときに、制度の重要性は増してくるものと

理解をいたしており、町民の皆さんにこの制度を深く理解し、必要なときに活用ができるよう、地域

包括支援センターを中心に、啓蒙活動、相談窓口の強化に努めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の２点目、「在宅介護従事者への対忚について」であります。 

  平成 12 年創設の介護保険制度におきましては、家族介護の困難さを背景に「介護の社会化」が提唱

され、現在に至っておりますが、制度としての社会保障の仕組みが十分整った上においても、社会の

基本単位である家族の役割の重要さは変わるものではないと考えております。 

  ご質問の「介護慰労金支給事業」は、国の制度として、介護保険制度と並行して家族介護者の慰労
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を目的に創設されたものでありますが、本町におきましても、平成 13 年４月から在宅において、要介

護度４、５の重度の介護を必要としている方の介護者に対し、精神的負担、経済的負担を軽減し、在

宅介護の継続を目的に実施いたしているものであります。 

  １年以上にわたり在宅で生活し、介護保険のサービスの利用をしていないこと、世帯員全員が町民

税非課税である方を対象に年間 10 万円を支給するものでありますが、現在までに平成 14 年度に１件

の支給を行いました。 

  現状でありますが、要介護度４以上で在宅での生活をされている方は、現在 70 名いらっしゃいます

が、すべての方が１年の間に何らかの在宅サービスを利用している状況にあります。 

  今後も、在宅生活を豊かに過ごしていただくため、保険者、ケアマネジャー、サービス担当者、そ

してご家族がそれぞれの役割を理解した上で、介護を分担していけるよう連携していくことが必要で

ありますが、その結果として、家族での介護を選択された場合の制度として、この介護慰労金支給事

業を継続し、在宅介護を支援してまいりたいと考えております。 

  次に、「寝たきり老人等手当事業について」でありますが、本町におきましては平成６年に「幕別町

寝たきり老人、準寝たきり老人及び痴呆性老人見舞金支給要綱」を制定し、在宅において６カ月以上

継続して介護をしている場合に、月額１万円を支給してまいりました。 

  前段申し上げましたように、介護保険制度の施行に伴い、制度の理念である「介護を社会全体で支

える」という法の精神から、平成 12 年３月をもって廃止したところであり、再度、制度を導入する考

えは持ち合わせておりませんので、ご理解いただきたいと思います。 

  ご質問の３点目、「日常生活用具の給付事業導入について」であります。 

  この事業は、ひとり暮らし及び高齢者のみの世帯の方に対し、日常生活に必要な福祉用具を貸与ま

たは給付することにより、その生活の便宜を図り、高齢者の福祉の増進を目的といたしまして、当初、

国の制度として実施いたしてまいりました。 

  現在は、電磁調理器の給付と老人用電話の貸与を行っておりますが、従来は、このほかに自動消火

器、火災警報器の給付の合わせて４種目を対象としておりました。 

  平成 18 年度からは、国の三位一体改革により、一般財源化がなされましたが、それまで給付実績が

なかった自動消火器、火災警報器の給付を対象外としたところであります。 

  近年の実績は、平成 19 年度が電磁調理器１件、平成 20 年度が電磁調理器１件、平成 21 年度が電磁

調理器３件、老人用電話１件、平成 22 年度は電磁調理器１件と老人用電話１件となっております。 

  ご質問の４点目、「食の自立支援サービスの現状と今後について」であります。 

  平成 12 年の介護保険制度の施行に合わせ、対象者や事業内容を拡充し高齢者訪問給食サービスとし

てスタートいたしましたが、現在の食の自立支援サービス事業は、食事の調理の困難なひとり暮らし、

または高齢者のみの世帯の方に対しまして、栄養バランスのとれた食事を日曜日とお盆、お正月を除

いて昼食と夕食を提供するとともに、安否確認の見守りを行っております。 

  本年度からは、調理と配送の役割分担を行い、１食当たりの調理代として 460 円を、配送料として

120 円を委託事業者に支払い、利用される方からは 400 円をご負担いただいております。 

  平成 22 年度の利用実績で申し上げますと、実利用者数は 100 人、延べ配食数は１万 1,371 食、配食

日数 309 日で、１日当たり約 37 食となっており、平成 21 年度の利用実績と比較して、実利用者数で

７人増加しているものの、延べ配食数は約 1,900 食減尐している状況にあります。 

  このようなことから、昨年８月に、給食サービスの利用者に対しまして、利用者の負担額、ご飯の

量、おかずの味、品数など、利用状況に関するアンケート調査を行ったところ、全体的には、「満足さ

れている」と判断できる結果を得たところであります。 

  配食数の減尐につきましては、利用者の入れかわりの中で、１人当たりの希望食数が減尐したこと、

１日に２食利用していた方が利用を取りやめたり、１日に１食の利用者がふえたりといったことから、

全体的な配食数も減尐している傾向にあると思われます。 

  また、現在のお弁当容器は、調理業者で用意していただいておりますが、保温・保冷がきかないこ
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とから、今年度において、北海道の「地域づくり総合交付金」を活用し、保温・保冷が可能な耐熱性

専用容器を購入する準備を進めており、より安全で温かい食事の提供を行うよう改善にも努めるとと

もに、今後も利用促進に向け努力をしてまいりたいと考えているところであります。 

  次に、ご質問の５点目、「老人クラブの加入の現状と今後の対策について」であります。 

  初めに、老人クラブの加入の状況でありますが、平成 18 年度は、44 老人クラブで 10 月１日現在で

の 65 歳以上人口 6,173 人に対し 3,172 人の加入で加入率 51.4％、平成 22 年度は、44 老人クラブ、65

歳以上人口 6,812 人に対し 2,840 人の加入で加入率 41.7％、本年度は、44 老人クラブで、３月末の

65 歳以上人口 6,873 人に対して 2,751 人の加入で加入率 40.0％となっており、65 歳以上の人口が増

加している中、加入者、加入率ともに年々減尐している状況となっております。 

  また、このような老人クラブへの加入状況の変化の要因といたしましては、農村地区においては、

該当年齢に達した方のほぼ全員が地域の老人クラブに加入し、高齢や病気により活動ができなくなっ

た段階で退会されるといった状況でありますが、市街地の老人クラブにおきましては、中途退会者の

増加と該当年齢に達した方の新規加入が尐なくなっているとお聞きいたしております。 

  特に、市街地の新規加入者の減尐の背景には、近年は 60 代の方はもとより 70 代の方でも現役で活

躍されている方がおられること、退職後転入された方などは、知り合いが尐ないことから入会しづら

いことなどが要因となっているものと思われます。 

  次に、「今後の対策について」であります。 

  町といたしましては、老後を楽しく健康で過ごしていただくため、老人クラブへの加入促進に向け

老人クラブ連合会を通じ、単位老人クラブに対しまして、活動費の支援と時代に合わせた新しい活動

内容の取り組みなど研修事業の支援を行っているところであります。また、老人クラブのない公区も

ありますことから、今後とも新たな老人クラブの結成に向け、老人クラブ連合会とともに情報の提供

や支援に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、ご質問の６点目、「敬老会の廃止を含めた根本的な見直しについて」であります。 

  敬老会につきましては、これまでも多くの議員の皆さんからご質問をいただき、町といたしまして

も見直しについて検討を重ねてまいりました。 

  本町の敬老会は、昭和 24 年の第１回敬老会を始まりに、去る８日に開催いたしました敬老会で第

62 回を数えたところであります。 

  現在、敬老会は、招待する方の年齢の引き上げも行い、平成 17 年からは 77 歳以上の方を招待し開

催いたしております。 

  出席者の状況を申し上げますと、現在のような幕別１会場での実施後では、平成 15年の招待者 2,157

人に対し出席者 1,031 人、出席率 47.8％をピークに、合併後の幕別地域と忠類地域の合算で申し上げ

ますが、平成 20 年には招待者 2,433 人に対して出席者 882 人、出席率 36.3％、平成 22 年は、招待者

2,654人に対し出席者 888人、出席率 33.5％、本年は招待者 2,866人に対し出席者 944人、出席率 32.9％

と、出席率は減尐傾向にあります。 

  招待者の増加に伴い出席者は、わずかながら増加を続けております。 

  今後の課題といたしましては、開催会場の収容人数の問題があります。幕別地域の会場として使用

しております札内スポーツセンターの収容人数は、近年、車いす利用の参加者が増加しておりますこ

とから、1,000 人が限界と考えております。数年後には、招待者が一段と増加することが予測される

ため、出席率が減尐いたしましたとしても、平成 25 年度には出席者が 1,026 人と収容設定人数を超え

る見込みであります。 

  このことから同会場での開催が困難な状況になると予想しているところでありますが、これにかわ

る他の会場がないことから、幕別地域１会場での開催は非常に難しい状況であります。 

  また、近年の気象状況は９月に入りましても高温多湿の状況が見られ、当日、会場でお出しする料

理の食品管理が難しい現状でもあります。 

  敬老会でお出しする料理につきましては、帯広保健所から調理や配ぜんなどについて指導を受け、
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発注業者には調理の開始時間や搬入時間に注意を払っていただくようお願いをいたしておりますが、

大多数の方が料理をお持ち帰りになりますことから、食品の保存状態にも大変心配いたしております。 

  これらの状況を踏まえ、地元の飲食店のご理解をいただいた上で、本年は食品衛生法の基準に合致

した保冷車を持った業者に料理を発注したところであります。 

  また、対象者が 77 歳以上の方とさせていただいておりますことから、健康状態や身体の状況により、

当初から参加できない方も多数おられるなど、不公平感を持っておられる方もいらっしゃるとお聞き

いたしているところであります。 

  このようなことから、昨年来、老人クラブ連合会の役員の皆さんと協議の場を設けさせていただき、

敬老会のあり方や開催方法につきまして、また、近隣市町村の状況などお話をさせていただき、本年

７月の協議の場で「平成 23 年度の敬老会をもって廃止もやむなし」との合意をいただいたところでも

あります。 

  今後、単位老人クラブの役員研修会などの場で、説明の機会を設けさせていただくとともに、あわ

せて今後予定されます公区長会議等でお話をさせていただき、町民の皆さんのご理解をいただきます

ように努めてまいりたいと考えております。 

  以上で、芳滝議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 丁寧な答弁をありがとうございます。 

  私ごとですけれども、３期目に入りまして初めて民生常任員の委員になりました。 

  そういうことで、福祉関係のことで、課題を共有していきたいというふうな思いで質問をさせてい

ただきました。 

  最初に、徘徊高齢者等探索システムのことでありますけれども、過去３年間の実績が、平成 20 年４

人、平成 21 年３人、平成 22 年５人となっておりまして、これが多い数なのか尐ない数なのかという

ことがわからないのでありますけれども、町民周知につきまして、どのような形でされていらっしゃ

るのか、尐し町民周知につきまして、その周知の仕方が行き届いてないのではないかというふうに思

うわけでありますけれども、まずその点をお伺いいたします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） あの町民周知といっても、これは限られた人が対象でありますから、当然のこと

ながら介護の認定を受ける、あるいはマネジャーとの相談と、そういった中でご家族の皆さんにこう

いう機器を貸与していると、そういった意味での個別に周知はしている状況であります。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） こういうその制度は非常に喜ばれる制度でありますから、広報等でも広く周知を

していただいて、そういう制度があるのだなということを町民に知っていただくことが、大切でなか

ろうかなというふうに思います。 

  この加入料の 5,000 円と機器附属品の 2,000 円、月額 500 円と申しますのは、全国的にも妥当な金

額であろうかと思います。 

  これは、もともとは、もっと３倍以上のお金がかかるのだろうと思うのでありますが、補助をして

いただいて、そういうふうな形になっているのだろうと思うのでありますが、事例で、標茶町なんか

は一切無料でこのことが実施をされているということがあります。これがどの程度の無料なのか。そ

の情報には、町民の負担は無料だというふうなことがうたわれてありますから、そのようなことも参

考にされまして、利用料はいただくけれども、当町の加入料等につきましては無料にしていくだとか

というふうに、その対忚にかかわっていらっしゃる方について優しい施策の形にしていく必要がある

のではないかと、こう思うわけでありますが、どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 利用料の 500 円は、町が負担するということでありますので、直接、個人の負担

は全くありません。 
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  個人が負担されるのは、何かがあって通報されて、業者の方が現地に来たときの費用ですとか、電

話をかけた分のいわゆる通話料、この分を個人の方のご負担していただくということで、今言いまし

たように、加入料ですとか利用料については、町が全額負担するという内容であります。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） わかりました。 

  次に、成年後見制度につきましてお伺いをいたしたいと思います。 

  町では、成年後見制度利用支援事業としまして、ひとつ踏み込んで申し立てに係る費用と成年後見

人等の報酬の助成を実施していただいているということであります。 

  これもご答弁でいただいておりますけれども、やはりこうなかなかこう周知と申しますか、町民の

近いところで、これが利用できるような形で受けとめることができないような、今、状況でなかろう

かなと思うわけであります。 

  そういう意味で、できるだけこの制度が町民にこう利用しやすいような形の、そういう施策と申し

ますか、方向性を持つべきだろうと、こう思うわけであります。 

  特に、今、大変問題になっております年金生活のひとり暮らしのおばあちゃんが、訪問販売で必要

もない高額な商品を買ってしまうと、そういうようなことがあって、これは後見制度によって、それ

を防止することができるだとか、高齢のために体が不自由で、要介護認定を受けているが、特に認知

症ではない、出歩くのも大変なために現金の管理等が困難なので、かわりにお金を管理してくれる人

が欲しいだとか、さまざまな形で高齢者から自分でできることができないことにつきまして、相談、

要望が出されていることでありまして、どんなときに成年後見制度が利用できるかというふうな形で、

たくさん事例が出されておる中から、２点ほどお話し申し上げたところであります。 

  例えば、品川区におきましては、安心３点セット。これは三つの、これは任意後見を社会福祉協議

会にお願いをすることを町のほうで助成をしていく。あと緊急な入院時の入院の手続や費用について、

それをかわってやる。あと、確実な遺言である公正証書の作成の支援をするだとか、こういうことで、

多く必要とされるようなことにつきまして、これは区が支援をされているという状況もあります。 

  また、これは来年１月から３月まで、本別が国の市民後見推進事業ということを認定なりまして、

60 回から 80 回の時間のその講座が開催をされると。その新聞の内容では、他町村枠もありますよと

いうふうなことが書かれてありました。 

  そういうふうなことで、申立人ということがありましたけれども、任意後見の場合はまだ自分があ

る程度判断できるときに申し込んでいける制度でありますから、そのようなことを利用しながら町の

ほうで、いわゆる町民に近い形で、利用できるような方策を持つべきだと思うわけでありますが、ど

うでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） お話ありましたように、現在の後見人というのは、大半がいわゆる弁護士さんで

すとか、あるいはその社会福祉の資格を持った方、そういうところにほとんどが限られているという

ことで、今回の介護保険の改善の中では、市民の中から後見人を出そうと、そのためのモデル事業が

先ほどお話ありました本別町の事例であります。 

  きのうの新聞に帯広市なんかもそういう方向に進みたいというようなことですので、これは全国的

にこれから広がっていくのだろうというふうに思います。 

  まずは、後見人となるべくいろんな研修を踏まえた中で、町としてもそういった方をふやし、そし

てまた該当とされるような方との、ご家族等との話し合いの場をいろいろな形で持って行くことが、

後見人をさらにふやしていくことになるのだろうというふうに思いますので、他町村の状況や介護保

険の今後の動きなんかを見ながら、町としても対忚していきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 特に悪質商法等によって被害が拡大をしないような形ででも、この制度の広く普

及されることが大切であろうかと思うことであります。 
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  次に、在宅介護従事者への対忚についてということでありまして、介護慰労金支給事業の現状と今

後についてということで、ご答弁いただきました。 

  平成 14 年度に１件の支給があったということで、ほぼご答弁のように、何かかにかの形で介護の保

険を利用されてらっしゃるということで、これは国の制度で要介護４、５、そして介護保険を使って

いないということが条件になるわけでありますから、それを恐らく緩和することはできないのであろ

うと思うわけであります。 

  そういうことで、今まで１件の利用しかなかったのだろうというふうに思うわけでありますが、ご

答弁で、その次の寝たきり老人等手当事業の導入についてということで、これは廃止をされたという

ふうなことでありますけれども、介護慰労金支給事業が本当にハードルが高くて利用数が尐ないとい

うところで、それを緩和できないのであれば、町として優しい施策として、こういう制度を復活して

いく必要があるのではないか。 

  これは、多くの自治体で、それ以後も継続をしてこの事業を推進されてらっしゃる自治体があるこ

とであります。湧別町なんかは、介護４、５につきましては年間２万円の補助をしていらっしゃると

いうふうなこともあります。 

  全国の自治体を調べてみましても、いろんな形がとられて、いわゆるその先ほど申しましたその事

業がなかなか使えることができないということなので、それにかわるその事業ということで、例えば

この要介護４、５の方には 5,000 円だとか１、２、３の方には 2,000 円だとか。あと我が町でも、紙

おむつの支給はされていらっしゃいますけれども、介護用品支給事業というふうなことで、非課税世

帯で 60 歳以上の方で要介護４、５には 5,000 円、そして要介護１、２、３、要支援１、２については

2,000 円を支給して、これは支給券というふうな形で紙おむつ、尿水パッド等をその介護にかかわる

物についての助成をしていらっしゃるというその自治体がたくさん見受けられることであります。 

  私は、高齢者が多くなる中で、介護従事者に対しまして、そういうふうな優しい施策が必要ではな

かろうかというふうな思いでおるわけでありますけれども、お伺いをしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほど答弁した中でもありますように、幕別町も古くから老人家庭寝たきり見舞

金ですとか、いろんな制度で継続して、直接、家庭にお見舞金を支給してきた経緯はありますし、そ

ういう制度も要綱も持っておりました。 

  社会全体で介護を支えると、この精神が平成 12 年度の介護保険制度の根っこにあるということから、

そういったことから、その一律的な金銭給付は本来この介護保険制度の中では合わないのでないかと、

そういったことが今回の見直しの中で廃止をした要因、原因になっております。 

  これはいろいろなことがありましょうし、もちろん支給されることが介護されている方にとっても

喜ばしいことだというふうには思いますけれども、今の町の状況の中から、何とか介護保険の中で介

護をされている方、介護を受けていただければというふうに思いますし、もともと先ほどありました

介護の給付金 10 万円も、高い保険料を払っている、そんなに私は１回も介護の世話になっていない、

だからそれではその方には 10 万円の支給をしましょうというところが根っこにあるものですから、現

実に他の介護の制度を受けてらっしゃる方について、町が独自で新たな見舞金制度を設けることにつ

いては、今の段階では私どもはちょっと考えてはいないとうことでご理解いただければと思います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 次に、日常生活用具の給付事業導入につきまして、電磁調理器給付につきまして

はご答弁にありました。今、利用もしていただいているということであります。 

  これは年間１件から３件ぐらいの利用でありますけれども、その利用、補助の形なのでありますけ

れども、いわゆるプレートと、あとやかんとなべと、なべ二つですか、大体４点セットで、あれは特

別なそれ用のなべ、やかんでないとだめなわけでありますから、それをそのセットで給付をして、そ

してそのことによって利用率を上げているというふうな自治体のそういう報告があったのを見たこと

でありますが、その幕別町の現状はどのような形での給付になっておりますでしょうか。 
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○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（菅 好弘） 日用生活用具につきましては、電磁調理器のみということで、やかん、なべ

等については給付をしていないという状況でございます。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） プレートがありましても、専用のそれ用のがないと使えないわけでありまして、

限度額がありますので、限度額を超えたら負担をしていただくというふうなこともあろうかと思うの

でありますが、そのできるだけ利用していただきやすい形にすれば、尐しは利用率がふえて喜んでい

ただけるのではないのかというふうに思うことであります。 

  火災報知機の問題でありますが、これは廃止をされたということでありますけれども、平成 20 年度

ぐらいに義務化をされて平成 23 年６月に完全義務化というふうな形で、その方向で進んでいたのだろ

うと、私は認識をしておるところであります。 

  今、そういう方向性でなっておりますけれども、そのいわゆる火災報知機につきましては、壁つけ

もあれば、天井つけもあれば、今、乾電池でできる、これは本当に住宅用のがなされております。そ

う高くないものでありまして、非常に使いやすい形になっております。 

  そういうその国の方針があるわけでありまして、これは高齢者にかかわらず全世帯に言えることな

のでありますけれども、特にその高齢者につきまして、その火については日常心配していらっしゃる

というようなことがあろうかと思いまして、この火災報知機のいわゆる給付につきましては、今後ち

ょっとは考えていく必要はあろうかと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（菅 好弘） 確かに高齢者の皆さんにとっては、火災報知機、特に火事の問題については

重要な問題であります。 

  火災報知機につきましては、幕別消防署のほうで老人家庭などを回っていただいてご指導をいただ

いているというお話も聞いております。 

  消防のほうとも十分その辺の状況、設置状況とかそのような状況についてもお話を聞いて、実態を

確認してみたいというふうには思います。 

  ただ現状といたしましては、その当初利用がなかったというようなことで廃止をしてきたというこ

とでございますので、その辺もご理解をいただきたいなというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 今まで申し上げてきました事業につきましては、なかなか町民の中でよく知って

らっしゃる人もおれば、知らない人もいるというようなことがあろうかと思うわけであります。 

  全般的に高齢者の施策につきまして、町民周知と申しますか、それを私は求めたいと思うわけであ

ります。 

  火災報知機は高齢者にかかわらず義務化されていまして、北海道では 72％、全国平均が 71％だそう

であります。我が町はどれくらいのパーセンテージなのかわかりませんけれども、特に高齢者につき

ましては、そういう考え方を将来持っていただきたいなと、こう申し上げておきたいと思うことであ

ります。 

  次に、食の自立支援のサービスの現状と今後についてということでありますが、利用者が変わらな

いのだけれども、利用数が減っているという報告がありまして、1,900 食減尐をしたというふうなご

答弁がありました。 

  この辺につきましては、１日２食を１食にされただとかというふうなことがあるのだろうと思いま

すが、やはり３食とっていただくということがやっぱり健康上よかろうと思うわけであります。1,900

食も減っているということにつきましては、そういう意味でもう尐し検証をしていく必要があるので

はなかろうかと、こう思っております。 

  調理代が 460 円、これも妥当なのかというふうなこともあろうかと思いますし、高齢者向きの食事

をされるにつきまして、やっぱりお金もかかることでありますから、その辺のことも総合的にもう尐
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し検証をしていただきたいなと思います。 

  方向性はそういうふうに思うわけでありますけれども、この食の自立支援サービスの実施要綱のと

ころで、事業の対象者は町に住所を有する者で次の各号のいずれかに該当するものとする。 

  60 歳以上のひとり暮らしの高齢者、65 歳以上の高齢者のみの世帯に属する者、３にその他必要と認

められる者と、こうあります。 

  その他必要と認められる者につきまして、そういう支給をしていらっしゃったら、どういう場合に

支給してらっしゃるのだろうか、そういうこともあったのだろかということをお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（境谷美智子） その他必要な者につきましては、例えば、原則住民票上ご家族がいらっし

ゃっても、出稼ぎに行っている期間、そのご家族の方、高齢者の方に配食しているという実例がござ

います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） わかりました。 

  そういう高齢者の要望を聞いていただいて、小まめに対忚をしていただければと思うわけでありま

すが、これは家庭内の問題で２世帯でいらっしゃるのだけれども、全く交渉がないのだと。食べるの

も別ならその生計も別なのだというふうなところで、食事も一緒にしていないというふうなことがあ

って、何とか利用させていただければというふうな要望を１人や２人でない方から聞かしていただい

ておることがあります。 

  これはいわゆる一緒にいらっしゃる息子さんだとか、そのご家族の了解を得なければならないだと

か、その中の状況を調べなければならないというふうなことがあるのだろうと思いますが、その辺の、

その他のところのその一つのとらえ方で、できるだけ優しい一つの対忚というものも、これからやっ

ていく必要があるのではないのかと。さまざまな家庭事情があるわけでありまして、その辺につきま

して、もう一度お伺いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 私もおっしゃるように、優しく接することはできる限り期待にこたえることは当

然だというふうに思います。 

  ただ、おっしゃられたように、そのことによって内輪もめがあるようでは、これはまた我々も困る

ものですから、当然お互いの理解をいただく中で制度をさらに推進していくことが大事だろうという

ふうには思います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 担当の係の人がよく話を聞いていただいて、信頼感の中で進めていただきたいと

いうことを申し上げたいと思うことであります。 

  次に、老人クラブの加入の現状と今度の対策につきましてであります。 

  ご答弁にありましたように毎年 100 人、200 人減になっている、加入率が、まあ加入者がという現

状があります。これはさまざまな要因があって、まだまだその検証する必要があるのだろうと思いま

す。 

  私どもの公区におきましても、60 代、70 代で加入をされていない方が多くいらっしゃるわけであり

ますけれども、老人クラブに加入するのに抵抗感があるのか、いろんなことがあろうかと思うわけで

あります。 

  公区としての取り組みも、いろんな公区に私お伺いいたしまして、なかなか老人クラブをつくるこ

とができないのだという、その公区長さんのお話も聞かせていただいています。 

  何ですか、もともとある広い老人クラブがあって、それとのかかわりの問題だとか、いろいろなそ

の状況で、なかなかその公区単位でつくることはできないのだというふうな話もあります。 

  そういう公区としての取り組みも必要なのでありますけれども、ご答弁にありましたように新しい
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活動につきまして、やっぱり老人クラブのあり方につきまして、町として一つの方向性と申しますか

協議をしていく必要があるのでなかろうかなと思うわけであります。 

  先ほどの高齢社会白書のところで、これからの高齢者は地域貢献ということが大事なのだと。そう

いうことが地域のコミュニティであり、助け合いであり、高齢者として、いわゆるこういう老人クラ

ブ活動だとか、そういう形で受けることができるというふうなことがたくさん事例が示されてありま

す。 

  地域ボランティア、私の町ではアダプトプログラムというふうなこともあります。そういうふうな

ことをいろんな形で老人会で提案をしていくだとか、それに介護ボランティア制度ということも質問

いたしましたけれども、いわゆるその老人ホームだとか、いわゆるグループホームにつきまして、い

ろんな形でそのかかわりを持って交流を深めていくというふうな、そういうふうな活動であるだとか、

あと学校ボランティアというふうなこともされていらっしゃるところがあると聞いております。 

  そういうふうに、やはり地域に貢献しているというふうなことで、その老人クラブがその地域によ

って活動していくという方向が、これからの方向ではなかろうかなと思うわけでありますが、どうで

しょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほどもお話ししましたように、私どもとしては、何とかその老人クラブに皆さ

ん入っていただいて、元気に活動していただくことを何よりも期待するわけでありますけれども、な

かなかこっちでどうこうと、こうしてくれああしてくれと言えない部分も確かにありますし、特にう

ちの老人クラブ連合会は、全道でもトップクラスの、いわゆる自主運営をしております。 

  町や社会福祉協議会になるべく頼らないで、自分たちのことは自分たちでやろうと、大変意気込み

でも頑張っていただいていると、ありがたいことだというふうに思っております。 

  年にパークゴルフ大会が２回あったり、ゲートボール大会があったり、そのほか歌と踊りの「シル

バーふれ愛まつり」があったり、いろんな活動もされておりますし、またリーダー研修会なんかもこ

としもこれからあるのでしょうけれども、そういった意味でいろんな活動を通じながら、老人クラブ

の相互間の連携あるいは交流なんかも深められると思っています。 

  ですから、私どもも一忚老人クラブに対する支援もいたしておりますけれども、どんな方法がある

のか、おっしゃられるように社会貢献ももちろん大事なことだろうというふうに思いますので、さら

に連合会等の役員の皆さんとも協議をしながら支援をしてまいりたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 芳滝議員。 

○11 番（芳滝 仁） 幅広い一つの老人クラブの活動のあり方について議論をしていただければなと思

うことであります。 

  老人クラブのその活動につきましては、常日ごろ敬意を表させていただいているところであります。 

  最後に、敬老会の問題でありますが、さまざまに開催が困難になってきておるというご答弁であり

まして、どのようにすればいいのかというふうな形で、今、検討中であろうかと思うのでありますが、

前年度の決算でも食糧費が 255 万 1,458 円、消耗費が 6 万 9,305 円、バス代が 76 万 5,660 円、合計

338 万 6,423 円。このほかに目に見えない経費がかかっておろうかと思うのです。 

  私は、敬老祝い金は存続をして、あと町が高齢者に敬意を表する、これは当然のことでありまして、

その方々のご苦労によりまして、私たちが今あるのだということは、それは大切なことでありますか

ら、一堂に集まって敬老会を開催する形よりも、違う形で予算をとりながら、その高齢者に敬意を表

していく形を模索していく必要があるのではなかろうかなと思いますが、最後にお願いしたいと思い

ます。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） おっしゃられるように、大分１カ所でやることについてはいろいろ問題点がふえ

てきているということは、現実であります。 

  お話ありましたように、どんな方法がいいのか、地域ごとにやっていただけるのか、公区長さん、
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公区の皆さんの協力は得られるのか。あるいは、これはよその町、音更町の事例なんかいきますと、

うちでいう 80 歳と 88 歳の敬老祝い金をもらう方だけを招待して実施をするというような形をとられ

ているところもありますし、地域ごとに開催をいただいて、そこへ協働のまちづくり支援事業ではあ

りませんけれども、それらに類したような交付金を出していくというような方法、いろんなことも含

めながら、大勢の皆さんの意見を聞きながら、これから検討してまいりたいというふうに思います。 

○11 番（芳滝 仁） 終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、芳滝仁議員の質問を終わります。 

  この際、11 時 15 分まで休憩いたします。 

 

11：04 休憩 

11：15 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、成田年雄議員の発言を許します。 

  成田年雄議員。 

○14 番（成田年雄） 通告どおり質問します。 

  機構改革全般について伺います。 

  町政の機構改革推進について伺います。 

  幕別町最大のサービス産業、しかし無駄はないか、職員の適材適所の配置になっているのか、さら

に人員についてパート、季節、正職員のすべての人数を伺います。 

  思うに、大きな組織がよいか、小さな組織がよいか、幕別町において管理職が多く部下が尐ない。

さらには機構の改革と言っているが、組織が拡大するとしか見えない。 

  そこで見解を伺います。 

  これだけ人員がそろっている組織ですから、コンピューターの入れかえもしばらく先送りし、人員

削減が先ではないか。 

  残業について町長の意見を伺います。 

  管理職、上司と部下、公務員法第 35 条に反することはないか。 

  さらには、教育委員会についても同じ質問をしますが、答弁書が来ていないので、後でゆっくり伺

います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 成田議員のご質問にお答えいたします。 

  機構改革についてであります。 

  ご質問の１点目、「町の組織機構に無駄はないのか、適材適所の配置になっているかについて」であ

ります。 

  本町では、これまで社会経済状況の変化に忚じて無駄のない効率的な行政運営を行うために、不定

期ではありますが、組織機構の見直しを実施してきたところであり、直近では平成 18 年 10 月に策定

いたしました「第３次幕別町行政改革大綱」に沿って、地方分権の進展に伴い、多様化する行政需要

に対忚できる組織機構、行政システムの構築を図ることを目的に平成 20 年度に組織機構の再編を実施

したところであります。 

  さらに、平成 21 年度には、国の医療制度改革に対忚するため、町民課の一部組織の見直しを実施し

たところであります。 

  職員の適材適所の配置についてでありますが、職員の人事異動に際しましては、職員個々の経験や

実績、さらには適性など、また、管理職職員以外は本人の人事異動の希望申告も参考にしながら配置

を決めているところであります。ここ数年は退職者数よりも新規採用者数を尐なく抑えている状況で

あるため、その都度、各課各係の配置人数の見直しについても検討してきており、限られた人員の中
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で、効率的な行政サービスを住民の皆さんに提供できるような人事配置に努めているところでありま

す。 

  ご質問の２点目、「職員数について」であります。 

  初めに、平成 23 年４月１日現在の職員数についてでありますが、正職員数が 238 人、常雇職員数が

５人、臨時職員数が 271 人であり、そのうち教育委員会については、正職員が 24 人、常雇職員が２人、

臨時職員が 85 人であります。 

  平成 20 年３月に策定いたしました「幕別町定員適正化計画」におきましては、幕別町と忠類村にお

ける合併協議の結果を踏まえ、職員の新規採用者数は、退職者数の４割に抑える目標を設定したとこ

ろでありまして、この計画に基づいて適正な定員管理に努めてきたところであります。 

  その結果、常雇職員を含む職員数は、合併直後の平成 18 年４月１日現在 273 人であったものが、平

成 23 年４月１日には 243 人となり、30 人の減となっております。 

  全国市町村の平均的な職員数を比較するために、総務省が示す「定員回帰指標」により、係数等が

公表されている平成 21 年度について試算いたしますと、本町の普通会計部門職員数の指標は 287 人と

なるものでありますが、実人員は 230 人であり、指標に対しまして 57 人、率にすると 19.9％尐ない

という状況にあります。 

  地方公共団体の行政運営につきましては、最尐の職員数で最高の行政サービスを実施することが理

想であると考えており、総務省の指標や人口規模などが似通った類似団体と比較いたしましても、本

町は決して職員数が多いほうではないと考えております。 

  また、本町の管理職につきましては、正職員数の 17.6％でありますが、音更町が 19.9％、芽室町と

池田町が 18.3％であり、近隣町村と比較いたしましても尐ない現状であります。 

  今年度、第３次行政改革大綱推進計画の見直し作業を進めております。組織機構の見直しについて

も検討する予定でありますが、社会経済状況の変化や多様化する住民ニーズを的確に把握し、すべて

の部署の事務事業について検証し、比較的規模の小さい部署や関連性のある部署などの統廃合も含め、

無駄のないスリムで効率的な組織体制を構築するという方針で進めてまいりたいと考えているところ

であります。 

  ご質問の３点目、「残業について」であります。 

  時間外勤務、いわゆる残業につきましては、「公務のために臨時の必要がある場合、労働時間を延長

し、または休日に労働させることができる」という労働基準法第 33 条第３頄の規定に基づいて課長職

が命令し、通常の勤務時間外に勤務するものでありますが、選挙事務や制度改正に伴う事務などの臨

時的業務については、やむを得ないものと考えるところであります。 

  また、地方公務員法第 35 条は、職務に専念する義務について定めているものでありますが、時間外

勤務命令を受けた職員にも当然として職務専念義務が生じるものであります。 

  年間の残業時間及び金額の多い部署についてでありますが、町長部局において平成 22 年度の時間外

勤務時間数で最も多かった部署は総務部総務課で、年間１人当たり平均 592 時間行っており、時間外

勤務手当では１人当たり平均約 126万 9,000円支給しております。２番目は総務部税務課で 340時間、

金額 61 万 5,000 円、３番目は民生部福祉課で 332 時間、76 万 8,000 円、４番目は経済部農業振興担

当、農業振興公社であります、329 時間、73 万 2,000 円、５番目は忠類総合支所地域振興課で、259

時間、48 万 2,000 円であります。 

  教育委員会におきましては、生涯学習課が 320 時間、70 万 5,000 円、学校教育課が 275 時間、60

万 4,000 円、学校給食センターが 268 時間、62 万 1,000 円という状況であります。 

  時間外勤務が多い部署においては、職員の健康を害するおそれがあるものと憂慮しているところで

ありますが、これまで係内における事務分担の見直しや課内もしくは課を越えた協力体制の強化によ

り対忚してきたところであり、町全体では、平成 21 年度の時間外勤務時間数が年間１人当たり平均

236 時間であったものが、平成 22 年度には 205 時間となり、時間にして 31 時間、率にして 13.1％減

ったところであります。 
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  今後も、時間外勤務縮減のための取り組みに努めるとともに、組織機構の見直し作業の際には、時

間外勤務の縮減といった観点からも、検討を進めるなど意を用いてまいりたいと考えております。 

  以上で、成田議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 再質問いたします。 

  町の行政改革の基本方針については、幕別町行政改革大綱に基づき、簡素で効率的な行政の実現を

図るとともに、地方分権社会に対忚した町民協働の行政経営基盤を構築することを目的として、町の

方針に基づき、組織や制度の見直しに計画的に取り組んでいると思うが、基本方針の頄目として広報

広聴のあり方、政策の企画調整のあり方、財政運営のあり方、組織機構のあり方、人事管理や人材育

成のあり方、部局運営のあり方、職員のあり方など、方針を実現するために取り組むべき課題が定め

られていると思うが、以下について伺います。 

  まず組織機構のあり方について伺います。 

  近年の社会情勢の劇的な変化に対忚するため、迅速かつ効率的な行政経営への移行を図るものとし

て、必要な制度の整備と組織の全体の進め方について、どのようか考えを持っているか伺います。お

願いします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほども言いましたように、行政組織はいろんな社会経済情勢の変化によって変

わっていくことになると思います。 

  一時的に、例えば、産業、建設、特にバブルの時期には建設部あたり、いわゆる土木ですとか都市

計画の事業が職員何ぼ置いても足りないぐらい忙しい時期があった。 

  それが一段落しますと、今度は先ほども言いましたように介護保険ができたり、保健福祉制度が大

きく変わったりということで、福祉サイドへこうシフトをして行く。 

  あるいはそのほかにも、いろんな制度改正に伴っての新たな仕事がふえてくる。そういったことを

含みながら私どもは適材適所の人員配置、そして組織機構をこれからも考えていかなければならない

のだろうというふうに思っています。 

  私ども一番主眼としているのは、時間外はある程度必要であっても、一つのところに集中的に時間

外があって、ほかが時間外がないというような、いわゆるアンバランス的な時間外は一番問題である

と。一番忙しい主眼となるところに、いろんな組織のあり方を集中していくということが大事であろ

うというふうにも思っています。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 今、町長、もう一点だけ聞きたいのだけれども、今の職員の適材適所の配置につ

いてでありますが、初期の人事異動に際しては、管理職以外を本人の人事異動の希望申告を参考にし

ながら配置を決めていくということになると、これ、上からの命令ではなくて、本人が行きたいとこ

ろに行けるという話ですか、これは。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 希望申告ですから、本人にしてみれば、私はそこへ行きたいという希望を出した

のだから、そうあってほしいというふうには思うのでしょうけれども、現実にはなかなかそうはなら

ないと思います。 

  一つの部署に３人から希望があったから、だれか１人を選ぶか、あるいは自分がそこへ行きたくて

も、今いる職員がまだそこへ変わって１年もいない者を、ほかへ動かしてかわりの者をやれるか。こ

れはいろんな問題はありますけれども、本人がどういったことを希望しているかということを掌握す

るといいますか、確認するということの意味では毎年希望をとっております。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 今の話ですけれども、町長は厳しい人だから、そんなことはないと思うのですけ

れども。 
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  さらに次に移りまして、人事管理や人材育成のあり方について伺います。 

  尐数精鋭のスリムな行政経営の移行を図るため、職員全体の意欲の向上と計画的な人材育成に積極

的に取り組むとともに、事業量に忚じた人員配置の体制強化を図る必要がある。 

  人事管理は、残業を減らす意味からも部局のグループ制の導入を図り、不特定の人間がどの職場に

異動しても残業をつくる体質を未然に防止することも含め、適正な配置計画をする必要があると考え

るが、具体的にどのような考えがあるか。繰り返しになりますが。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） もちろん、適材適所の人員配置と、いわゆる職員個々が意欲を持って仕事に取り

組む、そのことが大事だろうというふうに思います。 

  そういう意味では私どもの町は、他町村に比べても研修なんかはかなりの部分で私は充実している

のだなというふうに思っております。 

  自治大学を初め、北海道への派遣も含め、いろんな面で職員を研修に出さしていると言ったらちょ

っと語弊がありますけれども、研修に励んでいただいている状況であります。そういった意味で、こ

れからもやっぱり研修というのは、これは大事にしていかなければならない部分だというふうに思い

ます。 

  もう一つ今グループ制の話がでましたけれども、一時グループ制、うちの町で言えばまだ企画室あ

たりはグループ制になっているわけですけれども、一時のようにどこの町村もグループ、グループと

いったのは、やってみると意外と効率が上がってないというようなことで、今ほとんどグループ制の

見直しをされて、もとの縦割り的な行政組織になってきているのが現状であります。 

  もちろん部署によっては、グループ制がいいというところもあるのだろうというふうに思いますけ

れども、それらも含めて今回の機構の見直しの中で、十分検討をさせていただきたいというふうに思

います。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） まあ、大体わかりました。 

  ３番目、次に職員のあり方について伺います。 

  尐数精鋭のスリムな行政経営を目指す観点から、これからの職員のあり方として、何を重視し、人

材育成プランの作成やコーチングを実施する考えがあるか、考えを伺います。 

  一つ、町民第一主義、二つ、当事者意識、３番目として現場の気づきの重視、４番目、業務効率の

追求、５番目として向上心など、それについて伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 職員のあり方ですけれども、先ほども言いましたように、別に職員数が多いわけ

ではありませんけれども、かといって職員数が尐ないから仕事に影響が出ているだとか、住民サービ

スが悪いということではもちろんないわけでありますので、これからも、今、何点か向上心ですとか、

町民第一主義だとかと言われましたけれども、私は、今、言われたことすべてがやはり大事なことな

のだろうというふうに思います。 

  それらの気持ちを、職員一人一人がちゃんと自分自身受けとめながら仕事の中に生かしていくこと

が大事だろうというふうに思いますし、そのために先ほど来申し上げた研修等も含めながら、職員の

皆さんの意識の向上に当たっていきたいというふうには思います。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 今、これ五つ挙げたのですけれども、どうも幕別町、若手というか、その管理職

にしても、何か締まりがない。そういう部分では、私は町長の職員の教育というのが必要ではないか

なと。 

  それで、憲法 15 条に言わせれば、すべての公務員は、全体の奉仕者であると。こういうことを忘れ

ている人方がいるのではないかな。小さな組織で大きな仕事、これが理想ではないかと思うが、人員

配置は、今、町長が言ってくれたから。 
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  またコンピューター入れかえについても、まだまだ何か考える余地があるのではないかな。こんな

に残業が多いのに、コンピューターを入れたからといって、人員削減になってないのではないのかな

と思っているのですよ。その辺は町長どういうふうに思いますか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 職員を管理、監督する立場からで、私のほうから発言をさせていただきますけ

れども、もちろん成田議員のおっしゃるとおり、まず何が大事なのか、職員、公務員としての心構え

というものを、私のほうからも職員に伝えていきたいというふうに思っております。 

  それと、コンピューターの導入に関しましては、現状使っているコンピューターが、来年度以降サ

ポートされなくなるという問題点もありまして、その後、万が一故障が起きますと、もうそのまま使

えなくなってしまうという状況も考えられております。 

  そういった状況も踏まえて、現在のコンピューターを入れかえようとするものでありますので、そ

こはご理解をいただきたいというふうに思っております。 

  あとコンピューター導入、もう既に幕別町としては 20 年以上たつわけですけれども、コンピュータ

ー導入して、まず一番の利点というのは職員を減らすとかではなくて、職員の事務量を減らす。これ

事務量、明らかに減っております。もちろん手計算でやってきたものを、コンピューターでやるわけ

ですから減っておりますし、例えば住民票ですとか、戸籍の発行ですとか、そういった住民サービス

の面でもコンピューターを導入したことによって、時間が短縮されたり、サービスが向上したりとい

う面もあろうかというふうに考えておりますので、あわせてご理解をいただきたいというふうに思い

ます。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） コンピューター入れかえにはいろいろな諸事情があるのはわかりました。だけれ

ども、人員というのかな、職員の原因というのか、その増減には何のあれもないのかなという部分で、

それはどうしても必要なものは入れなければいけないし。 

  そこでまた、残業問題について再度伺いますが、これ職員間のうわさですが、残業について前任者

が年数時間、数十時間、現職員が配置になると年数百時間。管理職は何を見ていたのかと言いたいで

すね。 

  一般的に上司が部下に対して、常々その場でメールを行っているのがいるのか、連絡などのような

方法でとられているのか伺いたい。なれ合い的な感覚のもとに仕事されてはかなわない。管理職は部

下の服務規定について、どこまで把握しているのか伺います。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 私どもとしては、今、成田議員がおっしゃられた職員間のうわさということで

ありますけれども、もしそういうことがあっては万が一ならなないわけでありますので、後ほど、そ

れぞれの各課に対して、私どものほうで調査をさせていただきたいというふうには思っております。 

  ただ、時間外勤務そのものを、課長職が命令することになっておりますので、命令のあり方、ある

いは職員の時間外の把握の仕方については、今後さらに検討をしていきたいというふうに思っており

ます。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） そこで、私はちょっとこれここに出ていますよね、これね。一番残業している人

の時間と金額と、一番してない人の時間と金額、庁舎合計の残業の金額というかな、そういうのをち

ょっと私だけでいいですから教えてください。 

  さきにも述べたのですが、残業の趣旨、部局運営について、残業の趣旨に反していないのですか。

まさに血税というか町税を食い物にしているとしか思えない。我々には人員が足りない、コンピュー

ターが必要、自分たちが楽をしようとするばかり。なぜ何百時間も残業したりさせたり、職員も含め

て管理職の能力のなさ。 

  大阪府知事が代表を務める維新の会、公務員のリストラ条例を検討中と言っているが、幕別町も検
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討してはよいのではないか。不適正な職員、管理職については、どういった処分の対象になるのか、

さらには降格もあり得るのか、伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 管理職が管理職としての働きができるように、これは当然私どもも指導はしてい

かなければならないだろうし、管理職自身も自覚をしていかなければならない問題だろうというふう

に思いますけれども、今ある規定の中で管理職を降格させるとか、あるいは職員を解雇するとか、そ

ういったことを私どもは別に考えているわけではありませんし、これからも住民のために皆さんのた

めに働けるような、そしてよりよい職場づくり、環境づくりの中で仕事ができるように努力していく

ことが大事なのだろうというふうに思っております。 

  ただ毎回言われるのですけれども、時間外がこれ多くなって大変ご迷惑をかけているという面はあ

るのでしょうけれども、時間外も、例えば１年間の勤務時間プラス夜だとか土日に出てきて時間外を

する。その部分がそれに上積みされる。ところが代休もあるのですね。やった分は減らない。だから、

日曜日に出てきて７時間残業やれば、残業７時間。ところが月曜日に代休で休んだら、その７時間が

減るかといったら、それは減らない。あくまでも残業した時間は７時間。 

  手当もそれでは、７時間の手当で休みがもらえるのかといったら、そのうち手当も７時間の手当は

当たらない。25％引きとしか上がらない。ですから、数字ですから時間外した時間というのは、全部

こう積み上がっていくのですけれども、休んだ分は、それは引かないし、時間外手当もどんどんふえ

ていくというようなことはあるので、先ほど言ったように一人の人が何十時間、何百時間もやって、

健康を害さないように、なるべくこう休めるものは休んでほしいというようなことは、これからも続

けていかなければならないし、もちろんできる限り時間外を減らしていくことに我々も努力していか

なければならないというふうには思います。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 健康がどうのこうのと町長が言われましたけれども、昼間休んでいれば健康に害

ないぐらい残業ができるのではないかなと。 

  労基法第 33 条や、公務員法第 35 条の上司の指導管理、専念義務に反するのではないかと思うので

すが、これについても処分の対象になるかならないか伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 地方公務員法の第 35 条、職務専念義務ですから、これを怠れば当然、処分の対象

になるわけでありますけれども、残業するわけですから、ほかで遊んでいて残業手当もらうなんてい

うことは、まずあり得ない。仕事があって残業するのだというふうに思っていますから、当然、職務

専念義務範囲の中で頑張っているのだろうと。 

  だれだって１時間でも早く終わって帰りたいという思いは、きっとあるのだろうと思いますけれど

も、その中で仕事もやらなければならないというところが、残業につながると思いますけれども、そ

ういったことも含めて、繰り返しになりますけれども、尐しでも残業が減るように努力をしてまいり

たいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） わかります。ただ残業、一日でも早く帰りたいという、そういった職員はいない

のではないかなと思いますけれども。１時間でも多く机に座っていたいなと、そういう感覚かなと思

うのですが、町長、これは早急に見直しというかな、皆さん庁舎内で検討してもらいたいなと思いま

す。 

  それで次に、町長には耳の痛い話ですが、町長の通勤について伺います。 

  住民の話題の一つなのですが、町長さんの運転は人件費抑制、嘱託職員や臨時職員などを充てる自

治体がふえてきている。町長車は危機管理の面の必要性や要人が乗っていることを示す意味と、移動

中でも打ち合わせや事務処理ができる移動執務室的な機能や役割を果たしていると思います。また、

頑丈で安全性が高く、安心できることから、町長車の是非も含め採用していると考えるが、通勤につ
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いて当然公務扱いになるのではないとか考える。 

  町長公宅を廃止し、個人住宅から役場までの通勤については、移動上の危機管理、移動執務室の機

能はもとより、一番重要な安全・安心性を最優先、優先を強調するのであれば、町長車の通勤が必要

不可欠になるのではないかと思うが、町長就任時においては、町長車で通勤していたと記憶している

が、なぜ長年にわたり一職員の車に便乗するような通勤体制を堅持しているのか、考えを伺いたい。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 私は通勤、一番いいのは、それは汽車かバスで通うのが一番いいのかもしれませ

んけれども、職員が役場に行く、それに便乗して今日までずっと来ているわけであります。 

  もちろん、公用車を使うなんて考えは初めから持ってはおりませんけれども、そういったことで、

その職員に対しても迷惑かかったり、住民の皆さんから、そういう批判があるということであれば、

考えなければならないのかという思いはしますけれども、私自身はそのこと自体が決して悪いことだ

というふうには思ってはいないわけですけれども、そうかといって逆に自分が運転して通うことがい

いのか、そうなると、どちらかというと非効率的になるのでないかなというふうにも実は思っており

ます。 

  そしてまた公用車のあり方は、これはいろんな場面でご意見いただいていますけれども、私は今の

段階では必要性があるのではないかというふうに思っております。 

  特に私は合併して忠類までこれ何回も往復したり執務もあるわけですから、そういった意味で１回

１回タクシーを使うこともだめだということは言えませんけれども、効率的に時間を活用するという

ような意味では、公用車があることがなおいいのかなというような思いではおります。 

○議長（古川 稔） 成田議員。 

○14 番（成田年雄） 町長、これね、公用車を随時使ってくださいよ。そうでなかったら、これね、職

員間のあれも、何か、余り言いたくはないのだけれども、あいつかわいいとかかわいくないとか、そ

んなような発想も生まれくるような感じがするのですよ。だから、努めて公用車を使うようにお願い

します。 

  次に、町職員の共稼ぎについて伺います。 

 （通告がないの声あり） 

○議長（古川 稔） 質問のあのあれ。 

○14 番（成田年雄） いやこれは、行政機構改革の推進だから。何、共稼ぎについて何がだめなのです

か、これ。 

○議長（古川 稔） 余り関係ないように思うのですけれども。個人同士のあれだから。 

○14 番（成田年雄） 個人ではないですよ、機構を改革しなさいって言っているのですよ。 

○議長（古川 稔） いや機構改革に夫婦という問題はならない、関係ないのではないですか。 

○14 番（成田年雄） 町職員ですよ、どうなのですか、これ。 

 （発言の声あり） 

○14 番（成田年雄） あんたら、いつも関係ない関係ないって言って差しとめるから。 

 （発言の声あり） 

○議長（古川 稔） ちょっと傍聴席の方、ちょっとやめてください。 

 （休憩の声あり） 

○議長（古川 稔） はい、暫時休憩いたします。 

 

11：48 休憩 

11：52 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  成田議員 
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○14 番（成田年雄） 何か私の質問事頄が議長によってとめられたようなので、私はこれで終わります

が、再度また、教育委員会並びに町長には質問しますので、よろしくお願いします。 

○議長（古川 稔） 以上で、成田議員の質問を終わります。 

  この際、13 時まで休憩いたします。 

 

11：53 休憩 

13：00 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  初めに申し上げます。先ほどの成田議員の一般質問の中で、議長からとめられて質問を終わる旨の

発言がございましたが、一般質問の通告事頄に含まれない範囲に質問が及んだため、その部分につい

ての質問を控えさせていただいたということでありますので、誤解のないようにしていただきたいと

思います。 

  次に、小島智恵議員の発言を許します。 

  小島智恵議員。 

○５番（小島智恵） 通告に従いまして、質問させていただきます。 

  道東自動車道の開通と地域振興策や観光について。 

  今年の 10 月 29 日には、待望の「道東自動車道」の全面供用が始まると報じられている。この開通

により札幌－帯広間の所要時間は、これまでよりも約 30 分短縮され３時間余りと言われている。 

  こうした利便性の向上に伴い、十勝管内の交通機関はもとより十勝川温泉などの観光施設では行政

と一体となり集客対策に知恵を絞っているとお聞きしている。 

  ついては、我が町もこれを契機に地域振興や観光に施策を打っていく必要があるのではと考え、以

下の５点についてお伺いたします。 

  １点目、道東自動車道開通を目前にして、どのような具体的な施策や考え方を持っているのか、見

解をお伺いします。 

  ２点目、国道 38 号線沿いの「道の駅」建設については、先日、商工会が断念したとの新聞報道がな

されたが、その経緯や町としては今後どう考えているか見解をお伺いします。 

  ３点目、パークゴルフの発祥地、豊かな自然、安全・安心な農作物と豊富な食材、農業が基幹産業、

美肌の湯で名高いモール温泉と施設設備等々の資源を融合させた観光産業の創出が必要と考えるが、

その見解をお伺いします。 

  ４点目、清水町では、ご当地グルメ「牛玉丼」を開発し、官民一体となり全国 PR や消費拡大に取り

組み、地域振興に一定の成果を上げていると聞いている。本町も農作物に付加価値を加える観点から

商品開発や加工、幕別ブランドの確立に向けて取り組んではと考えますが見解をお伺いします。 

  ５点目、本町出身のスポーツ選手が全日本の大会や世界のひのき舞台で活躍するなど町民にとって

はうれしい限りであります。 

  ついては、地域を元気にするため、「スポーツ振興やイベント開催」などの新たな取り組みも有効と

考えますが、その見解をお伺いします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 小島議員のご質問にお答えいたします。 

  ご質問は、町と教育委員会にわたるものでありますが、私からはご質問の１点目から４点目までに

つきまして答弁させていただきます。 

  「道東自動車道の開通と地域振興策や観光について」であります。 

  本年 10 月 29 日に、道東自動車道の夕張－占冠間が開通することに伴い、十勝と札幌・道央圏が高

速道路により結ばれ、十勝へのアクセス向上や関心が高まることが見込まれており、多くの観光客が

訪れ、地域経済の活性化に結びつけていくことが期待されております。 
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  十勝管内におきましては、道東道の開通が地域発展の契機ととらえ、昨年３月に行政機関や商工観

光関係団体で組織する「オール十勝連携会議」が、７月には 19 市町村で組織する「とかちの魅力発信

プロジェクト推進協議会」が相次いで発足し、十勝地域が一体となって観光客を誘致する体制が構築

され、23 年１月から 24 年 12 月まで、「とかち魅力発信キャンペーン」を展開し、各種イベントや広

報活動などに取り組んでいくこととされております。 

  ご質問の１点目、「道東道開通を目前とした具体的な施策や考え方について」と３点目の「観光資源

を融合させた観光産業の創出」についてでありますが、関連がありますので、あわせてお答えをさせ

ていただきます。 

  観光は、農林業、商業などさまざまな分野に関連するすそ野の広い産業であり、地域経済の活性化

など地域の発展に結びつく重要な産業であると認識いたしております。 

  本町の観光振興につきましては、観光パンフレットやホームページを通じた観光案内や、夏フェス

タを初めとする各種イベントの企画、運営など、幅広い分野にわたって、幕別町観光物産協会などと

連携を図りながら取り組んできたところであります。 

  本年７月には、十勝総合振興局の「とかちの魅力つたえ隊」を活用し、札幌駅前通地下歩行空間に

おいて、「まくべつ夏フェスタ 2011」の開催チラシを配布したほか、「とかち魅力発信キャンペーン」

の中核事業として、９月 16 日から 20 日までの５日間、札幌市の大通公園で開催される「さっぽろオ

ータムフェスト 2011」において設置される、「とかちの魅力グルメストリート」に、幕別ブースを出

展することとしており、こうした札幌などで開催されるイベントなどを通じ、幕別町観光物産協会は

もとより、十勝観光連盟や管内の市町村と連携を図りながら札幌・道央圏の方々に、幕別町の観光情

報の発信など、その PR に努めているところであります。 

  道東道は秋に全線開通いたしますが、この開通が本町の新たな観光振興のスタートと位置づけ、観

光振興担当の職員を２名配置したところであります。 

  来年度以降、札幌・道央圏からの自家用車で来訪するファミリー層など、尐人数の観光客の増加が

見込まれておりますことから、このような観光客の方々を誘引し、通過型から体験型、滞在型観光に

転換していくことを目指し、本町が有する美しい農村景観、温泉、パークゴルフ、農作物の収穫、搾

乳、チーズづくり、ソーセージづくり、そば打ち体験などの観光資源の洗い出しを行い、受け皿とな

る方々と調整を進め、グリーン・ツーリズムを取り入れた魅力的な観光ルートを設定し、これを旅行

会社や町内のホテルなどに提案するとともに、札幌・道央圏を中心に広く情報発信することにより、

観光振興の取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

  試験的な取り組みといたしまして、この秋に、札幌・道央圏のファミリー層など尐人数のグループ

の方々を対象としまして、本町の魅力ある体験型の観光資源と宿泊施設を組み合わせて、バスで周遊

する体験モニターツアーを、企画会社を通じて旅行会社に提案しているところでありまして、このモ

ニターツアーに参加された方々の感想や意見を、前段申し上げました本町の有する観光資源を結ぶ体

験型、滞在型の観光ルートの設定に生かしてまいりたいと考えております。 

  また、とりわけ実現性の高い、農家民泊による生活体験を中心とした修学旅行生の受け入れにつき

まして、本年度、古舞と忠類でそれぞれ１戸、受け入れを行っており、その他に、数軒の農業者に実

施の希望があるとお聞きいたしております。 

  この修学旅行生の受け入れは、十勝管内を初め道内で取り組まれており、農業者との交流を通して、

食の大切さや生産者の思いを伝え、将来の幕別へのリピーターづくりにつながることが期待できます

ことから、受け入れ先となる農家の方々のご理解をいただきながら、実現に向けて取り組みを進めて

まいりたいと考えております。 

  ご質問の２点目、「国道 38 号線沿い道の駅の建設について」であります。 

  道の駅設置にかかわる経過につきましては、平成 17 年に観光物産協会、商工会、JA 幕別町、JA 札

内の実務者レベルによる勉強会が立ち上げられ、道の駅の先進地視察や調査研究が行われ、平成 19

年５月に、観光物産協会から設置要望書が町に提出されました。 



 - 23 - 

  これを受け、町といたしましては、運営主体の明確化、地域商店や直売所との調整、事業展開を見

据えた試験販売の実施など整理すべき課題と試験販売への協力などについて回答をさせていただいた

ところであります。 

  平成 20 年には、観光物産協会から引き継いだ商工会におきまして、アンケートの実施、推進組織の

立ち上げを行い、昨年、スマイルパーク北側で試験販売が実施されました。 

  本年度は、昨年度実施された試験販売が、８月から 10 月までの 29 日間と短期間であったことや、

設置場所が国道から離れた公園の利便施設的な要素が強かったことを踏まえ、商工会、観光物産協会、

町の三者で「道の駅実験店舗計画策定協議会」を設置し、ことし１年かけて、道の駅設置に向けた実

験店舗のあり方について検討することとしておりましたが、去る７月６日に開催された第３回目の協

議会において、「道の駅」の設置を断念するとの結論に至り、これを受け、商工会においては、８月

25 日に開催された理事会で協議結果が承認されたとのことであります。 

  断念の理由といたしましては、当初計画から６年が経過し、その当時 38 号線沿いになかった「浦幌

の道の駅」や「豊頃の物産販売所」が開設され、立ち寄り率の低下が懸念されることや、農協独自の

直売所が開設され、全面的な協力を得ることが難しくなったことなど、新たな道の駅の設置に向けた

状況が大きく変化したこと、また昨年実施した試験販売において、販売主体の明確化や収益性の確保

が見出せなかったことなどが挙げられております。 

  町といたしましては、「道の駅」は、本来の機能であります道路や地域の情報発信、休憩所、トイレ

の設置など、国道利用者に対する利便施設であることに加え、地域経済の活性化に寄与するものであ

ること、民営によるものであること、採算性が確保されるものであることと認識いたしておりますの

で、これら課題がクリアされない限り、道の駅の設置は難しいものと考えているところであります。 

  ご質問の４点目、「農産物の商品開発や幕別ブランドの確立について」であります。 

  十勝管内、道内におきましては、食を観光資源として、地場の食材にこだわった企画開発型のご当

地グルメや飲食店自慢のメニューをメガ盛りにするキャンペーンなど、特色ある取り組みが進められ

ております。 

  また、加工品に限らず、「十勝川西長いも」や「鵡川ししゃも」などのように、全国的な知名度があ

りながら、地域団体商標の登録など、さらにブランドの確立に力を注いでいるケースも見受けられま

す。 

  本町におきましても、長芋、ユリ根、レタスなどの農産物は、市場の高い評価を得て、全国的に流

通されており、今後さらに発展する可能性がありますことや、チーズやしょうちゅうなど、地場の農

畜産物を活用した加工品につきましても、道内はもとより、全国的に見ても、十分な魅力を持ち合わ

せているものと認識いたしております。 

  また、忠類地域の飲食店グループが、昨年９月、ホテルアルコ 236 前におきまして、忠類特産のユ

リ根入りカレー８種類と道の駅特製デザートを販売するイベントを開催し、多くの方々の来場を得て、

にぎわいがありましたことや、地域にちなんだ新たなメニューづくりにも取り組んでいるとお聞きい

たしており、こうした取り組みが関係者の熱意と連携により、ご当地グルメや幕別ブランドといった

地域ブランドの発展に育っていくことや全町的に波及していくことを期待いたしております。 

  農畜産物を活用した商品開発やブランド化につきましては、これらを生産、製造する事業者に負う

ところが大きく、町といたしましては、試験研究の過程における先進事例の紹介、町の「特産品研究

開発事業補助金」や農林水産省の６次産業化にかかわる支援制度活用の PR、また、販売の過程におけ

るさまざまな広報媒体を通した PR 活動など、観光物産協会と連携して、でき得る範囲の支援に努めて

まいりたいと考えております。 

  以上で、小島議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） 小島議員のご質問にお答えをいたします。 

  ご質問の５点目、「地域を元気にするためのスポーツ振興やイベント開催などの新たな取り組みにつ
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いて」であります。 

  このたび、韓国で開催された世界陸上 2011 テグ大会に参加した多くのアスリートたちが、必死に競

い合う姿をテレビで見るたびに、ひとしく忚援したいという熱い気持ちと大きな感動を覚えたもので

ありました。 

  特に、幕別町出身の福島千里さんがなし遂げた、国際陸上競技大会女子 100 メートルで、79 年ぶり

の準決勝進出となったほか、女子 200 メートルでも日本人初の準決勝進出という快挙は、町民はもと

より日本じゅうの多くの方々にも、どれだけ多くの感動と夢と希望を与えたのか、はかり知れません。   

来るべきロンドン・オリンピックに向けて、さらなる飛躍を町民の方々とともに期待したいと思いま

す。 

  本年６月に、従来までの｢スポーツ振興法｣にかわり、新たな｢スポーツ基本法｣が成立いたしました。 

  ｢スポーツを生かした地域再生｣｢優秀なスポーツ選手の育成支援｣｢国、地方公共団体のスポーツクラ

ブの活動支援｣などが骨子とされたものであります。 

  このスポーツ基本法の目的を具現化するため、｢スポーツコミュニティの形成促進事業｣が文部科学

省の主催事業として実施されることとなり、去る７月に NPO 法人幕別札内スポーツクラブが、委託先

クラブとして認定されたところであります。同クラブは｢拠点クラブ｣として、全国 19 カ所のうち北海

道からただ一つ認定されたものであり、福島千里さん、山本幸平さん、髙木美帄さんなど幕別出身者

に限らず、サッカー、バスケットボールなどの各種競技で登録された 33 名の一流選手を講師として招

き、指導を行っていただけることも可能となりました。 

  これら教室やイベント開催が実現いたしますと、本町のスポーツ振興はもとより、町外からの来場

者の増加も見込めることとなり、地域活性化にも大きく寄与するものと期待しているところでありま

す。 

  いずれにいたしましても、スポーツは人間の可能性の極限を追求する営みであり、競技スポーツに

打ち込む競技者のひたむきな姿は、スポーツへの関心を高め、人に夢や感動を与えるなど、活力ある

社会の形成にも貢献するものであります。 

  このようなことから、教育委員会といたしましても、今後も大いに支援をしていくべきものと考え

ているところであります。 

  以上で、小島議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） １点目と３点目につきましては、ことし６月から観光振興担当という新たな部署

もつくられたということで、職員さんも２名配置されたということで、本当に新たな試み、取り組み

が計画され、これから頑張ろうという姿勢が見られておりますので、今後のご活躍に期待いたしたい

と思います。 

  ２点目の道の駅についてですけれども、スマイルパーク北側で試験販売を行ったということで、国

道から離れた場所で、場所的にすごく目につかない場所であり案内板もないということで、地元の人

でもわかりづらい場所でありましたし、どうしてこのような立地条件の悪い場所に、プレハブのよう

な建物だったと思うのですけれども、立地条件の悪い場所に建てられたのか理由をお聞かせいただき

たいと思います。 

○議長（古川 稔） 経済部長。 

○経済部長（飯田晴義） これは、事業主体は商工会でありますので、私の立場でお答えするのが正し

いかどうかということはございますけれども、今まで聞いている範囲内でお話しさせていただきます

と、昨年、本当であれば早い時期から実験的店舗を開設したかったということでありましたけれども、

なかなか出店者が決まらずにどんどん延びていった。そういう短期間の中で、ある程度収益性を確保

できるとするならば、日ごろからパークゴルフで訪れるお客さんがたくさんいる、昨年実施したあの

場所が一番よかろうというような経過があって、何点か場所が先行したようでありますけれども、結

果的には公園利用者の利用というものを主に置いて、あの場所に決めたということでございます。 
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○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） もともと道の駅の試験的な取り組みということでしたので、やはり場所は国道沿

いが望ましかったなと。 

  ターゲットが、パークゴルフをされている方とか公園で散策されている方とか、そういう方に、す

ごい狭い範囲で考えられているのがすごく残念にちょっと思いました。 

  あと農協独自の直売所が開設され、全面的な協力を得ることが難しくなったという答弁いただいた

のですけれども、これは国道沿いにありますトマトハウスとか、まるみ食品さんに、道の駅の構想を

お伝えして協力を得られなかったということで、よろしかったですか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 答弁で申し上げましたように、最初は道の駅の設置にかかわっては、両農協、幕

別町農協、札内農協そして商工会、行政も入って道の駅に取り組もうということだったのですけれど

も、ご案内のように札内は札内の農協店舗で直売所を設けて毎週土日でしょうか、実施をしている。 

  幕別町農協は、それらには参加はしないですけれども、今言った民間のお店が出てきた。そういっ

たことで、なかなか農協から直接その道の駅設置にかかわっての協力を得ることが難しくなったとい

うようなお話があって、その断念した理由の一つとして、そういう経過があるということであります。 

  それともう一つ、先ほど、後ろのほうで、北のほうで直売所をやったのではないかと、試験的にや

ったということですけれども、ことしも最初は国道沿いでやる場合には、例えば水の施設をどうする

のだとか、いろんな課題もあったものですから、なかなかすんなりは決まらなかったのですけれども、

ことしは国道に面したところで試験的な販売をやっていただけるのかなという構想は、最初持ってい

たようでありますけれども、いろんな事情で断念したという経緯はあるようであります。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） わかりました。 

  商工会や農協さん、農業関係者等から協力がないとやはり設置できないのかなというふうに理解い

たしました。 

  ただ、今後町民からもまた道の駅を設置してほしいといった要望が上がってくるかもしれませんの

で、今後もいろんな協力を求めていくという姿勢は緩めないように持ち続けていただければ、大変あ

りがたいなと思います。 

  それで、道の駅となると、すごく箱物となりトイレ等の設備も必要ということで、設置するのにお

金がかかったりするとは思うのですけれども、尐し敷居を下げた形で、例えば直売所のような形にす

るとか、例えば芽室のファーマーズマーケット愛菜屋だとか、豊頃の直売所といった形で、道の駅と

いう形にこだわらず、直売所的な形で小さなところから大きなものに、方法に持って行くという形も

あると思うので、お考えいただければなと思います。 

  ４点目のところですけれども、商品開発やブランド化については生産製造する事業者に負うところ

が大きいということでご答弁いただきましたが、町としては、その事業者があくまで主体で、町は事

業者をバックアップ、支援する形でしかできないものなのか。町が先頭に立って、町が主体となって

こういった商品開発、ブランド化に現実的に取り組むことは不可能なのかということを、ちょっとお

聞きしたいのですけれども。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほども申し上げましたように、町は全く知らないというではもちろんありませ

んし、町が積極的に参画していく、主体的に引っ張っていくというような方向も一つの手法ではある

と思いますけれども、ただ多くの町村の状況を見ていますと、やはりこうやっていただける方、現実

的には民間の方々と行政が協力しながら進めていくという形が多いのだろうというふうに思っており

ますし、私どももやはりそうしたアイデアを出したり、いろんな企画をする、あるいは商品を開発す

るというようなものについては、やはり現場にいらっしゃる方、生産者なり現実にそれらに携わって

いる人たちからの意見なり発想というものが、やっぱり大きい問題があるのだろうというふうに思っ
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ていますので、全く町が関知しないとか、町は一切主体的にやらないということではなくて、お互い

が協力しながらそうした開発に向けて努力をしていくということで、先ほど言いましたように、町と

しての今の施策の一つが、支援的な特産品開発の補助金を出すとか、そういったことについては今ま

ででも進めてきておりますので、引き続きそういうふうに支援策は講じてまいりたいというふうに思

っていますけれども、現に先ほども言いましたように、忠類地区なんかではかなりの部分でいろんな

試作品みたいなものが出ておりますので、それらを大事にしていくことによって、まだまだ市場に出

て行く可能性もあるのかなというふうな期待は持っております。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） わかりました。 

  あと５点目にちょっと連動しているかもしれないのですけれども、本町出身のスポーツ選手の方が

世界で活躍されて、とても幕別町を宣伝していただいているのですけれども、スポーツ選手の方の名

前をつけた商品だとか名前にちなんだような商品、幕別町にしかできないそれは強み、特有なものだ

と思うので、ブランド力が発揮できると思いますので、そういった試みについてはどうお考えでしょ

うか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 直接、選手の名前をつけたものというのは、なかなか難しいのかもしれないけれ

ども、昨年でしたかね、杉野菓子店で、名前ちょっと忘れましたけれども、お菓子が出された経緯は

あります。 

  いろいろ世界的選手になってきますと、何ていうのですかね、陸連だとかそういうところが商標登

録ですとか肖像登録というのですか、そういったものなどがあって、簡単ではないとは思いますけれ

ども、これらも民間でそういうような動きがあるのかどうかちょっとわかりませんけれども、そこま

でいくと、もう全国区的なものになってくるのかなという思いもしていますけれども、町としても研

究はしてみたいというふうには思います。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） わかりました。 

  ５点目に移りますけれども、「スポーツコミュニティの形成促進事業」というのが、新しい事業がつ

くられたということで、本町では幕別札内スポーツクラブが主体となってされるということで、文科

省のほうから新聞で見ましたけれども、最大 3,500 万円の年間 3,500 万円の事業費が出るということ

で、こちらの取り組みに対しては物すごく期待をしております。 

  イベント開催についても前向きな姿勢が聞かれましたので、こちらにも期待をいたしたいと思いま

す。 

  それと、町内出身のスポーツ選手が多数いらっしゃるということで、また、先日行われた韓国での

世界陸上では、福島千里さんが 100 メートル、200 メートル走ともに準決勝進出されて快挙をなし遂

げられたということで、何度も何度もテレビ等で幕別町出身の福島千里さんということで、幕別町出

身ということをもう何度も何度も連呼させていただいて、また幕別町の認知度が上がったのではない

かと思っております。 

  認知度が上がったことに伴って、やはり全国でスポーツされている方にとっては、すごく注目され

るべき町だと思いますので、今後スポーツ合宿所などの整備だとか、受け入れをしていく体制などに

ついては、どうお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 金子教育長 

○教育長（金子隆司） スポーツの合宿用の宿泊所、これは相当慎重に考えなければならない事案では

ないかと。いわゆる費用対効果の問題があります。 

  今、教育委員会としては、その辺のことはまだ検討されておりませんけれども、当面は駒畠の集団

学習宿泊施設、これらの活用の範囲で施設を有効に使っていくという点で検討していく必要があるの

だろうというふうに思いますが、大規模な合宿所というのは、費用対効果からいうと非常に難しいの
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ではないかといふうに思っております。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） そうですか、わかりました。 

  難しいというお答えをいただいたのですけれども、これからもやはりスポーツ選手が世界で活躍さ

れているその出身の町として、やはり今後そういったこともちょっと視野に入れていただきたいなと

は考えております。 

  なかなか未熟でご不便をおかけしたと思います。 

  私の質問を終わらせていただきます。 

  ありがとうございます。 

○議長（古川 稔） 以上で、小島智恵議員の質問を終わります。 

  次に、藤谷謹至議員の発言を許します。 

  藤谷謹至議員。 

○４番（藤谷謹至） 通告に従いまして、帯広・広尾高規格幹線自動車道忠類開通に備えた周辺整備と

観光、定住対策について質問を行いたいと思います。 

  高規格幹線道路帯広・広尾自動車道は芽室町の北海道横断自動車道から分岐して、帯広市や南十勝

圏を経由して広尾町に至る全町約 80 キロの自動車専用道路で、1995 年に着工、2003 年３月に帯広ジ

ャンクションから帯広川西インターチェンジ間 17 キロ、2006 年３月に帯広川西インターチェンジか

ら幸福インターチェンジ 13 キロ間、2009 年 11 月 29 日に中札内インターチェンジまで開通しており

ます。 

  この高規格道路建設をめぐっては平成 14 年３月、旧忠類村議会は全会一致で建設見直しを求める意

見書を可決し、帯広空港以南は既存国道を改良、高規格道路などの公共事業見直しで節約される財源

を地方交付税に振り向けることなどを求めました。 

  当時、村内では建設推進派と反対派が活発に活動し、テレビ、マスコミにも取り上げられ、公共事

業のあり方について論議になりました。 

  現在は中札内インターチェンジから大樹町境界までの 23.2 キロメートルを建設中であります。 

  北海道開発局帯広開発建設部によると、平成 24 年度中に更別インターチェンジまでが供用され、26

年度中には忠類、大樹までの供用が開始される計画となっております。 

  南十勝の玄関口忠類は、観光ルートの一部として旧忠類村時代から道の駅、アルコ 236、ナウマン

公園、ナウマン像記念館、それぞれを国道沿いに建設し、観光の推進を図ってまいりました。 

  また、忠類地域内でも各種活動団体によるネットワーク化が進められ、情報の共有、発信など協力

体制が徐々に構築されつつあります。 

  また、忠類魅力づくり会議の発足、忠類活性化診断、観光や地域振興に関する話題が新聞に掲載さ

れているのは、ご周知のとおりでございます。 

  さらに、シ－ニックバイウェイ南十勝夢街道が、関係各位、周辺町村団体の連携と長年の努力によ

り、指定ルートに認定されたことは、観光振興への大きな推進力にもなったと考えます。 

  道から派遣された観光参事は、幕別町が観光に対して前向きに取り組み始めている証拠でもあり、

喜ばしいところでございます。 

  高規格幹線自動車道供用目前にして、今こそ忠類地域の観光振興と地域活性化を推進する時期にあ

ると考えます。 

  そこで、以下の点についてお伺いいたします。 

  １点目、高規格道路の忠類インター完成、また道東自動車道の開通によって、物流、観光、救急医

療などさまざまな影響が考えられますが、忠類地域における観光振興の必要性は、第５期幕別町総合

計画、幕別町過疎地域自立促進市町村計画の中に取り上げられておりますが、道の駅周辺における整

備計画についてお伺いいたします。 

  ２点目、高規格道路開通によって、移動時間の短縮が図られ、帯広からの通勤可能な距離になり、
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また帯広空港からのアクセスも容易になることから、定住促進につなげるための方策についてお伺い

いたします。 

  ３点目、高規格道路より、帯広など中心地へのストロー現象も懸念され、市街地における経済など

の影響が考えられますが、その対策についてお伺いいたします。 

  ４点目、観光の振興によって、情報の収集、提供、サービスのきめ細かさなどが求められていると

思いますが、忠類総合支所に観光課を設置する必要性についてお伺いいたします。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 岡田町長 

○町長（岡田和夫） 藤谷議員のご質問にお答えいたします。 

  帯広・広尾高規格幹線自動車道忠類開通に備えた周辺整備と観光、定住対策についてであります。 

  高規格幹線道路帯広・広尾自動車道につきましては、中札内インターチェンジ以降の区間のうち、

更別インターチェンジまでの区間が平成 24 年度に、幕別町忠類地域を通過し町道西当北４線までの区

間が平成 26 年度に供用が開始される予定であり、今年度中には忠類地域においても、本工事に一部着

手されるとお伺いしているところであります。 

  本年 10 月に道東道夕張－占冠間が開通し、十勝と札幌市を始めとする道央圏が高速道路で結ばれ、

また、平成 26 年度に帯広・広尾自動車道が忠類地域まで供用開始されますと、忠類地域が道央圏と高

速道路で直結され、高速で安全な走行が可能となり、物流の効率化が図られ、市場圏が拡大する経済

効果や観光客の増加が大いに期待されるところであります。 

  ご質問の１点目、「道の駅周辺における整備計画について」であります。 

  幕別町第５期総合計画における忠類地域の整備方針では、「酪農を中心とした農業振興」とともに、

地域における歴史、文化、特性を生かした地域らしさを高めることが新町の発展につながるものと考

え、「道の駅周辺の観光振興による交流人口の拡大」に取り組むと定めたところであります。 

  また、平成 22 年度に策定した「幕別町過疎地域自立促進市町村計画」においても、忠類地域におけ

る観光の振興は、この地域の発展に欠かすことのできない要素であるとし、通過型観光から滞在型観

光への転換の必要性と、道の駅周辺の整備と有効活用が必要としたところであります。 

  平成 26 年度に供用開始される予定の（仮称）忠類インターチェンジからは、現在 JA 忠類が運営し

ている農畜産物直売所「菜の館 ベジタ」付近で約 300 メートルのインター線によって国道 236 号線

に接続される計画であり、このインターチェンジでおりてきた方々をいかに地域に引き込むかが重要

であると認識いたしております。 

  インター線道路周辺の整備や案内看板の設置、道の駅周辺の駐車場の改修などにつきましては、忠

類地域住民会議や先般設立されました「忠類魅力づくり会議」を始め、道の駅周辺の４施設連絡会議

や地域の商工関係者などのご意見を踏まえ、引き続き北海道開発局と協議を続けてまいりたいと考え

ております。 

  ご質問の２点目、「高規格道路開通を定住促進につなげるための方策について」であります。 

  忠類地域は、豊かな農村景観や日高山脈を背景とする美しい自然景観に恵まれ、そこで開催される

個性的なイベントや地域に根差したお祭りなど魅力にあふれた地域であると考えておりますが、近年

の人口の推移を見ますと、依然と減尐傾向が続いており、地域の活動や活力にも影響を与えているも

のと思っております。 

  忠類地域においては、以前より道の駅周辺を核とした観光振興に力を入れてきたところでもあり、

平成 21 年度に地域活性化に向けた診断の委託をきっかけに、住民の自発的な取り組みも活発化してき

ております。 

  帯広広尾自動車道が平成 26 年度に開通予定となっておりますが、開通されますと帯広市や帯広空港

からのアクセスも容易になり、時間的距離も短くなりますことから、スキー場宿泊ロッジを活用した

「おためし暮らし」の PR や、田舎暮らしや広さと環境のよさをアピールして、管外・道外からの人口

の呼び込みに引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 
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  また、あおぞら団地の価格や環境のよさをさらに PR するとともに、住宅建設に必要な助成などの検

討や、さまざまな団体と連携して取り組んでおります地域活性化の動きなど、忠類地域の魅力を伝え

ることで、忠類地域に住んでみたいと思える環境づくりに努めてまいりたいと考えております。 

  こうした取り組みを強化することで交流人口の拡大につながるとともに、観光や特産に関連する雇

用の場を拡大し、ひいては定住人口の増に結びつくものと期待をいたしているところであります。 

  いずれにいたしましても、定住の促進には通勤時間の短縮はもとより、総合的な生活環境や地域の

魅力を向上させることが重要であり、今後もインフラ整備や住民活動の支援を含めた定住環境の改善

に努めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の３点目、「ストロー現象による地域経済への影響とその対策について」であります。 

  高速道路や新幹線など高速交通網が発展することにより、これまでも全国各地で、経済力の弱い地

域が強い地域の経済圏に取り込まれ、人口・企業・資本などが強い地域に吸い寄せられる「ストロー

現象」が発生しております。 

  商業・サービス業関連施設の充実している都市部に、高速交通網というストローにより購買者の流

動性が高まれば、魅力の高い方へ吸われるように流れていくのは必至であり、流れをとめることは非

常に難しいと言われております。 

  今年 10 月 29 日には道東道が全線開通し、190 万都市札幌を抱える道央圏と十勝圏が一本の高速道

路で結ばれることになります。これを機に十勝では、十勝地域が一体となって交流人口の拡大、経済

の活性化に取り組むため、商工・金融・観光・飲食・農林水産・交通・行政機関などさまざまな分野

の団体が連携し、「とかち魅力発信キャンペーン」の一環として、「十勝の魅力！体感フェア」の開催

などさまざまな取り組みを推進しているところであり、これは、「ストロー」の流れを一方向ではなく、

十勝の産業と自然の魅力をさらに強化することで、吸引力を高め、逆の流れを引き起こし、道央圏か

ら観光客を誘致しようとするものであります。 

  平成 26 年度に高規格幹線道路が忠類地域まで開通した場合、忠類地域の商業においては、これまで

も大樹町や帯広市へ流出している購買力が、さらに流出するということが想定されるところでありま

す。 

  流出防止策といっても、特効薬的な対策はないというのが現実でありますが、尐しでも流出を防ぐ

ためどういった対策が考えられるのか、また町としてどういった支援ができるのか、商工会を始め関

係者と一緒になって協議を進めてまいりたいと考えております。 

  一方では、「人」の行き来が盛んになるこのときを好機ととらえ、町内の観光資源を結ぶ魅力的観光

ルートや、７月に指定ルートに昇格した「南十勝夢街道」を始め、管内のシーニックバイウェイのル

ートが連携した「十勝シーニックバイウェイ」の広域的な活動など地域の情報を広く発信するととも

に、あわせてその周辺にかかわる「もてなしの心」を強化していくことで、「行ってみたい」「もう一

度行きたい」「ここに住みたい」という魅力を高め、交流人口の増加と地域の活性化に結びつけていか

なければならないものと考えております。 

  ご質問の４点目、「忠類総合支所に観光課を設置する必要性について」であります。 

  忠類地域はこれまでに忠類村の時代から、ナウマン象記念館、ナウマン公園、温泉宿泊施設アルコ

236、道の駅・忠類などの観光施設の整備に積極的に取り組んでまいりましたが、合併後においても幕

別町の南の玄関口として、町の観光振興に大きな役割を果たしてきているところであります。 

  これまで町の「観光」に関する事務は、本庁の経済部商工観光課と忠類総合支所経済建設課が、連

携を図りながらイベントの PR や開催、観光施設間の連絡調整を図ってまいりましたが、加えて本年６

月からは、経済部に観光振興担当を設置し、観光資源の洗い出し、観光の受け皿づくりなど、体験型・

滞在型観光ルートの確立に取り組んでいるところであります。 

  その中で、夏冬を通じ観光資源の豊かな忠類地域の役割は、大変大きなものがあるものと認識いた

しているところであります。 

  現在、忠類地域住民会議においては、忠類地域の観光振興策について議論が進められており、また



 - 30 - 

現場のプレーヤーの立場から、忠類魅力づくり会議においてもイベントの企画実施など、地域に観光

客を呼び込む活動を積極的に行っているとお聞きしているところであります。 

  ご質問の「観光課を忠類総合支所に設置する考えについて」でありますが、現在、幕別町行政改革

大綱推進計画の後期推進計画策定のため、「行政改革推進本部」を本年８月に立ち上げたところであり、

この部会において組織機構の見直しの検討を進めているところであります。 

  今後の住民ニーズや行政課題に、機敏に対忚できるコンパクトな組織機構の構築を念頭に、本庁と

忠類総合支所の機能分担を始め、観光の充実・強化が図られる組織体制について検討してまいりたい

と考えております。 

  以上で、藤谷議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） ご丁寧な答弁ありがとうございます。 

  まず、道の駅周辺における整備計画について再質問させていただきます。 

  町長の答弁によりますと、具体的な整備計画につきましては、インター線道路周辺の整備、また案

内板の設置、道の駅周辺の駐車場の改修と答えをいただいておりますけれども、道内には現在 113 と

思うのですけれども、113 もの道の駅がそれぞれ特徴をいろいろな情報を使ってアピールし、ひしめ

き合っている状態でございます。その中で忠類のこの道の駅周辺が魅力を発揮し、観光客を呼び込む

ためには、やはりもう尐し独自な環境づくりが必要なのではないかなというふうに、最近感じるよう

になっております。 

  景観を利用して観光客の滞在時間を延ばそうと、シーニックバイウェイがことし指定ルートに指定

されたわけです。そこから、道の駅周辺にさらに観光客を呼び込むためには、そしてまた道の駅で長

い間、長い時間を滞在してもらうためには、今ある施設に何かプラスアルファのものができないもの

かなというふうに考えています。 

  例えば、温泉施設を利用して、ただいま菌の問題で結構全道的に問題にはなっておりますけれども、

衛生面に配慮して足の湯の設置、これも例えば足の湯を住民に資源のブロックやなんかを協力しても

らって買っていただいて、住民と協働してなるだけお金をかけないような施設にするとか、そういう

工夫をしながら施設をつくっていくとか、また、中札内、鹿追町のように観光案内所というのがあり

まして、そこに業者から補助を出してホテルのコンシェルジェのような形で、来たお客様に例えばこ

の地域の特産品は何だとか、この近くには豚丼がおいしいところがあるとか、そのほかいろいろこの

周辺の施設をパンフレットではなくて、人間が直接お客様に伝える方式をとっているところがござい

ます。忠類もそういうふうな形にはできないか。 

  また、JA のベジタさんが、農産物を販売している横にドッグランを併設しているわけなのですけれ

ども、それもスキー場のネットを使った簡易的なものでして、あの施設をもう尐し整備して拡大する

ことはできないか。この間、日曜日、私あそこでちょっと焼き肉やったのですけれども、そのとき札

内から犬を３頭連れて来られていまして、またドッグランのほうを見ていますと、結構な方が犬連れ

でこられているのですね。この利用を、ちょうど農協さんたちがいたものですから、どういうふうな

利用状態になっているのかと、ちょっと聞いたわけなのですけれども、芝の状態がちょっと悪いとか、

クレームは結構あるようです。町してドッグランの開設なども検討してはいかがかと思うのですけれ

ども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 今、道の駅周辺の整備に係っていろんなご提言をいただきました。 

  それらについて、もちろん私ども行政の立場からも当然支援なり助成なり、そしてまた、今、忠類

地域には先ほども言いましたように、いろんな団体だとか、いろんな会議というようなものがありま

す。女性の方が会長をされているいろいろな会議もありますし、もちろんアルコやベジタあるいは道

の駅を中心としたあの辺で、いろんなことがやられることは大変いいことだと思いますし、一つには

今いう周辺整備と、一つには道の駅をよりグレードの高いものと、あるいは魅力のあるものにするた
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めに食の面での改善、いろいろなことを考えながら総体的にレベルアップしていくことが集客にもつ

ながっていくのだろうというふうに思います。 

  まあドッグランなんかも、一面、食事をするそばにそういうものがあることがというようなことも

あるのでしょうけれども、逆に今お話を聞きますと、犬を連れて集まってくる方が多いということで

あれば、それもまた一つの手法なのだなというふうに思いますし、もう一つは、シーニックバイウェ

イが高台にあって、あの間が町有地、牧場というようなことがあります。これもできる限りの支援を

しながら整備はしていますけれども、もともとが牧場だということで、今後どのような展開になって

いくのかと。 

  今たくさんいただきましたそういったこと、足湯なんかもいろいろあちこちでやっているようです

けれども、ご存じのようにあそこのお湯はかなりはるか向こうから引っ張って来ておりますので、そ

のあとさらに引っ張ることがどうなのかちょっとわかりませんけれども、それらもろもろも含めなが

ら再度検討させていただきながら新たな高規格の開通に向けて整備、そしてまた企画・立案していき

たいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） 積極的な方向の答弁をいただきまして、ありがとうございます。 

  やっぱり魅力的な周辺にするためには、やはり一朝一夕ではできない部分もありますし、ある程度

のスキームを持って進めていただきたいと思いますが、何せ高規格道路、もう平成 26 年度でございま

す。スピード感を持って進めていただきたいというふうに願っています。 

  また、足湯の提案をさせていただきましたけれども、やはり財源面でもお金のかかることでござい

ますから、なるだけ財政負担にならないように、またおもしろいアイデアでもって、あそこのエリア

を「また来たい」とか「楽しかった」と言われるようなエリアにしていただきたいと思います。 

  次に質問の２点目、高規格道路を定住促進につなげる方策についてでございます。 

まず、町長答弁の中であった、スキー場宿泊ロッジを活用した「おためし暮らし」ですけれども、近

年の利用状況をお聞かせ願いたいのですけれども。 

○議長（古川 稔） 企画室参事。 

○企画室参事（伊藤博明） 平成 22 年におきましては３件ですが、本年度におきましては今のところ８

件の予定をしております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） それは問い合わせ件数があったということで理解してよろしいのでしょうか。実

際に「おためし暮らし」をしたということでしょうか。 

○議長（古川 稔） 企画室参事。 

○企画室参事（伊藤博明） 今申し上げましたのはお問い合わせ件数ではなくて、実績でございます。

23 年度につきましては、これからの方も含めてご利用される件数でございます。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） 平成 21 年３月の定例会の一般質問の中で、芳滝議員が移住促進の施策について質

問を行っておりました。その中の町長答弁の中にも、移住促進の地域的には忠類地区あたりを対象と

しながら移住促進を考えているというふうに答弁されております。 

  なかなか「おためし暮らし」をとっても、今回８件、これからも、スキー場は冬になると伸びる可

能性があるのかなという感じもありますけれども、なかなか定住というか移住につながるような施策

にはなっていないのではという感じがいたします。 

  あおぞら団地にいたしましても、平成 21 年度に９戸あいていたと。現在、町のホームページを見ま

したらまだ９軒で、分譲数がふえていない状況だと思いますが、このような状態を町としてどのよう

に分析しているのか、またどのような対策が必要なのか、お尋ねいたします。 
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○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） どこの町村もそうでありますけれども、やはり実際に来ていただいて、そして定

住していただくと、やはり難しい要件がいろいろあるのだろうというふうに思っています。 

  これは十勝、あるいは全道的にそういう協議会もできておりますし、そうした中でいろんな町村が

独自の特性を出しながら進めているわけでありますけれども、私が今までも言ってきたのは、やっぱ

り忠類地域は、例えばキャンプ場なんかでもいっぱいの人が集まるように、比較的人が集まって来ら

れる。そしてもちろん景観とか植物とかいろんなこともありますけれども、もし定住するような場合

のいわゆる住宅の確保なんかも、土地の確保なんかも比較的安易にできるのではないかと。 

  そういったことなども含めて、そして今までの過去の実績も、あちこちから来られて住んでらっし

ゃる方もたくさんいらっしゃるというようなことから、忠類地区が一番適しているのかなという思い

は、今も思っておりますけれども、なかなかこれ、何をやればすぐつながるかということにも難しい

問題もありますけれども、一つには、先般の企業誘致ではありませんけれども、移住してこられる方

に対する町としての支援策というようなことも考えていかなければならない問題かなというふうには

実際思ってはおります。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） 北海道に関しましては、やはりどこの町村も移住の取り合いというか、来ていた

だきたいということで、自治体こぞってアピールしているわけなのですけれども、やはり今回、町の

ホームページを、十勝管内のホームページをいろいろ見たのですけれども、定住促進を PR としてやは

り内地というか、北海道外の人たちにアピールするには、やはりインターネットが必要だというふう

に思っております。 

  また、本当に町のいろんな情報を発信する場でもありますし、また今いろいろ、ハイテク時代とい

われていろいろ携帯電話でも持ち歩いてナビが使えるとか、いろんなハイテク機械が出ております。 

  移住体験の中で、スキー場ロッジが昭和 56 年の建設でありまして、築 30 年ぐらいたっていると、

あとインターネット環境がないということで、しっかりとホームページはうたっているわけです。管

内のホームページをみても、なかなかインターネット環境を整えているところはないわけなのですけ

れども、陸別町あたりはインターネット環境設備というふうに載っております。 

  町のホームページに来て、いろいろ移住とかそういう情報を見る人は、やはりインターネットにあ

る程度依存している人たちでありますし、ある程度お試し宿泊、移住をするにしても、やはりインタ

ーネットが情報ツールになってくると思うのです。また、お試しのところから他のところ行くにして

も、やはりインターネットがこの時代不可欠になってきていると思うのですけれども、宿泊ロッジに

かかわりまして、インターネット環境の配備などは、どうお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 確かに藤谷議員がおっしゃるように、インターネット環境を宿泊所に設けるこ

とは必要だというふうには考えております。ただ藤谷議員がおっしゃるように、インターネットに興

味ある方ももちろんいらっしゃるわけですけれども、かえって農村でのんびり暮らしたい、そういう

思いの方もいらっしゃるわけですね。 

  現状では、今、古い施設でありますから、今すぐインターネットの回線をつなげることは全く考え

ていないわけではありますけれども、インターネット回線につなげる場所が、あるいは総合支所です

とかそういったところに設置ができるのならば、そういった方向でご利用いただければなというふう

には考えているところであります。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） それと今、ホームページの話がちょっと出ましたけれども、本町のホームページ

みていると観光と移住という部分ちょっとわかりにくいかなという、私の感覚だったのですけれども、

あったのですよね。 

  それで、他の町村でどこが見やすいかと、私自分自身の感覚なのですけれども、移住相談というふ
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うに大樹町が四角い大きい枠で見やすい形になっています。あと、移住生活提案、中札内村、それも

大きい形ででております。上士幌町あたりは、観光と移住というのが対になって提案されています。 

  本町のホームページは、観光物産協会のリンク、あとあるいは産業の中に観光、あと暮らしの中で

移住という小さな文字で表示されている、そこから観光協会の、観光物産協会のほうにリンクすると

いう形なのですけれども、何とかこの辺を見やすく、お金をかけないでなのですけれども、見やすく

することは考えられませんでしょうか。 

○議長（古川 稔） 企画室参事。 

○企画室参事（伊藤博明） 私どもの町にさまざまなお問い合わせをいただくケースとしましては、大

抵の場合は、直接うちのホームページをごらんになるというよりかは、例えば北海道の自治体が加盟

している協議会、そういうところのページにアクセスをしていただいて、そこから気に入ったところ

に飛んでいくというようなケースが多いのかなと思っております。いずれにしましても、その後の幕

別町のホームページとして、わかりやすく見やすい内容に一層努めてまいりたいと考えております。 

  以上です 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） ありがとうございます。 

  平成 18 年度合併時 1,854 人の人口が、平成 23 年８月末で 1,701 人というふうになっております。

５年間で 153 名の人口減となっております。 

  先ほどからいろいろ答弁いただき、答弁の中でこの住宅建設に必要な助成を検討されるという答弁

があったと思いますけれども、そのような定住対策、移住対策に積極的な施策を行っていただきたい

と強くお願いを申し上げる次第でございます。 

  最後に、ストロー現象による地域経済の影響とその対策についてであります。 

  高規格道路の開通によって、以前にも増しまして帯広近郊の大型店などに購買力が流出されると思

われます。その流出をいかに最小限に食いとめるかは、それぞれの店舗による営業努力やきめ細かな

サービスなどが当然必要だと感じます。 

  しかし、現在の忠類の人口、購買力を考えるとき、それにもおのずと限界があると考えます。 

  地域経済の崩壊によってますます人口の減尐、過疎化への加速、また車などの移動手段が持てない

高齢者などを中心に、ただいま問題になっております買い物難民を生み出すような状況になるかもわ

かりません。 

  そのような状況にならないためにも、具体的な政策が必要だと思うのですけれども、なかなか町長

の答弁の中では特効薬というのは見つからないという答弁でございますが、その辺について再質問、

もう一度お願いいたします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 我が町のみならずどこの町村も、いわゆる大型店へ購買力が流出するという現状

は続いているのだろうと思いますけれども、忠類地区でもそういった現象はあるわけですけれども、

一つには救いになるのは、今度新しくできる特別養護老人ホームなにかについては、恐らく地元で物

を買っていただけるようなことにはなっていくのだろうというふうに思いますし、さらには欲張れば、

先ほどから言いますように、ほかから買いに来てもらえるような体制ができれば一番いいわけですけ

れども、これは行政だけでもなかなか難しいでしょうし、あるいは商工会だけでもまた難しいし、個々

のお店の皆さんのご努力も必要でしょうし、いろんなことが重なり合って、協力し合って、連携とり

合って盛り上げていくということだと思いますので、私どもも引き続き行政の立場、そしてまた商工

会の皆さん方と地域の皆さん方のご意見等もいただく中で進めてまいりたいというふうには思ってお

ります。 

○議長（古川 稔） 藤谷議員。 

○４番（藤谷謹至） 最後になりますけれども、忠類地区における観光の振興の重要性は、行政、町長

を始め十分に理解していただいているものと認識しております。 
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  質問の趣旨にも述べましたように、忠類地域においては各種団体によるネットワーク化がなされて

いまして、協力体制が構築されつつあります。 

  その力をさらに強固なものにするためには、やはり行政の強力なリーダーシップがぜひ必要なもの

だと考えます。ぜひ、高規格道路が平成 26 年度中に開通するという危機感を持った中で、観光促進、

定住促進にますます努力していただけますようにお願い申し上げて、私の質問とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 以上で、藤谷謹至議員の質問を終わります。 

  この際、14 時 25 分まで休憩いたします。 

 

14：13 休憩 

14：25 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、岡本眞理子議員の発言を許します。 

○６番（岡本眞理子） 通告に基づきまして、有害鳥獣被害対策について質問をいたします。 

  近年、地球温暖化の影響か、鳥獣による農作物を食い荒らされる被害が多発しております。 

  農林水産省の調査によると、農作物の道内の被害は 51 億円です。その中でも、シカに至っては、全

国の 40％の地域に生息しており、北海道ではエゾシカの生息数はおよそ 52 万頭です。 

  本町においては、農作物の被害の 90％がシカによるもので、約 7,000 万円の被害があると報告され

ております。 

  そこで、シカの駆除に関してでありますが、駆除請求に基づき猟友会が出動しても、銃声で追い払

うのみで、捕獲に至らないケースが多いとのことであります。その理由は、捕獲後の搬出で農作物を

傷めるおそれがあることや、捕獲請求のない農地への出入り等で地権者とのトラブルの懸念が多いこ

とかと思われます。 

  また、猟友会に関しましても、本町では 50 名の会員が登録されておりますが、高齢化、担い手不足

の中で、猟友会が効果的な駆除ができるような体制を確保する必要があるのではないかと考えます。 

  そこで、次の点についてお伺いいたします。 

  １点目、捕獲器の一つであるくくりわなについて、その設置状況と個数、また年間捕獲数について

お伺いいたします。 

  ２点目、猟友会、ハンターに対する報酬等を見直す必要があるのではないか、また農家との意見交

換会を実施しているのかどうかについてお伺いいたします。 

  そして３点目、シカの侵入対策についてでありますが、においによる方法と爆音機による方法、そ

れから電気を利用して行われる自衛策が農家では行われていると申します。最大の利点は、免許が要

らない、資格を要らないということですが、爆音機についてはシカが音になれてしまうことや、にお

いによる方法は効果期間が短いことなど、いろいろ苦労されております。 

  このように、個人ではなかなか難しい侵入対策ではありますが、地域に対しての対忚策、助成など、

効果が上がるような取り組みを幕別町では検討しているのかをお伺いいたします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 岡本議員のご質問にお答えいたします。 

  「有害鳥獣被害対策について」であります。 

  近年、野生鳥獣による農林業被害は増加している傾向にあり、中でもシカの被害が圧倒的に多く、

北海道内のシカの生息数は 64 万頭、農林業被害は約 51 億円に上ると言われております。 

  本町においても同様で、目撃情報が増加している傾向にあり、平成 22 年度に実施いたしましたアン

ケート調査によりますと、野生鳥獣による農業被害の推計額につきましては総額 7,000 万円で、その

うちの９割弱の 6,100 万円がシカによる被害となっております。 

  ご質問の１点目、「くくりわなの設置状況と個数、年間捕獲数について」であります。 
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  本町におけるシカ対策といたしましては、従来から猟友会幕別部会の協力や町の有害鳥獣駆除作業

員によります銃による駆除を実施してきたところでありますが、昨年度からは、国の鳥獣被害防止総

合対策事業を活用し、くくりわなによる捕獲を開始するとともに有害鳥獣駆除作業員によります巡回

パトロールを実施するなど、対策の強化に努めているところであります。 

  また、シカの被害は、町内一円、広範囲にわたりますことから、生産者の方々も含め、地域一帯と

なって取り組む必要性があり、本年度からはわな免許を取得した生産者の方々へのわなの貸し出しを

実施し、くくりわなのより効率的な運用を図っているところであります。 

  くくりわなの設置状況についてでありますが、現在、ゆとりみらい 21 推進協議会では、くくりわな

を 100 基保有いたしておりますが、先ほど申し上げましたように、そのうち 90 基を 18 人の生産者に

貸し付けており、それぞれの圃場周辺に設置しております。残りの 10 基につきましては、駆除の依頼

に基づき、町の職員や駆除作業員が出没現場に設置をしているところであります。 

  また、年間の捕獲数については、昨年度は、国の補助交付決定のおくれもあり、９月から 11 月まで

の３カ月間の設置で４頭の捕獲。本年度は現在までに 10 頭の捕獲実績となっております。 

  くくりわなについては、本年度も国の補助事業採択を受け、増強を図る予定であり、生産者の方々

のわな免許取得とあわせ、その取り組みを強化・拡大してまいりたいと考えております。 

  ご質問の２点目、「猟友会ハンターに対する報酬等の見直しと農家との意見交換会の実施について」

であります。 

  猟友会あるいはハンターに対する補助金、報奨金といたしましては、ゆとりみらい 21 推進協議会が

有害鳥獣対策に係る協力補助金として、猟友会幕別部会に約 10 万円を交付しているところであり、ま

た町がハンターに対してシカの駆除１頭当たり 5,000 円の報奨金を交付しております。 

  見直しとのお話でありますが、猟友会の補助につきましては、昨年、その増額について協議をさせ

ていただいた経緯がありますが、猟友会の会計上、現在の補助金額で収支の均衡が図られていること

から、増額の必要はないという回答をいただいているところであり、当面は現在の金額を維持する考

えでおります。 

  また、報奨金につきましては、管内の状況を見てみますと、低いところで 2,000 円から高いところ

で１万円までと幅があり、本町の 5,000 円は平均的な金額であると思われますが、シカ対策について

は、現在、広域連携も含めて全道的に検討が進められているところであり、そういった動向を見きわ

めながら、全体的な鳥獣被害対策の中で見直しを検討してまいりたいと考えております。 

  次に、農家との意見交換会の関係でありますが、有害鳥獣に関しての農家との意見交換会は実施い

たしておりませんが、被害状況の把握のために実施いたしましたアンケート調査の中で、情報収集、

要望調査も行っており、また、くくりわなの説明会、研修会、さらには JA の地区懇談会の中で情報や

ご意見などもお聞きしているところであり、それらを踏まえながら鳥獣被害対策を講じているところ

であります。 

  今後におきましても、あらゆる機会を通じて情報収集に努め、ゆとりみらい 21 推進協議会など、関

係機関はもとより、農家の皆さんも含めまして、地域一丸となって対策に取り組んでまいりたいと考

えております。 

  ご質問の３点目、「シカの侵入対策について」であります。 

  シカの侵入防止対策といたしましては、ご質問の要旨にありますとおり、忌避剤や爆音機、ライト

などを利用してシカを寄せつけない方法、あるいは圃場の周囲に電気さくを敷設してシカを侵入させ

ない方法などがありますが、生産者の皆さんも大変なご苦労があるものと認識いたしております。 

  そうしたことから、町といたしましても、それら有害鳥獣対策に係る経費をゆとりみらい総合資金

貸付金の対象としたところでありますが、いずれも効果が短期的であったり、シカがなれてしまって

効果が薄れてしまう、あるいは範囲が限定的であるなど課題があるのが現状であります。また、森林

から圃場への侵入を広範囲にわたって防ぐことを目的とした侵入防護さく、いわゆるシカさくの設置

も考えられますが、事業費が莫大になることや、その負担のあり方、維持費の問題、また、結果的に
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シカさくの中で繁殖が進み、かえって個体数の増加を招くことになり、根本的な解消にはならないこ

となど、これについても課題が多いものと考えております。 

  以上のようなことから、喫緊の対策といたしましては、侵入防止よりも個体数の削減を目的とした

駆除であろうと思っておりますので、銃による駆除に加え、先ほど申し上げましたくくりわなのよう

な駆除を強化してまいりたいと考えております。 

  また、シカ対策については広域にわたるため、市町村レベルでの対策には限界があることや、シカ

の生息地となっている国有林や道有林において大規模な駆除を行い、個体数を削減することが必要で

ありますことから、町村会などを通じて、国や道によるさらなる対策を働きかけてまいりたいと考え

ております。 

  以上で、岡本議員のご質問に対する答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 岡本議員。 

○６番（岡本眞理子） 今の答弁の中でなのですけれども、個体の数を減らすことに意義があるという

ことで言われたのですけれども、幕別町では平成 21 年度に鳥獣被害防止計画というのが出されている

のですけれども、こちらは平成 22 年から 24 年の計画ということであります。その中で、くくりわな

の数量が十分ではないということなのですけれども、その中では、計画の中では十分ではないという

ことが書かれているのですけれども、現在のこの捕獲数は、くくりわなの数は 90 基をつけているとい

うことなのですけれども、10 頭しか捕獲されていないということなのですけれども、この 90 基で十

分な数だと、町長はお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 経済部長。 

○経済部長（飯田晴義） 鳥獣の捕獲計画、これはたしか 22 年から 24 年ということで、この中では、

毎年 95 頭を駆除していくという計画になっております。ただ、実績としまして、既に去年から上回っ

ておりまして、昨年で言いますと 213 頭。これは銃もくくりわなも含めての話でございます。213 頭

ということで、倍以上の捕獲はしておりまして、また、ことしについても前年並み、200 頭程度は銃

とくくりわなと含めて捕獲ができるというふうに考えておりますので、目標から見ると十分達成して

いる。ただ、やはり全体的にふえてきておりますので、さらにさらに力を入れて駆除に努めていきた

いということであります。 

  それと、わなについては、ことし、さらに 70 基程度購入をいたしまして、もっと行き渡るように、

あるいは要請があったときに、さっとスピーディーに仕掛けができるようにというふうな考え方でお

ります。 

○議長（古川 稔） 岡本議員。 

○６番（岡本眞理子） 続きまして、農家との意見交換会のことなのですけれども、今、町では意見交

換会はされていないということで、被害状況の把握のためにアンケートを実施しているということで

すけれども、アンケートだけでは農家の人の生の声は聞くことはできないかと思います。 

  また、今、農家の方の声を聞きますと、畑の病気があるところにシカが入り、そしてそれをシカが

どこでも行きますので、他の畑に入ってしまい病気が発生してしまうというような悩みがあるという

ことを、農家の方は言っておられたのですけれども、その農家の方の自衛策としてネットを張ってお

りますけれども、そのネットを張るのにもお金が大分かかりますので、町としてもその補助金等の支

援が必要ではないかと思われますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 農家の方の声を聞くこと、当然、必要なことだと思いますし、私もたしか小麦の

収穫を見て回ったときに現地を見せてもらいまして、実際、さくをしているところを見せてもらいま

したし、お話も聞かせてもらいました。 

  そういったことで、農家の皆さんもお忙しいですから、改めて生の声を聞くのに集まっていただく

ということはなかなか難しいのかもしれませんけれども、いろんな機会を通じながらお聞かせをいた

だいておりますし、また、それなりに要望なり現実を踏まえた中で対忚を考えていきたいというふう
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に思います。 

  ネットですとか、さくの助成については、これは道費、国費、いろんな助成制度もあるようであり

まして、町独自のものというのは今のところはないわけですけれども、これらも今言ったように、か

なり大規模なさくをつくるということになると、大変かかるのだろうというふうに思いますけれども、

これらも今もちろんいろんな方々とこれからまた相談をさせていただきたいと思いますけれども、決

して助成しないとかという意味ではなくて、どういう方法が一番いいのかということなどについては、

研究をさせていただきたいというふうには思います。 

○議長（古川 稔） 岡本議員。 

○６番（岡本眞理子） では、最後になるのですけれども、この捕獲についてもやっぱりハンターに頼

るだけではなく、専門家集団の育成がもう不可欠だと思います。 

  それで、現在では、酪農学園では養成コースなども設立されておりますので、町としても若い担い

手が育成できるように後押ししていくべきだと思います。 

  以上で、質問を終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、岡本眞理子議員の質問を終わります。 

  次に、藤原猛議員の発言を許します。 

  藤原猛議員。 

○４番（藤原 猛） 通告に従いまして、質問いたします。 

  地域の砂糖生産関連業界の活性化について。 

  幕別町における産業構造は、基幹産業である農業を頂点として、食品製造業、農業機械業、整備業、

輸送業、建設業とかが下支えをするピラミッド型になっております。 

  農業の一層の活性化が町のにぎわいには不可欠であり、農業経営者には、海外市場との積極的なか

かわりが求められ、外国の食文化、消費形態、嗜好、貿易制度などに忚じた戦略的な作物づくりと、

我が国の食料自給を高めるためにも、今までの作物を守り続ける両面が求められます。 

  このような状況の中で、国際相場では、物価の優等生と言われた砂糖価格が激しく動いております。

その要因に、主要生産国における天候不項と台風被害、また国内では農政の改革によって反収増が望

めない品目としてビート栽培が位置づけられ、作付面積が減尐の傾向にあります。 

  このことは特に地域経済への影響が危惧され、原料の輸送業務、大型選別機械の製作、保守業務の

縮小、出先の事業所の廃止など、地域の雇用を左右しております。 

  行政として頑張っているビート作付農家や関連企業の安定経営を支えるために、砂糖の原材料作付

面積の減尐を防ぐ対策をとるべきであり、町長に考え方を伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 藤原議員のご質問にお答えいたします。 

  「地域の砂糖生産関連業界の活性化について」であります。 

  砂糖の原料となるビートにつきましては、小麦、バレイショ、豆類と並ぶ十勝の基幹作物であり、

輪作体系を維持する上でも、欠くことのできない重要な品目であると認識いたしております。 

  また、砂糖の生産にかかわっては、原料であるビートの輸送業務を担っている運送業者やビート生

産にかかわる農業機械、機具の関連業者など、農業以外の地域経済にも尐なからず影響を与えている

ものと考えております。 

  しかしながら、管内のビート作付面積は、年々減尐している傾向にあり、平成 18 年には２万 9,540

ヘクタールだったものが、水田・畑作経営所得安定対策が始まった平成 19 年には２万 8,919 ヘクター

ル、平成 20 年には２万 8,468 ヘクタール、平成 21 年には２万 7,615 ヘクタール、平成 22 年には２万

6,762 ヘクタールと、４年間で約 2,800 ヘクタールもの減尐となっております。 

  こうした傾向は本町も同様で、本町における作付面積も平成 18 年の 2,670 ヘクタールから平成 22

年の 2,370 ヘクタールと、４年間で 300 ヘクタール減尐しております。さらに、平成 23 年度において

は、平成 21 年、22 年の２年連続での不作が続いたことや、戸別所得補償制度の移行に伴う国の支援
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額の減尐などから、農業者の生産意欲の減退により、大幅な作付減尐が懸念されたところであります。 

  こうした状況の中で、JA グループでは、ホクレン、日本甜菜製糖株式会社、北海道糖業株式会社の

糖業３社が拠出した２億円と、ビート需給調整のために生産者が拠出した２億円、合わせて４億円を

各 JA に配分し、ビートの作付支援を行ったところであり、北海道も戸別所得補償制度における「産地

資金」を活用し、ビートの生産支援を図るなど対策を講じたことにより、結果的に支援額も増加して

いる状況となっているところであります。 

  こうした対策もあって、本町における平成 23 年度のビート作付面積は 2,324 ヘクタールと、前年比

46 ヘクタールの減にとどまっており、今後も現状の作付面積が維持されることを願っているところで

あり、産地資金による政策支援などが来年度以降も継続されるよう、農協等関係機関と連携を図りな

がら北海道や国に働きかけてまいりたいと考えております。 

  また、町独自の支援についてでありますが、本年度において行政が直接的にビート作付面積の維持

拡大に対して支援を行っているのは芽室町、清水町であり、両町ともに町内に製糖工場やビートの苗

を入れるポットを製造する紙筒工場があるなど、本町に比べ地域経済に及ぼす影響が大きいという背

景があることによるものであります。その他、新得町、鹿追町は栽培に係る資材や防除経費に対して

助成するなど、間接的な支援を行っている例もあります。 

  本町におきましては、現時点では独自支援は考えておりませんが、今後のビートを取り巻く環境を

注視するとともに、必要に忚じ、ゆとりみらい 21 推進協議会において、ビートの作付維持についての

協議を行ってまいりたいと考えております。 

  以上で、藤原議員のご質問に対する答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 藤原議員。 

○４番（藤原 猛） 砂糖過剰と言われる時代が長く続いておりました。この政策について、昭和 40

年から砂糖価格調整制度という制度が行われて、平成 19 年には新しい制度へ移行しておると。その赤

字金額、調整金額が、いわゆる日本全国では 548 億円の赤字があると言われております。これがこれ

以上ふえないため、またビートの生産者が価格の変動を受け、需給のシグナルを感じながら、需要に

忚じて生産をすれば、そういう方針で行われたと聞いておりますが、やはり農業経営者にとっては非

常に不安を招く方針を打ち出したのではないか、そういう気がいたします。 

  その結果、てん菜、ビートをつくる現場においては、大きな混乱、また支援額が減尐したというこ

とで、収入増が見込めない品目として作付が減尐したのではないかと思っております。 

  幕別の本町側には、製糖工場事務所、いわゆる東部センターがあり、その管轄も、当然、減尐して

おります。その事務所の管轄の面積が減尐したことによって、ことしの４月から今まで４人体制であ

った事務所が、今は３名体制と縮小され、辛うじて存続を受けております。当然、作付面積がこれ以

上減尐すれば、引き続きの事務所の存続というのは難しい、廃止にまでなるのではないかと私は心配

しております。 

  他の製糖工場は、今は事業所の廃止、撤退というものを進めておりますので、このことが我が町で

起きない、そのことを十分留意しながらやっていかなければならない、そう思っておりますので、ま

ず、この東部センターの存続についてどうしたらいいか、どうする考えを持っているか、町長にひと

つ伺いたいと思います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 東部センター、日甜の事務所のことだと思いますけれども、正直、言われて、私

もどうしたらいいのかわかりませんけれども、何とか存続していただけるように、機会があればお願

いしていきたいというふうに思いますけれども、根本は、今、議員のお話があったとおり、作付面積

が減っているということでありますから、何とかそれらがこれ以上減らないように、あるいはもとに

戻るような方策が出てくれば、そのことなどの解決にもつながっていくのかなという思いではおりま

す。 

○議長（古川 稔） 藤原議員。 
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○４番（藤原 猛） 東部センターが残れば、当然、農家の人たちも作付に対する意欲も、彼らの努力

によって保たれる。そういうことも考えられます。存続を町としても、常に本社なりに訴え続けてい

ただければと思っております。 

  また、ここの日甜東部センターは、JA 幕別、札内、大正の一部が管轄区域と聞いております。この

ビート作付面積の減尐によって、関連企業への影響は大きいものがあると思っています。まずは、運

送業界、大型ダンプ、積み込み機械等、シーズンでは約 100 台以上の業者が、車両が動いております。 

  また、選別集積場においては、大型特殊機械や作業員、あと電気関係の保守・維持による大きな雇

用、それと作物減による肥料だとか農薬の使用量の減尐などと、いわゆる経済影響も大きいと思って

おります。 

  また、特に本町におきましては、昨年からゴルフ練習場の閉鎖によって、交流人口の減尐、それか

らコンクリート製造工場の移転、木材会社の社屋工場の解体中、建設機械レンタルの会社の撤退など

と、多くの雇用の場が減尐しております。このままでは、幕別は何となく空っぽになるのではないか

ということも心配しております。 

  雇用を守るため行政として直接企業に支援費を出せない、それはやむを得ないと思っております。

ただ、基幹産業の農業に投資する、このことは川下の企業までよい結果を、よい影響を出せると思い

ます。ぜひ、強い農業の確保に向け一層の努力があってもよいのではないかと考えます。町長の見解

を伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 農業に対する支援、今までも続けてきておりますし、これからも続けていかなけ

ればならないと思いますけれども、もちろん農業全体の振興、発展でなければならないわけですから、

ビートのみだけにということにはならないのでしょうけれども、今言ったビートも含めながら、いわ

ゆる幕別町の基幹産業である農業がさらに発展できるように、そしてそのことが関連産業にもいい方

向に影響を与えるような、そういう結果になることが何よりも大切なことだろうというふうに思って

はおります。 

○議長（古川 稔） 藤原議員。 

○４番（藤原孟） ある企業に聞いてみますと、企業防衛ということで、いわゆる製糖工場のある町に

本社機能を移すことも考えていると。いわゆる当然企業は自分の身を守るためには、いろんな策がな

されるのだろうと思っています。ぜひ、この辺も企業のトップとの情報交換、これも必要ではないか

と思っております。 

  また、ビート自体は北海道でしか生産されておりません。このビートが７％不作になれば、日本の

食料自給率カロリーベースで実は１％減になると、今年も国は食料自給率カロリーベースで 40％死守

すると言いましたけれども、結果として 39％、いわゆるこの幕別でつくるビートが、いわゆる国の食

料自給にまで影響するという、もっとビートをつくる人たちにも自信を持ってやっていただければと

思っております。 

  ビート自体は非常に重作業に位置づけられておりますので、今、我々の世界で砂糖はあって当たり

前、１キログラム 100 円の安売りの品物でありました。しかし、町長も子供のころを思い出していた

だければ、いわゆるらくがんのお菓子、これはもう本当に貴重なもの、今はけ飛ばしてもだれも食べ

ない、そんなお菓子になっておりますけれども、中国で、もしいわゆるケーキというものがこれ以上

食べることになったら、間違いなく砂糖不足が起きます。 

  特に、今、中国では輸入量が毎年 35％プラスになって、いわゆる値段も 75％上昇しております。か

といって、日本で品物がなくなりました、砂糖がなくなりましたと言っても、急に作付はふやすこと

はできないと思います。製糖工場のある標津町では、緊急対策として 5,000 万円計上しております。

清水、芽室でいろんな施策があると聞いておりますが、私はやはり日本の食料自給向上のために、幕

別の役割は大きいと考えるが、町独自の何か一つ目に見えるものがあっていいのではないかと考えま

すが、支援策、対策費をつくる考えというは、町長、ないのか再度お伺いしたいと思います。 
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○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほども申し上げましたように、町村によっては支援策を講じている、特に製糖

工場のあるところなんかは地域経済に与える影響も大きいということであります。 

  私どももそれを全く知らないふりをしているわけではありませんけれども、まずはやはり農協あた

りとも十分相談しながら対忚していくことが必要なのだろうと。勝手に町だけが動くということにも

もちろんならないのだろうと思いますので、これからの状況を見ながら、あるいは農協や関係機関と

のお話し合いもさせていただきながら、連携をとりながら対忚してまいりたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 藤原議員。 

○４番（藤原孟） 今、幕別町では TPP の反対ということを言っております。当然食料自給がなければ

我々だって TPP の反対ということも言えないと思っております。 

  ぜひ、そういう意味でも緊急対策費、今度の予算に計上されれば幸いだと思っております。 

  以上、そのことで質問を終わりたいと思います。 

○議長（古川 稔） 以上で、藤原孟議員の質問を終わります。 

  次に、東口隆弘議員の発言を許します。 

  東口隆弘議員。 

○３番（東口隆弘） 通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

  質問事頄、忠類地域定住対策助成事業の継続について。 

  合併後５年を経過し、この間、町長みずからが先頭となり、幕別と忠類のそれぞれの特性を生かし、

「一体感の醸成と均衡ある発展」を目指したまちづくりに鋭意努力をいただいていることに敬意を表

するところであります。 

  均衡ある発展とは、幕別、札内、忠類と三つある市街地が、それぞれの地域特性を生かして活性化

を図ることであり、そのうちの１地区でも現役世代・子供世代が減尐し世代間のバランスが崩れると、

地域コミュニティの崩壊につながりかねないものと考えております。 

  このためには、働き口を確保することや、現役世代の人が地域に住み続けることが必要不可欠であ

ります。 

  しかし、忠類地区の人口は平成 23年７月末の住民基本台帳登録者数は 739世帯 1,700人余りとなり、

合併時と比較をすると 150 人以上の減尐となっております。これは、札内・幕別地区への転居者が多

かったことと、忠類地域には民間の賃貸住宅がなく、公的賃貸住宅では所得など制限があり住みたく

ても住むことができない、単身住宅入居者が結婚をして家庭を持ったときに住む住宅がないなどの住

宅事情が一つの要因であったと思われます。 

  町ではこの状態の解消のため平成 21 年度に「幕別町忠類地域定住対策助成事業」を創設し、結果６

戸の賃貸住宅が建設をされたところでありますが、その後の状況を見ると、必ずしも他町村からの通

勤者の解消になったとは考えられず、また、今後の地域の情勢を考えると、さらなる民間賃貸住宅の

需要が高まることが予想をされます。忠類地域の人口減尐を食いとめ、地域コミュニティを維持する

ことは幕別町の発展に寄与するものと思います。 

  以下の点についてお伺いをいたします。 

① 忠類地域定住対策助成事業による民間賃貸住宅への助成の継続について。 

  ② 民間賃貸住宅建設のために、利用予定のない町有地の積極的な売却についてお伺いをいたしま

す。よろしくお願いいたします。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 東口議員のご質問にお答えいたします。 

  「忠類地域定住対策助成事業の継続について」であります。 

  合併から５年と７カ月が経過し、住民基本台帳における忠類地域の人口は、お話ありましたように、

合併前の平成 18 年２月５日では 1,854 人でありましたが、本年８月末現在では 1,701 人、153 人の減

尐となりました。また、昨年実施されました国勢調査の速報値におきましても、忠類地域の人口は平
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成 17 年と比較して 9.2％の減尐となっております。 

  ご質問にありますように、地域人口の減尐はコミュニティの崩壊につながる可能性も高く、国全体

として人口減尐社会に転じ人口増を見込むことが難しい時代背景にあって、人口定住につなげる対策

は過疎地域のみならず、全国的にも大きな社会問題であると認識いたしております。 

  ご質問の１点目、「忠類地域定住対策助成事業による民間賃貸住宅への助成の継続について」であり

ます。 

  平成 21 年度に当該事業で建設されました民間賃貸住宅６戸には、助成の要件として賃貸住宅の家賃

を抑えることや広い面積の住宅を提供するなど一定の募集条件のもと、６棟６戸の民間賃貸住宅が建

設され、現在、６世帯 19 人の方が入居されております。 

  入居されている方は U ターンの１世帯を除いては、もともと忠類地域に居住されていた方々であり

ますが、公営住宅に入居されて所得制限を超えた方、あるいは狭隘や住宅の老朽化によって引っ越し

を余儀なくされていた世帯の方など、新たな住宅を求めつつ、公営住宅には入居できない所得階層の

方々が入居されました。 

  一方、これによりあきとなった公営住宅には、町外からの転入も２世帯７人ありますことから、結

果としては町外からの人口誘導にもつながったものと考えております。 

  現在の忠類地域では、一部の事業所に社宅や寮があるものの、民間の賃貸住宅が他にないことから、

町外からの引っ越しや公営住宅の所得制限にかかる方々が新たな住まいを求めても受け皿がないとい

う状況にあります。 

  また、忠類地域では民間事業者による特別養護老人ホームの建設が現在進められており、相当数の

職員が勤務される予定と伺っております。 

  こうした中で、現在は町外に住まわれ、勤務決定後は忠類地域に住まいを求めて働くことを希望さ

れる方や、公営住宅においても結婚や所得の増加に伴い所得制限を超える階層の方など、転入、転居

を望んでも忠類地域に住宅を得ることができない場合が想定されるところであります。 

  現時点では、公営住宅の空き状況もありますことから、公営住宅の入居基準に該当される方は公営

住宅で対忚することとなりますが、これによらない方で忠類に住まいを求められる方々の定住対策に

ついては、持ち家推進策、民間事業者への建設の働きかけ、さらには民間賃貸住宅への助成事業など

も含め、中長期的な視点に立ってさまざまな角度から定住対策の検討を行おうとしているところであ

ります。 

  ご質問の２点目、「民間賃貸住宅建設のために利用予定のない町有地の積極的な売却について」であ

ります。 

  定住への誘導対策として、賃貸住宅の建設支援という直接的な供給を促す施策は、有効な手だての

一つと考えておりますが、同時に安価な土地の提供による支援も大きな効果を生むものと考えており

ます。 

  民間事業者における住宅への投資意欲という点では、景気動向や経済的な環境など不透明な部分も

ありますが、平成 21 年度に実施いたしました忠類栄町における定住対策助成事業は、議会の議決をい

ただいて、固定資産評価額相当額で用地の売却をするなど、民間賃貸住宅建設の誘導策として有効で

あったと考えているところであります。 

  しかしながら、反面、安価な公共用地の提供は近傍の土地評価額を下げることにつながりかねませ

んので、慎重に対忚する必要があると受けとめております。 

  これまでも遊休町有地の売却に取り組んでまいりましたが、忠類地域の市街地には国道など幹線道

路からのアクセスや建設環境のよい町有地もありますので、将来的な土地利用も視野に入れ、具体的

な利用計画のない土地については民間賃貸住宅の建設など、引き続き売却に向け周知に努めてまいり

たいと考えております。 

  以上で、東口議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 東口議員。 
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○３番（東口隆弘） ありがとうございました。町長の答弁をお伺いし、町長におきましては町内３地

域の均衡ある発展を視野に入れたお考えをお伺いし、大変心強く思えたところでございます。 

  大変積極的な答弁をいただきましたので、あえて再質問は控えさせていただきたいと思います。 

  この一つ目に挙げました忠類地域定住対策促進事業の継続につきましては、町長始め同僚議員のご

理解をよろしくお願いをしたいというふうに思っております。 

  また、忠類地域の中で民活を利用し、賃貸住宅の充実を図るためにも利用計画のない町有地の有効

利用を重ねてお願いをし、私の質問を閉じさせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（古川 稔） 以上で、東口隆弘議員の質問を終わります。 

  この際、15 時 30 分まで休憩いたします。 

15：13 休憩 

15：30 再開 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、増田武夫議員の発言を許します。 

  増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫） 通告に従いまして、質問をいたします。 

  私たちは、３月 11 日にマグニチュード９の巨大地震と大津波という東日本大震災と、それに伴う福

島第一原発事故を経験いたしました。 

  この不幸な出来事は、日本のこれからを真剣に考える機会にすることを求めております。特に原発

事故は、他の自然災害などとは異なる異質な危険を伴うものであり、日本のエネルギー政策と、国民

の安心・安全社会のあり方の根本を問うものとなっています。 

  日本の原子力発電は、つくられた安全神話の上に構築されてまいりました。 

  政府は最近６年間だけでも、404 億円の原子力広報予算を使って、安心・安全のキャンペーンを行

ってまいりました。 

  また、最近明らかになったように電力会社は「やらせ」までして世論誘導を行い、原発の建設や、

より危険な MOX 燃料の導入を図っております。 

  この結果、世界有数の地震国、津波国日本に 54 基もの原発がつくられてまいりました。しかし、今

度の原発事故によって、この日本のどこにも安全な原発などあり得ないことが明らかとなりました。 

  福島原発事故は、かねてから研究者や市民運動、日本共産党の国会での質疑などで指摘されていた

心配された事態が現実となった人災であります。日本のエネルギー政策の速やかな根本的転換が求め

られております。 

  現在の原子力発電をめぐる技術は、未完成であります。泊３号機は 91 万 2,000 キロワットでありま

すけれども、100 万キロワットの原発が１年間稼働いたしますと、広島型原爆 1,000 発分の「死の灰」

が出ると言われております。人類は、その死の灰を完全に管理し、閉じ込める技術を持っておりませ

ん。100 万年もの間、無害となることのない莫大な死の灰を出す原子力エネルギーに今後も依存し続

けることは、子々孫々まで生存の危険を負わせるものであって、原発に依存し続けることの是非が鋭

く問われております。 

  高橋北海道知事は、３号機の営業運転を原発事故後、全国に先駆けて容認しました。北海道の泊原

発の近くには、活断層の存在が指摘されております。東日本大震災の原発事故はいまだに収束せず、

実態も明らかになってきておりません。事故が検証され、新しい安全基準の策定を待って、その基準

で総点検することもなく営業運転を拙速に再開したことに、全国から疑問と抗議の声が上がっている

のは当然のことであります。 

  また、北海道に近く、より扱いが困難だと言われている MOX 燃料専用の大間原発の建設には、道内

からも反対の声が上がっております。 

  町長は、十勝・幕別の地を放射能汚染から守り、町民の安全・安心の営農、営業、生活を確保しな

ければならない大きな責任を負っておられます。 
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  したがって、以下について伺います。 

  １、拙速に開始された泊原発３号機の営業運転を中止して、福島原発事故の教訓を踏まえた安全審

査を厳格に行うよう、北電、国、道に求めること。 

  ２、北海道に重大な影響のある大間原発の建設に、反対の態度を明らかにすること。 

  ３、国に対し、期限を切って原発からの撤退を求めること。 

  ４、自然エネルギーへの転換と省エネ社会への転換のため、自治体を挙げた取り組みを行って、太

陽光、バイオマスなど、町内のエネルギー資源を発掘・活用し、自然エネルギーの自給率を向上させ

ること。 

  ５、今後、食料を中心に放射能汚染が進むことが懸念され、町民からは学校給食の安全確保を求め

る声も聞かれます。どのように対処していくか、国、道にもしっかり対忚するよう求めるべきと思う

がどうか。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 増田議員のご質問にお答えいたします。 

  ご質問は、町と教育委員会にわたるものでありますが、私からはご質問の１点目から４点目までに

つきましてご答弁させていただきます。 

  ご質問の要旨にもありますように、福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染の状況が、日々

明らかにされるたびに、事故の重大さとその対忚の難しさを強く感じております。 

  政府を中心に日本の原子力に関する英知を結集して、その対忚に全力で取り組んでいただき、一日

も早い事故の収束と安心して生活が送れる状況になりますよう願っております。 

  ご質問の１点目、「泊原発３号機の営業運転の中止と安全審査を厳格に行うよう、北電、国、道に求

めることについて」であります。 

  北電泊原発３号機の営業運転再開につきましては、国が８月９日、高橋北海道知事に対し、「営業運

転再開は、再稼動に当たらない」と回答し、北電は同日、経済産業省原子力安全・保安院に対し、３

号機の最終検査の申請をしたところであります。 

  保安院は、８月９日、10 日に最終検査を行い、11 日に内閣府原子力安全委員会に結果を報告し了承

を得ることにより、ダブルチェックの形となりました。 

  道は、８月 17 日に泊村など地元４町村長の容認の考えを確認するとともに、再開容認の意向を表明

し、これを受け国は、定期検査終了証を北電に交付したものであります。 

  エネルギー政策は、国が全責任を持って取り組むべきものであり、その安全性については、福島原

発事故を踏まえ、これまで以上の安全審査を行う必要性については、意を同じくするところでありま

す。 

  北海道町村会では福島原発事故を受け、６月 28 日に、北海道、北海道電力株式会社、電源開発株式

会社に対し、「原子力発電所の安全対策と代替エネルギーに関する緊急要望」を行うとともに、８月９

日にも国等に対し緊急要請を行ったところであります。 

  私も同じ思いを持って、町村会の一員として行動をともにしてまいりたいと考えておりますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

  ご質問の２点目、「大間原発の建設に反対の態度を明らかにすること」についてでありますが、北海

道町村会では、先ほどの緊急要望の中で、大間原子力発電所の建設については、福島原発事故と同様

の災害が発生した場合のシミュレーションを行い、建設の是非を再検討するよう、国、北海道などに

緊急要請を行ったところであります。 

  ご質問の１点目と同様にご理解をいただきたいと思います。 

  次に、ご質問の３点目、「国に対し期限を切って原発からの撤退を求めることについて」であります。 

  福島原発事故を受け、国は、再生可能エネルギー普及に向け「電気事業者による再生可能エネルギ

ー電気の調達に関する特別措置法」を成立させ、同法案成立とあわせ、太陽光や風力など再生可能エ
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ネルギーを使った発電事業への参入が相次いでおります。 

  本町にも、北海道を通じて複数の企業から立地可能地域の調査があったところでもあります。この

ように、国全体として、再生可能エネルギー普及に向けた技術開発や発電事業に参入が進めば、原発

に頼らない社会が確立されるものと考えますと同時に期待をするところでもあります。 

  しかし、現在のエネルギー事情から申しますと、北海道では、電気事業連合会の平成 21 年の資料に

よりますと、総発電量の 39.6％が原子力発電で占められていると言われており、この部分を他の電力

で賄い切れる状況になるには、相当の時間が必要になるものと思われますので、現段階では、国に対

し期限を切って原発からの撤退を求めることは、非常に難しいものがあると考えております。 

  次に、ご質問の４点目、「自然エネルギーの自給率向上について」であります。 

  本町では、平成 16 年２月に幕別町地域省エネルギービジョン、平成 18 年２月に幕別町地域新エネ

ルギービジョンを策定して、本町における省エネ及び新エネの推進の方向性などを定めるとともに、

第５期幕別町総合計画の中でも基本計画の一つであります「自然とともに生きる環境にやさしいまち

づくり」の実現に向けて、太陽光発電の普及など各種の省エネ・新エネ事業に取り組んでいるところ

であります。 

  現時点におきまして、新エネ事業として本町で最も有力なものは、日照時間が長いという自然条件

を生かした太陽光発電の普及であり、この自然エネルギーの活用に積極的に取り組んでいく考えであ

ります。 

  具体的な施策としましては、町みずからが先導的な役割を果たすということで、平成 18 年度にさか

え保育所、平成 22 年度に幕別中学校及び白人小学校に、太陽光発電システムの導入を図ったところで

あり、一般住宅等における太陽光発電システムの設置に対しましては、平成 18 年度から設置者に一定

の補助を実施しているところであります。 

  この補助実績につきましては、平成 22 年度末現在の累計で 52 件となっておりますが、特に平成 22

年度は 30 件と飛躍的な伸びを示したところであり、さらに今年度におきましては、既に８月末現在で

30 件の申し込みを受け付けているところでありまして、町民の皆さんの自然エネルギーに対する関心

や理解が高まってきているものと考えているところであります。 

  また、先般、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法が成立したこと

を受けて、今後は企業も含めて、国全体が自然エネルギーの活用に向けて動き出していくものと思わ

れますので、本町といたしましては、この時代の潮流を見定めながら引き続き環境に優しい自然エネ

ルギーの普及に向けて努めてまいりたいと考えております。 

  以上で、増田議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） 増田議員のご質問にお答えいたします。 

  ご質問の５点目、「放射線汚染による学校給食の安全確保について」であります。 

  学校給食センターでは、食材の安全管理につきましては、文部科学省が定める「学校給食衛生管理

基準」に基づき、納品された食材の生産地、品質、鮮度等のチェックのほか、肉は１回で使い切る量

を当日に購入する、食品保管室には食材以外のものは保管しないなど、十分に注意を払い、安心で安

全な給食の提供に努めているところであります。 

  しかしながら、このたびの福島第一原発の事故により、多量の放射線物質が飛散し、多くの国民が

これまでとは違う観点から、食品の安全性について大変心配されているものととらえているところで

あります。 

  幕別町給食センターには、このたびの事故を受けて、これまで保護者などからの問い合わせは来て

はおりませんが、食材の安全確保という観点から、トレーサビリティーに基づく牛肉の産地確認や生

産流通の確認を始め、各種食材についても産地の確認を行うなど対忚しているところであります。 

  給食センターでは、これまでも食材は、できる限り町内産あるいは十勝産、道内産を購入してきて

はおりますが、端境期あるいは品目によりましては、道外産を使用せざるを得ない状況もあるところ
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であります。 

  現在、国の放射能汚染に対する食品の安全確保については、東北地方を中心とした 14 都府県で監視

がなされており、国が定める暫定基準値を超えた食品と確認された場合には出荷制限がなされ、市場

には流通しないこととなっております。 

  しかしながら、事故発生後、約半年を経過した現在でも、出荷制限が解除される一方で、新たに出

荷制限が行われる品目もあり、児童生徒に対する安心・安全な給食の提供を考えるならば、当面、暫

定基準値以下となり、出荷制限が解除された地域からの食材でありましても、購入は慎重に対忚すべ

きものと考えているところであります。 

  なお、国や道に対忚を求めることにつきましては、これまでも全国町村会が「放射性物質・放射線

の意味や安全基準についてわかりやすい広報に努めるとともに、放射性物質のモニタリングの対象品

目・調査地点を大幅に拡大し、国民の安心感の醸成に努めること」などを、特別意見として国に強く

要請しているところでもあります。 

  このようなことから、今後も必要とする場合には、関係機関との連携を図る中で対忚してまいりた

いと考えております。 

  以上で、増田議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 再質問させていただきます。 

  今回起きました原子力発電所の事故の持つ意味が、非常に大きいのだというふうに思います。特に

この放射能汚染というものは、ほかの自然災害でありますとか、飛行機事故、その他の事故などと違

った異質な危険があるということであります。 

  一度こうした大きな事故を起こしますと、その汚染はどこまでも際限なく広がっていきます。空間

的に広がっていく、海洋汚染などでは世界的にも広がっていく。それから、時間的にも、そのときだ

けの汚染で終わらずに、チェルノブイリの事故などでは、25 年たった現在でも、30 キロ圏内には住め

ない。そして、その後のいろいろな影響で、がんの発生などもすごく子供を中心にふえていると。そ

ういうようなことで、時間的にも後世まで非常に大きな影響を与える。また、社会的にも、今、福島

の原発事故の中では、いつになったら住める、近辺ではいつになったら生活できるか、住むことがで

きるかということがわからないという状況で、相当長期間にわたって、ここには住むことができない

のではないかというようなことも言われているわけです。 

  そうした点で、こうした原子力発電の事故に対する認識をやはり一緒にして、この原発問題を考え

ていかなければならない、そういうことで取り上げさせていただいたわけであります。 

  １番目の泊原発の３号機、これは 91万2,000キロワットの発電をしているわけでありますけれども、

この３号機の建設そのものも建設に当たってのやらせがありましたし、また 2008 年度の国の説明会、

道と近隣４町村の説明会の両方においてもやらせが行われて、建設に世論誘導を行っていたというよ

うな、非常に建設当初から問題がある原発だというふうに思うわけです。 

  そうした中で、今度の原発事故を経験しまして、福島原発の事故は、津波が最大の原因で今日のよ

うに至ったような報道が多いわけですけれども、しかしながらよく調べていくと、最初の地震で大き

な損傷を受けて致命的なものになっているようなことも言われてきているわけであります。 

  そうした点を考えますと、あの泊原発の 15 キロ沖合には活断層が発見されております。その活断層

は、70 キロの距離で北北西に延びているようでありますけれども、ごく近くに活断層があると。これ

が動くとマグニチュード 7.5 の地震が起こるのではないかというふうな指摘もされております。しか

しながら、北電はその活断層の存在をいまだに認めておらないわけであります。 

  そうした点で、今度の原発事故を受けまして、今度の３号機というのは、１月に運転が停止されて、

そして３月からの試験運転に入って、その途中で今回の事故が起こったわけですけれども、そのこと

を考えますと、やはり今度の原発事故を受けて、その原発の新しいいろいろな基準で、もう一度この

泊３号機が安全であるかどうかのきちっとした検査をすることなしに、営業運転に突き進んだという
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ことが非常に大きいと思うわけですけれども、そうした点では、町長はやはり責任を持ってこの地域

の住民の健康や安全を守るという立場から、しっかり営業運転を再開したものを中止して、点検をし

直すべきだという主張をすべきだと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 泊の３号機の営業運転には、いろんなご意見があったのだろうと思いますし、国

の検査もあって、いわゆる知事が今の国の安全性を担保にしながら、これから 12 月の一番電力を必要

とする時期に、これをとめてしまうことはどうなのか。いわゆる道民の生活を守って、あるいは企業

の環境整備あるいは企業誘致、そういったことに係って、原子力の必要性がある、そういった発言を

されて、今回の３号機の再開がなされたというふうに押さえております。 

  私どもとしては、現実、今の３号機が動いている中で、何はともあれ、まだ安全性の確認、安全性

が確保されることが最大の要因であろうというふうに思っています。 

  もちろん、それらを全部とめることによって、新たなエネルギーが出て、そして原発なくしても、

日本の電気が、北海道の電力が賄い切れるというような状況になれば、これはまたいろんな角度から

そういう問題も出てくるのだろうと思いますけれども、今の段階では、ただただ安全性を十分国の段

階で確保していただければというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 原発をとめれば、電気が足りなくなるかどうかというのは、後で議論したいと思

うのですが、今度の地震によって、地球、この日本をめぐる地殻の不安定さが増したというふうに言

われておりまして、やはりどこでどんな地震が起こるかということは、予想もつかないような状況が

生まれてきました。 

  そして、地震に対して安全だということを北電は主張しておりますけれども、しかしそれは横揺れ

に対する安全だけを主張しているのであって、この 15 キロ先に活断層があって、それが動いたときに

発生する縦揺れには非常に弱いという指摘がされているわけです。その揺れの強さをガルという数字

で表すようでありますけれども、横揺れには 550 ガルの揺れにも耐えるのだと、そういうことを言っ

ているようでありますけれども、縦揺れに対しては、それだけの強度がないというふうな指摘もされ

ております。 

  阪神淡路大震災では、840 ガルの力が働いたということで、地震だけで、今、泊原発は電源の喪失

をとめるためのいろんな対策はやっているようでありますけれども、そうした地震に対する対策は何

ら講じられていないと。 

  そういうようなことを考えますと、これ、やはり福島のような事故がもし起きたとすれば、本当に

風に乗って十勝にも十分汚染物質が運ばれてくる可能性が強いわけなのですよね。だから、北海道知

事は、周りの４町村の意見だけを聞いているようでありますけれども、これは北海道全体の市町村に

とって非常に問題になることであって、周りの４町村の意見を聴取すれば、それでいいというような

問題ではないというふうに思います。 

  そうした点から言えば、町長はこの幕別町の責任者として、しっかりと意見を言うべきではないか

と。事故が起こってからでは、取り返しのつかない事態になることを考えて、ぜひ再点検をしろとい

うことを主張していただきたいと思います。 

  そうした各町村の主張こそが動かしていく力になると思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほどの答弁で申し上げましたけれども、町村会もいろいろ温度差があって、４

町村は合意したけれども、同じ後志支庁管内の他の町村では、いわゆる町村会ではまとめ切れなかっ

たというようなことも新聞報道で聞いております。 

  ただ、現実には、北海道町村会が国なり、道なり、あるいは北電なりに、今、増田議員がおっしゃ

ったようなことの安全性の確認ですとか、そういう住民に迷惑がかかるようなことがないようなこと

についての申し入れはなされているわけでありますので、私どもも当然町村会の一員でありますから、
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我々の思いもそれに込めていきたいというふうには思っています。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 積極的な発言をしていくことこそ必要だというふうに思うのですけれども、２番

目の問題も関連しますので、大間の原発の問題であります。 

  この MOX 燃料、ウランとそれからプルトニウムと酸性の混合燃料を燃やすものでありますけれども、

これはウラン燃料だけのものよりも扱いがさらに困難で大変だと言われております。この大間の原発

は、この MOX 燃料専用の原発だということで、さらに問題が大きいわけなのですけれども、これにお

きましても、この大間の原発の 300 メートル北側には、大きな幾つもの活断層があると言われており

ます。それから、さらに海峡、海の底にも幾つもの活断層があって、この 6,000 年の間に２回の大地

震がここで起きているということも、研究の結果明らかになってきております。 

  この MOX 燃料専用の大間原発につきましては、函館市でありますとか、北斗市の市長さんも永久凍

結をしてほしいということで声を上げております。この原発につきましても、泊原発と同じように、

この北海道にとっても非常に大きな問題だというふうに思います。現在、尐しつくり始めているわけ

ですけれども、これをつくり続けるということではなくて、やはりこの時点で思い切って、そういう

危険な地域にあるわけですから、建設を中止してくれと、そのこともぜひ声を上げていただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 大間の問題も大臣なんかの言い方をしますと、新規着工というのは、今、工事に

かかったものは新規着工ではないのだというようなことも言っていますけれども、私どもはそれがい

いのかどうかという判断はもちろんつきませんけれども、おっしゃるように、先ほども申し上げまし

たように、原子力がこれだけ危険だと、みんな大変だと、今回実感をしている中にあって、これにか

わるものがどんどん出てくることによって、原子力発電が不要になっていくと、そういう社会になっ

ていくことが何よりも望ましいことなのだろうというふうに思います。 

  私どもは、一町の町長が声を上げてどうのこうのというのではなくて、みんなのそうした声を一つ

にして、町村会の動きがあるわけですから、私どもはその一員としてこれからも動いていきたいとい

うふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 泊にしても、大間にいたしましても、北海道全体に、もしそうした事態が起これ

ば、これいつ起こるかわからないという地震なり、津波なりの被害でありますので、一日も早くこう

したものを、危険を取り除いていく努力が求められるのだというふうに思うのです。 

  続いて、３番目の原発から撤退していくような、そういう方針をやはり国にしてもとるべきではな

いか、そのことを国に求めるべきではないかという、この問題であります。 

  期限を切って、すぐ今やめろと、全部とめろと言っても、やはりいろんな需給の問題もありまして、

混乱が起こるわけですけれども、しかしながらやはり期限を切って、例えば５年なり 10 年なりの間に、

段階的にやめていくのだと、そういう方向をとる必要があるのではないかというふうに思います。 

  先ほど町長は、原発をとめることによって、電力不足が起こるのではないかと、そのような発言を

されているわけですけれども、しかし私たちがいろいろ調べてみました。その調べてみますと、例え

ば北海道の場合、今、原発は３基あるうち１基しか動いていないのですよね。その３基の泊原発は全

部フル稼働させると、207 万キロワットになります。北電の総発電量は、現在、火力発電、いろいろ

な水力発電もありまして、現在、全部稼働させれば、742 万キロワットあります。ですから、原発の

207 万キロワットを除きますと、530 万 2,085 キロワット、530 万キロワットほどあるわけです。その

ほかに、電源開発による水力発電が 21 万キロワット余り、それから道による水力発電が７万キロワッ

ト、それと 1,000 キロワット以上の企業が持っている、内部で発電機を抱えたり、発電装置を抱えた

りしている企業が、1,000 キロワット以上の企業のあれを動員しますと、262 万キロワットあるという

ことで、道内の発電力の総計は 820 万キロワットあると、調査をして積み上げますと。道内の昨年の
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最大電力使用量、これは冬が一番大きいということで、昨年の１月には 579 万キロワットの最大使用

料だったということであります。こうした数字を積み上げますと、今、１機しか動いていない３号機

なのですが、こういうものをとめても、十分に企業の協力でありますとか、いろんなものをフル動員

すれば十分に足りる電力量だと、そういうことが明らかになってきております。 

  これは、全国的にも言えることであって、全国的にも自然エネルギーなどもこれから５年 10 年の間

にフル活用する方向を打ち出して、積極的に取り組んでいけば、十分に電力は賄っていかれるという

のが私たちの見解なのですが、この今 54 基、全国に原発があるのですけれども、今、点検であります

とか、点検済みのものが稼働できないなどということがあって、今、３分の１しか原発が動いていま

せん。だから、そうした点では、そうした原発に頼らない方向で努力をしていくことによって、十分

賄っていけるのではないかなと。 

  今、福島の原発、今、第一原発の４基が問題になっているのですが、第２原発にも２基ありますし、

こうした福島の原発、もうああいう状態になっていますので、これも即とめる方向、それから浜岡原

発といいまして、静岡にある原発なのですけれども、これはいつ起こるかわからないと言われる東海

地震の震源域の真上にありますので、これは即津波の対策をやったら稼働するなどという政府の対策

ではなくて、これはやめなくてはだめだと。それから、もんじゅのような、ああいうプルサーマルを

あれしているもんじゅのような事故ばかり起こっているものはやめるとか、そういうことがまず必要

ではないか。 

  それから、稼働してから 40 年以上たった、最初は 30 年から 40 年の耐用年数だと言っていたのです

が、それを 40 年以上も稼働するということで、これ稼働することによって、中性子の影響などで、十

数センチある鋼鉄の圧力容器、これは劣化してくるということで、非常に危険だと言われております

けれども、40 年以上のものが３基あるし、それから 30 年から 40 年たっている原発が 16 基もあると。

こうしたものをとめながら、徐々にやっぱり切りかえていくという、そういう措置をとっていくこと

が何としても必要だと。やはり福島第一原発の事故のようなものが再びどこかで起きれば、それこそ

安心して住むことができないような状況になってしまう。 

  福島第一原発の状況もなかなか中に行って調べることができないので、燃料がどういう状況になっ

ているかはわからないですよね。それで、あれがもし水蒸気爆発を起こしたら、圧力容器そのものが

吹っ飛んでしまって、今のところ死の灰の中の放射性物質の２％程度しか外に出ていないのですけれ

ども、もし水蒸気爆発などが起これば、東京近辺までみんな避難区域になってしまうというような非

常に危険な、それが起こらないという保障はないということでありますし、また１号機などではメル

トダウンを起こしていることは、しっかりもう地震の直後からなっていることが明らかになっている

のですが、これは 2,800 度ぐらいになりますので、冷やしていなかったら。これは、圧力容器は融点

が千五百何十度しかないので、これが 2,800 度のものがメルトダウンしますと、メルトスルーといっ

て、下に落ちてしまうのですよね。これが、コンクリートの建屋の底も抜いて、ある研究者によって

は、既に下の地面にまで潜り込んでいるのではないか、そういうことまで懸念されているわけですよ

ね。だから、ひとたびこうした事故が起こったら、我々は原子力、こうした原子力の技術で放射能を

閉じ込めたり、無害にする技術をまだ持っていないわけですよね。だから、そういうことを考えたら、

真剣になって、この原発からの脱却を考えていかなければならないと思います。 

  やはりこの地域の安全と安心に責任を持つ町長は、ぜひともそうした声を大きく上げていただきた

いと、そのことを、それが原発ゼロへ期限を切っていくべきだという、そういう主張をしていただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 答弁繰り返しになってしまうのですけれども、今回、これだけの大きな事故があ

って、たしかけさもフランスかどこかでまた原発の事故があって、今まさに世界的に原子力の見直し

ということが言われているわけですから、国民のすべてがそういう状況にこれからも進んでいくのだ

ろうと私は思っています。 
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  ただ、今おっしゃられたように、廃炉、古くなったやつが廃炉していく。そして、新規はつくらな

い。そんなことを言っていると、いつになったら全部がなくなるのかということの年数は私にもわか

りませんけれども、ただそうした中で、年限を我々の段階でいつまで、５年後に切りなさい、10 年後

に切りなさいということは、なかなか申し上げにくいので、あくまでも今活動しているものは、とに

かく安全に活動して、早くほかのエネルギーにかえるものはどんどんかえていって、原子力発電がな

くなっていくことが、多くの国民があるいは全世界の人たちが望んでいることなのだろうと。そうい

った中で、我々町村長として、お互いが理解し合う中で町村会の取り組みで進めていきたいと、そう

いうふうに思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 今回のこの事故を経験したことから考えれば、やはりいかに町村長、市長なども、

個々に強力なその運動を展開する先頭に立っていくことが重要かということを考えさせられるわけな

のですけれども、広島型原爆は 600 グラムのウランで、ウランも一瞬、中性子をぶつけて一瞬で爆発

させてあれだけのエネルギーを一挙に放出したわけなのですけれども、この原発もその反忚を徐々に

徐々にやっているだけで、原理としては同じようなものなのですよね。 

  やはりそうしたことで、泊３号機よりちょっと大きいような 100 万キロワットの原発が、いや、原

発を稼働させるということは、核分裂を起こして、その生成物である死の灰がどんどんふえていくと

いうことなのですよね。それで、その生成物の死の灰は、100 万キロワットの原発が１年間稼働すれ

ば、広島型原発の 1,000 発分の死の灰が生まれると言われているのです。 

  そして、この死の灰を、先ほども言いましたように、閉じ込めておく、一たびこうした事故が起こ

りますと、それを無害にすることも、閉じ込めておくこともできない非常に大変な状況になるわけで

すよね。 

  今、そうした使用済み核燃料が六ヶ所村の再処理工場には、3,100 トン使用済み核燃料がたまって

いるそうです。それで、今そこには収容し切れないので、各原発の建屋の中にプールをつくって、そ

こに貯蔵しているのですよね。これ原発の燃料というものは、燃やした後も崩壊熱といって熱を出し

続けるのですね。だから、あのプールの中で、水に浸して貯蔵しておかなければならない。だから、

あれもあの水がなくなったら、再びひどい状況に陥るというのは、今度の事故でもみんなが知ったこ

とだというふうに思うのですけれども、そうした使用済み核燃料が、全国の原発の中には１万 3,000

トンもたまっていると、こういうことなのですよね。 

  これが、本当に無害になっていく、六ヶ所村で燃料を再処理してプルトニウムとウランと、それか

ら高濃度の放射性廃棄物とに分ける、これも今うまくいってないので、そういってないのですが、こ

うしたものを高濃度の廃棄物をガラスで固化して固めて、そして地下に埋めるという、こういうこと

にしようとしているのですが、その技術もまだ完成されていないのですよね。 

  だから、私たちは便利だということで原発に依存すればするほど、それこそ無害になるには 100 万

年もかかると言われるものを出し続けるわけなのですね。100 万年といえば、100 万年の前は人類は何

やっていたかというと、やっと火を使うことを覚えて、人類が歩み出すそういう時代ですよね。これ

から 100 万年も無害にならないようなものを出し続けていいのか。それをだれが責任を持って管理す

るのか。この地球は今動く生き物のようなものですので、300 メートル、500 メートル地下に埋めたと

しても、どんなことで、それが動き出す、地表に出てこないとも限らないわけですよね。 

  だから、そういうことを考えたら、やはり今、日本には原発に比べたら、その 40 倍の自然エネルギ

ーがある、環境省の試算では 40 倍のエネルギーがあふれているのだと。それをやはりしっかりと活用

して、原発をなるべく早くなくしていくことが必要ではないかと、そのことが子々孫々に危険を負わ

せない一番近道ではないかというふうに思うのです。 

  そういうことを考えますと、やはり確かに町村会なんかでも頑張ってもらうことは必要なのですが、

町長自身として、この原発、原子力発電というものに、どういう思いを持っておられるのか、町長自

身の考えをお聞きしたいと思います。 
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○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 決して、私は原発推進すべきだなんていう立場には立ってはおりませんで、おっ

しゃられるように、一日も早く原発が自然エネルギー等に変わって、世界の国からそういったものが、

原発というものがなくなっていく、そういうことのために、お互い頑張っていかなければならないの

だろう、そういう思いではおります。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 本当にこの原子力発電でできた、今、前にも言いましたように、これを無害にす

る技術も閉じ込めておく技術もない中で、今度の福島の事故が起きました。現在でも、そうした地中

にどんどん汚染物が潜り込んでいっているのではないか。それから、汚染された水を放出、政府の責

任で海に流したこともありましたし、また割れ目からどんどん高濃度に汚染された汚染水が流れてい

たのですが、あれは見えた部分だけであって、コンクリートがあれだけ揺すられたわけですから、見

えないところでどれだけ流出しているかわからないという、そういう科学者もおられます。 

  そういうことを考えますと、今の福島の原発が一向に、政府は第１ステップは完了したようなこと

を発表して、なるべく心配ないような発言をしておりますけれども、しかし第２号機でも第３号機で

も中に行って見たわけでもないし、どんな状況になっているかわからない。これが収束するのには、

それこそ 20 年も 30 年もかかっていくのではないかというようなことがあります。そうしたことを考

えますと、ぜひともそうしたことも大きな問題であることを肝に銘じて、ぜひとも大きな努力を払っ

ていただきたい、そのように思います。 

  ４番目の自然エネルギーへの転換の問題でありますけれども、今、非常に住民も関心を持っており

ます。その関心のあらわれが、本町の太陽光発電の申し込みなども非常に急激にふえていると。であ

りますので、これは援助の仕方でありますとか、そういうものを大幅に改善することによって、その

勢いが一気に加速するのだというふうに思うのですよね。 

  しかも、太陽光発電が中心でありますけれども、本町は酪農の町でもありまして、家畜のふん尿を

利用したバイオマスの発電なども、やはり今いろんなところで行われているのは、何億円とかかる大

規模なものが中心で、なかなか小さいものに手をつけているところはなかなか尐ないようですけれど

も、しかし我が町にある、言ってみればこれは大きな資源でありますので、こうしたことの研究も行

いながら、ぜひともこの自然エネルギーに対する取り組みを強めていただきたいのと同時に、省エネ

社会に対する関心も非常に高まっております。 

  ぜひとも、町を挙げて、省エネとその自然エネルギーの活用、発掘にさらに大きな力を尽くしてい

ただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほども申し上げましたように、本町は比較的早く省エネなんかの取り組みも進

めておりますし、太陽光発電について、みずからの施設に設置したり助成をしておりますけれども、

助成なんかも大体管内的にもそろってきている状況で、この間の新聞なんか見ますと、もう三つか四

つが実施していないだけで、ほとんどが実施している。見てみますと、中身も大体類似しているよう

な状況でありますので、さらにこれを充実するとなると、そういった状況も踏まえながら太陽光発電

の助成等については、協議・検討を加えていきたいと思います。 

  バイオマスプラントにつきましては、ご存じのように鹿追ですとか士幌ですとかが先進的に取り組

んでおりまして、幕別町だけでは一度ゆとりみらいか何かでは研究もさせていただいたのですけれど

も、なかなか難しいというような判断は出ているのですけれども、引き続き機会があれば、どういっ

たことが可能かということについては検討させていただきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） この問題は、政府にも本腰を入れるように、ぜひお願いしたいのですが、この５

年間で政府は２兆円の税金を原発につぎ込みました。いろんな自治体に対する支援だとか、そういう

ものを全部含めて２兆円の税金を原発関係につぎ込みました。 
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  一方で、自然エネルギー、太陽光でありますとか、そういうものの援助も若干しているのですけれ

ども、これはこの５年間で 6,500 億円であります。でありますので、原発からの期限を決めた撤退な

どをする中で、こうした税金の使い方を太陽光発電なり、その自然エネルギーを活用する方向にしっ

かりと転換していけば、物すごい勢いで自然エネルギーを活用する勢いが増していくのだと思うので

す。 

  だから、これは５年、10 年を積極的に一生懸命政府も行えば、原発に頼らなくてもできるエネルギ

ーに急激になっていきますし、先ほども言いましたように、それこそ浜岡原発などはいつ東海地震、

東南海地震が起きるかわからないというところに現実にあるわけですから、これはそういう方向をぜ

ひ強めてもらいたいと思いますけれども、今度の東日本大震災、マグニチュード９というこの地震は、

地震学者も予想していないような地震であったということです。このことが起こった関係で、バラン

スが崩れていて、いつどこでどういう地震が発生するかという、そういう危険がさらに高まっている

のだというのが、地震学者の指摘なわけです。 

  そうしたことを考えますと、この国に対してもそうでありますけれども、町自身も自然エネルギー

への転換というか、活用をやはり積極的に続けていただきたいと、そのように思います。そのことを

要請したいというふうに思います。 

  次に、５番目の学校給食の問題であります。 

  この自然の中に飛散した放射能の総量というのは、広島型原爆の 30 個分とも 40 個分とも言われて

おります。そうした中で、やはりその飛散の状況は静岡でありますとか、そういうところにも飛散し

て、お茶などにも汚染が広がっているわけでありますけれども、これを国が責任を持って食料につい

ては、責任を持った検査をして安全なものしか市場に出さないという、そうした措置をもっととらな

ければならないと思うのですが、今、17 の都県で県などに国が委嘱してそういうことをやっているよ

うでありますけれども、しかしこれから魚などにも出てくるというふうに思うのです。 

  コウナゴの汚染が一時発表されたわけですけれども、プランクトンでありますとか、こうした小さ

な魚にまず捕食されて、それが食物連鎖で次第に大きな魚に補食されていくわけですけれども、そう

した中で、セシウムなどは半減期が 30 年、ストロンチウムも 28 年８カ月、ヨウ素などは８日と比較

的短いわけですけれども、しかしこれも大量に飛び散ったということで、半減期というのは出す放射

線の量が半分に減る期間がそれだけということでありますけれども、こうしたものが魚の骨でありま

すとか、そういうところに蓄積されて、漁師の方々は、これからどんな、魚というのは境目がなく回

遊するわけですから、そうした点では非常に心配だと。やっぱりこういうものも、これから国の責任

でしっかりと検査をして安心なものしか出さないということをしていかないと、かえって風評被害な

どであそこの産地だからだめだというような、そういう風評被害で不買になるようなことが起こって

くるのだというふうに思うのです。 

  そうした点で、各自治体でもいろいろな検査の方法がないかというような研究もしているところも

多いようでありますけれども、まずは国に責任を持った検査体制をつくることを要求していただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） 先ほどの答弁と重複するところがありますが、まずもって地方や自治体におい

て、責任ある検査ができるというような仕組み、体制にはありませんので、これはやっぱり国が責任

を持って安心・安全な検査によって安全を確認されれば、市場に流れるというようなシステムでなけ

れば、風評被害を含めて、これは皆さん大変な不安感に陥るということになりますので、ぜひご指摘

のとおり、国の責任において完全なる検査のもとで市場に流れるように要望をしていきたいというふ

うに思います。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 日本のそうした放射能を検査する技術は、非常に進んでいるそうであります。大

量な野菜なりなんなりを流れる中で、汚染されているかどうかを検査するような機械も現実にはある
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そうなのですが、そういうものが政府は活用していないというような指摘もされております。 

  そうしたことを考えますと、やはり安心・安全な、まずこの放射能の影響は、子供に一番多くあら

われ、妊婦もそうでありますけれども、子供に一番多くあらわれますので、ぜひともそうした点では、

心して当たっていただきたいと。 

  以上で終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、増田武夫議員の質問を終わります。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本日の会議はこれをもって延会することに決定いたしました。 

  なお、明日の会議は午前 10 時から開会いたします。 

 

16：31 延会 
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議事の経過 
（平成23年９月14日 10:00 開会・開議） 

 

[開会・開議宣言] 

○議長（古川 稔） おはようございます。 

  これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

  その前に、きょうも暑いようですので、上着を外される方は、外していただいて結構かと思います。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、８番乾議員、９番牧野議員、10 番谷口議員を指名いたします。 

 

[一般質問] 

○議長（古川 稔） 日程第２、昨日に引き続き、一般質問を行います。 

  一般質問は、通告順に行います。 

  質問に関しては、会議規則第 61 条第２項の規定によって、議長に通告した要旨の範囲内で行うよう

にしてください。 

  次に、発言時間について申し上げます。 

  一般質問についての各議員の発言は、会議規則第 56 条第１項の規定によって、答弁を含め 60 分以

内といたします。 

  最初に、谷口和弥議員の発言を許します。 

  谷口和弥議員。 

○10 番（谷口和弥） 通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

  来年度実施の改定介護保険制度への対応について。 

  改定介護保険制度が６月 15 日、衆参合わせて 18 時間という国会審議で成立しました。「医療、介

護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される『地域包括システム』の実現」を目指

すとされていますが、来年度以降も必要な介護サービスが受けられるのかどうか、大きな不安を与え

るものとなっています。 

  2000 年４月に施行された介護保険制度は、「保険あって介護なし」の言葉に象徴されるように、高

過ぎる保険料、利用者負担、深刻な施設不足、必ずしも実態を反映していない要介護認定や利用限度

額によって、利用できる介護が制限されるなど、多くの問題が噴出しています。今回で施行後２回目

となる改定にもかかわらず、こうした問題の解決には手をつけず、新たな給付制限を盛り込むなど、

利用者、家族に重大な影響を与えるものとなっています。しかしながら、この改定を受けて、幕別町

においても来年度からの第５期幕別町介護保険事業計画の策定準備は進めていかねばなりません。 

  そこで、以下の点について伺います。 

  第１に、改定介護保険制度では、市町村の判断で介護予防、日常生活支援総合事業を創設すること

ができるとされています。総合事業を実施する市町村は、要支援者について、従来の予防給付を受け

るのか、総合事業に移行させるのか、一人一人について判断することになるとされています。総合事

業実施に向けて、町の考えを伺います。 

  二つ目に、介護職員によるたんの吸引等の医療行為が解禁されます。これまで重症化した特別養護

老人ホーム入居者に対して認められてきたものですが、在宅サービスや通所サービスにも拡大し、法
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制化するのもので、医療関係者、介護職員から強い懸念の声が上がっています。介護現場での医療従

事者不足を専門性が異なる介護職に補わせることは、高齢者の命の安全を脅かすことにもなります。

該当する介護職員の研修等を援助する手だてや町民に対する説明が必要と思いますが、町の考えを伺

います。 

  第３に、第５期計画の策定に向けて、どのような体制やスケジュールで進めていくのか伺います。 

  また、第５期計画における介護保険サービス基盤整備の考えを伺います。 

  第４に、介護保険料、定率１割のサービス利用料、食費や居住費といったホテルコストなどの利用

者負担が家計を圧迫していることから軽減・減免制度を望む声が強まっています。要介護者、要支援

者など高齢者対象のアンケート等の調査で、介護保険について、どのような要望が出されているのか

伺います。 

  また、第５期計画策定に向けて、介護保険料負担や療養負担の軽減に対する町の考えを伺います。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 谷口議員のご質問にお答えいたします。 

  今回の介護保険制度の改正においては、法案の成立後、平成 23 年７月 11 日に全国会議が行われ、

その内容の説明がなされたところであります。 

  しかしながら、詳細にわたる内容が、いまだに示されておらず、その対応に苦慮している状況にあ

ります。 

  ご質問の１点目、「介護予防・日常生活支援総合事業の実施について」であります。 

  「介護予防・日常生活支援総合事業」につきましては、高齢者が可能な限り住みなれた地域で、そ

の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができることを目的とし、自立が可能で社会参加

意欲の高い方、虚弱、引きこもりなど要介護に該当しない方、介護予防サービスが適切な方など、一

人一人の状況に応じた生活支援サービスを総合的に提供をすることができる事業とされております。 

  さらに、その事業の実施の判断を市町村が決定するということも示されたところであります。 

  「介護予防・日常生活支援総合事業」創設の趣旨に関しましては、本人を主体においた切れ目のな

い総合的サービスが提供できるという点において、よりよい住民サービスであるものと認識いたして

おります。 

  現段階におきましては、実施に向けた詳細な「基本事項」、参考となる「手引」等が本年秋口以降、

または年度内に示される予定でありますことから、今後示される詳細な情報を十分検討して判断をし

てまいりたいと考えているところであります。 

  ご質問の２点目、「介護職員の一部医療行為の法制化に伴う介護職員の研修等の援助と町民に対す

る説明の必要性」についてであります。 

  平成 22 年４月１日の厚生労働省医政局通知により、特別養護老人ホームにおいての口腔内のたん吸

引と胃ろうからの経管栄養の実施が可能となりました。 

  今回の改正において、基本としましては、社会福祉法及び介護福祉法等の一部を改正することで、

教育課程において、その行為を位置づけるものでありますが、当面は「認定特定行為業務従事者」と

して、現在のサービスを担当している介護職員が 50 時間の所定の研修、シミュレーター演習、実地研

修を経て、ケアの実践ができるというものであります。 

  また、研修期間についても、その要件に厳しく規定があり、国、道によって管理監督の上での実施

をしていくことになると示されております。現段階においては、平成 24 年度の法改正後の実施に向け、

今月末に厚生労働省が東京などにおいて指導者講習を実施し、そこで養成された指導者が各都道府県

において、介護職員に研修を実施することとされておりますが、今後この登録研修機関、登録実施機

関、研修方法の詳細が示され、ガイドラインとして整備されてくる予定となっております。 

  町民への説明についてでありますが、この制度は、介護職員がこれら医療ケアを実施する際には、

必ず本人、家族の同意が必要とされているため、正しく詳細な説明責任が伴っております。 
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  町といたしましても、サービスを必要とされる方が、安全の確保された所定の要件が整備された中

での実施が受けられるよう、今後の動向を注意深く見守り対応してまいりたいと考えております。 

  また、介護職員の研修につきましても、今後、国・道から示されますガイドラインの中で、予算措

置等も示される予定ですが、原則といたしましては、その指定を受け、実施を行う事業者の責任にお

いて受けていただくものと考えております。 

  ご質問の３点目、「第５期計画の策定体制とスケジュール、介護保険サービスの基盤整備について」

であります。 

  平成 24 年度を初年度といたします第５期介護保険事業計画の策定につきましては、本年５月 20 日

に幕別町介護保険運営等協議会に対しまして、計画に対する意見を求めるべく諮問を行ったところで

あり、来年２月を目途といたしまして答申をいただくスケジュールで取り進めております。 

  計画策定に向けましては、現在、要介護認定を受けていない一般高齢者を対象とした「高齢者生活

アンケート」や在宅で介護サービスを利用されております要支援・要介護認定者を対象とした「介護

保険利用状況実態調査」を行ったところであり、高齢者の生活状況や要支援・要介護の認定を受けた

被保険者のサービスの利用実態、満足度、意向などの分析を行っている状況であります。 

  また、平成 24 年度から 26 年度の３年間における幕別町内での介護サービス事業の展開につきまし

て、介護サービス参入意向調査を行ったところでもあり、今後の介護保険サービスの基盤整備、需要

と供給の適正化、新たな施策の対応など第５期介護保険事業計画にどのように反映できるのか、現在、

検討を行っているところであります。介護保険サービスの見込み量を推計するためのワークシートは、

国からの配布が当初の予定よりおくれている状況にありますが、これらの作業を年内に終え、年明け

を目途といたしまして、計画案を公表させていただき、計画に対する町民の皆さんからのご意見を伺

う予定といたしております。 

  次に、「第５期計画における介護保険サービス基盤整備の考え方について」であります。 

  介護保険サービスの基盤整備につきましては、高齢者ができる限り住みなれた自宅や地域で生活が

継続できるよう、在宅サービスや地域密着型サービスなど、地域のニーズに応じた基盤整備を進めて

いくことが重要であると考えているところであります。 

  第５期計画における介護保険サービス基盤整備につきましては、参入予定業者の意向調査は終了し

ておりますが、現時点でお示しできる段階にはない状況であります。 

  今後も高齢化がますます進展することを踏まえまして、特別養護老人ホームの入所待機者の解消や

地域のニーズに応じた基盤整備を進めていくことが重要であるとの基本的な考え方を継続し、第５期

計画の策定を進めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の４点目、「アンケート調査による介護保険の要望と第５期計画策定に向けた介護保険料や

利用者負担の軽減について」であります。 

  先ほどのご質問でお答えさせていただきましたように、現在「高齢者生活アンケート」及び「介護

保険利用状況実態調査」の分析を進めているところであります。 

  回答状況でありますが、高齢者生活アンケートにつきましては、調査対象 1,261 人のうち 85.8％に

当たる 1,082 人から、また介護保険利用状況実態調査につきましては、875 人のうち 67.2％に当たる

588 人から回答をいただきました。 

  調査内容のうち介護保険料に対する負担感、介護保険料と介護サービスのあり方、介護サービスの

利用者負担額の負担感につきましては、調査結果を集約したところでありますが、介護保険料に対す

る負担感に関する質問につきましては、全体の 58.9％の方が介護保険料に負担感を感じているという

結果でありました。 

  次に、介護保険料と介護サービスのあり方に関する質問につきましては、介護サービスの充実のた

めに必要であるならば、介護保険料の増額はやむを得ないという回答は、全体の 20.6％、一方減額す

るべきという回答は 17.6％という結果でありました。 

  また、在宅で介護サービスを利用されている要介護認定者を対象とした介護サービスの１割負担に
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対する負担感に関する質問では、負担に感じている方が全体の 27％、負担を感じていない方は、全体

の 43.1％を占めるという結果でありました。 

  次に、「第５期計画策定に向けた介護保険料や利用者負担の軽減について」であります。 

  介護保険料に対する軽減につきましては、これまでもお答えさせていただきましたが、介護保険料

は、所得に応じて算定するなど、所得の低い方への一定の配慮を行っているところであります。 

  また、平成 21 年度からは、特に世帯課税・本人非課税である「第４段階」に該当する方につきまし

ては、２段階に分割し、基準保険料を引き下げるとともに、全体で所得の高い方からは、応分の負担

を求めるよう所得段階を８段階９区分に設定したところであります。 

  第５期の介護保険料につきましては、介護保険サービスの利用者の増加と地域密着型サービス基盤

の施設整備に伴う保険料の上昇に加え、第１号被保険者の増加に伴い、介護保険給付費総体に対する

第１号被保険者の負担率が現行の 20％から 21％に引き上げられることによる影響も見込んでいると

ころであります。 

  国は、第５期保険料の設定に当たり、第３段階の所得区分の細分化を検討しており、具体的な内容

は、今後示されるものでありますが、本町におきましても、国から示される内容を十分に検討した上

で、保険料の設定を行いたいと考えているところであります。 

  次に、利用料負担の軽減についてでありますが、これまでも施設に入所されております低所得者の

方に対して、食事、居住費の負担額の減額を行うとともに、在宅における介護サービスの利用者に対

しましては、訪問介護、通所介護などのサービスに係る利用者負担の 25％を軽減し、平成 21 年度か

らは、軽減対象となるサービス事業者を社会福祉法人以外の利用者にも拡大をしたところであります。 

  介護保険利用実態調査における介護サービス利用者の利用者負担額に対しましては、負担を感じて

いない方が４割以上を占めるという結果ではありますが、介護保険制度を円滑に実施するためには、

第５期においても、引き続き低所得者に配慮した対策を講じる必要があると考えているところであり

ます。 

  今後、幕別町介護保険運営等協議会におけるご意見を伺いながら、検討を進めてまいりたいと考え

ているところであります。 

  以上で、谷口議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） それでは、再質問のほうをさせていただきたいというふうに思います。 

  今回の質問でありますけれども、改正介護保険制度の改正点の中で、特に介護サービス利用者や家

族、介護保険事業者に関心が高い部分であります総合事業、それから介護従事者の医療行為、それか

ら基盤整備の中で、定期巡回や定期巡回随時対応型サービスについてお尋ねさせていただきたいと、

それから第５期計画についてもお伺いを立てたところであります。 

  それで、まず一番最初に、総合支援事業のことについてお尋ねしたわけでありますけれども、この

中で、この総合支援事業が切れ目のない総合的なサービスが提供できるよいサービスと認識している

ということの答弁でございました。このところについて、もう尐し具体的に、その認識に立たれた理

由について、お尋ねをしたいというふうに思うのであります。 

  まだ手引書が届いていないということもありましたけれども、どんな事業を具体的にしていくのか

というような、そんなイメージは、もうできていて、そしてこういう認識に立たれたのではないかな

というふうに推察します。繰り返しになりますけれども、どのような理由でもってこのサービスがよ

いというふうに認識されたのか、お尋ねしたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（境谷美智子） この日常生活支援総合事業は、冒頭、町長が申し上げましたとおり、現在

の段階で、すべてのものが出そろってその判断に立ったというものではございませんが、その理念、

それからこれまで一つ一つの事業に対して、対象者を選定して実施してきたものを、人の観点から、

人から見て、どのサービスを利用するのが重要かというところに立ち返られるという点では、その理
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念について正しいものだと認識しているという段階です。ただ、実際、今ご承知のとおり一つも具体

的なものが出てきておりませんので、その段階では現行のサービス、今、実際私たちがやっているそ

れぞれのサービスで何ら支障があるとは考えていないので、このサービスを導入することが、いいこ

とかどうかという判断は、まだしておりません。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） まだ、この総合支援事業をやるかどうか判断はしていないということの答弁であ

りました。 

  今の１回目の町長のご答弁の中身からは、よいサービスということの認識ということの言葉の中で、

私はこの導入については、創設については、積極的な部分があるのだというふうにとれる、そういう

ご答弁であったゆえにこのような質問をさせていただいたところであります。 

  実際この総合支援事業については、さまざまな団体から不安の声が出されているところであります。

この事業のねらいが要支援と認定された方、これを介護保険サービスから市町村が除外できる仕組み

の導入であるというふうにいう介護保険に対する研究者も多数いらっしゃいます。 

  本人の希望は、最大限尊重されるという文言がこの改正介護保険制度にありますけれども、最後は、

地域包括がその予防給付を使うのか、それとも総合支援事業を使うのか、それを決定していいのだと。 

  要するに、要支援と認定された方の受給権を、それを犯してしまうようなそういう部分があると。

ですから、私は、この総合支援事業、今も答弁あったように何ら支障がない、そのように思っている

わけであります。もっと詳しく言うと、平成 18 年の改正で予防給付というのができました。 

  これは介護保険法の１回目の改正でありましたけれども、この予防給付についてもその歴史から振

り返っていけば、介護保険創設のときのサービスを減尐させてしまう、利用を制限させてしまう、そ

ういうものでありましたから、この予防給付でやっていきなさいというようなことも大変思いとして

は複雑なものがあるのですけれども、この総合支援事業、私は実施するべきではないというふうに考

える一人なのですけれども、他の自治体のお話になりますけれども、６月の議会の中で、旭川市や北

広島市が、もう早々に議会の一般質問の答弁の中で、この総合支援事業は創設しないということを表

明しているところであります。 

  幕別町においても、私はそういう立場であっていただきたいという立場から、既に結論をこのよう

に出している自治体に対して、調査・研究をするということも必要ではないかというふうに思うので

すけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） ご質問の趣旨は、他町村の例もあって調査・研究ということのご質問であります

けれども、先ほど来申し上げておりますように、この制度自体の詳細がなかなか知らされていない。

総合支援事業についても、言葉としては、そういうような言葉で流れてきているわけですけれども、

さてそれを具体的に町でどうしていくのかというようなところは、もちろん今の協議の中で、これか

ら進められていくのだろうと思いますので、他の町村のことを研究することは、もちろんやぶさかで

はありませんけれども、今の時点で、それをもって幕別町としての判断を、すぐ下すということには

ならない部分もあるのかなというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） そうしましたらば、繰り返しになりますけれども、幕別町は、これから厚生労働

省の手引書など、道からもまたいろんな文書が出てくる中で、総合支援事業を創設することをしない

という結論を出すということは、これからの可能性としては、大いにあるというふうに理解していて

いいということでよろしいですか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 創設しないというようなことを私決して申し上げたのではなくて、今言われたよ

うにいろんな情報を収集する中で、他町村の事例も研究してまいりたいというふうに申し上げたこと
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でありますので、決してやるやらないを今の段階で判断するということではありません。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。これから介護保険のしかるべき庁内の組織、運営協議会等にいろ

んな提案がなされると思うのですけれども、その推移もしっかり見せていただきたいなというふうに

思います。 

  それでは、二つ目になります。介護職員の医療行為についてでありますけれども、８月の末に厚生

労働省から研修の中身について出されて、この一般質問の中身には、そのことが反映されていなくて

いたところでありました。ご答弁にありましたように、その中身は、50 時間の講義と、それからシミ

ュレーション演習、そして実施研修と、そういった過程を経て、認定された介護職員がこの行為に及

んでいいということであります。この研修の中身で、十分責任を持って介護職員がやれるのかどうな

のかということは、私のほうでもこれから調査・研究させていただきたいなというふうに思っており

ます。 

  ここでは、ひとつ実際に具体的になったところで、50 時間の研修をまず最低講義のところで 50 時

間ということで数字が示されているわけでありますけれども、実際にこれを今町内の事業所さんの中

で受けに行くということは、これは大変な大きな労力なのだというふうに思うわけであります。 

  金額的なことも何もまだ示されてなくて、どのようなことになるのかわかっておりませんけれども、

大きなことではないのですけれども、やはりここで介護事業者の生活実態ということであれば、やっ

ぱり厳しい収入であるというふうに聞いているわけであります。その研修の費用が一定の額であれば、

本人や事業所に任せるだけでなく、町としても助成をするようなことの検討が、実はあってしかるべ

きではないかなと思うのですけれども、その辺については、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 答弁書の中にはなかったのですけれども、その後の情報の中では、これらの研修

については、国のほうにおいても、一部費用の負担をするというようなことが、今、最近の情報で出

てきております。それらも見据えながら、これからそれをどうすべきか対応してもらいたいというふ

うに思います。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。 

  ３点目の第５期計画にかかわってであります。スケジュールや基盤整備についての意向についてお

尋ねしたところであります。 

  アンケートをとられて、いろいろな調査・研究もやられた上で、この５期計画の原案について、き

っと運営等協議会に出されたのではないかなというふうに思っておりますけれども、その中では、ご

答弁の中に、年明けぐらいに住民との対話も行うということが一つありました。どんな形になるのか、

非常に不安でいて、町の考えも聞きたいし、自分らの意見も述べたいという方は、たくさんいらっし

ゃるのが私の中でわかっています。 

  帯広市では、この９月２日から明日までの 15 日間の中で、10 回以上でもって、既に市民との意見

交換会が始まっております。幕別町でそれをやるということをご答弁いただいたことについては、評

価させていただくのですけれども、第４期とのスケジュールの関係で言えば、もう最後の答申を決め

る段階での会議が２月に行われています。その年末前に、もう区分やそれから保険金額、そのような

ことも決まってしまっていたという段階だったわけですよね。同様に考えれば、もっと早い段階で、

住民との意見交換をすることが必要なのではないかと思うのですけれども、それを早くすると、その

ことについてご返答いただけないでしょうか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（菅 好弘） 私たちのスケジュールの中でいきますと、まだ国のほうからも十分なる資料

が出てきていないという状況と、それから保険料等の算定シートなどもまだ不完全な状態でいってい

るというような形の中で、作業が全体的に第４期に比べますと、非常におくれているというような状
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況でございます。そのような資料などがそろわない中で、住民のほうとのお話をするのがいいのかど

うか、この辺も十分検討しなければならない部分がありますので、今、国のほうから出てくる資料等

をもとに、できるだけ早い時期に方向性が出れば、そのようなことも検討していきたいなと思います

けれども、今の状況では、非常に２月に答申をいただくような形というのが、どうしても押してきて

いるというような状況でございますので、これからその流れを見ながら検討させていただきたいとい

うふうに思います。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。国から示されていないということが大きなネックになっている、

そのことは、実際そのとおりなのだというふうに思います。とは言いつつも、尐しでも早く町民の意

見をすくえる、そのことの機会をつくっていただきたいなというふうに思います。 

  それで、基盤整備のほうのことに移らせていただきますけれども、今回の大きな改正介護保険法の

目玉の一つであります地域包括ケアシステムのことであります。 

  要介護高齢者の在宅生活を支えるために日中、夜間を通して訪問介護と訪問看護が密接に連携しな

がら短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うという、そういうサービスの導入がよしというふう

になったわけでありますけれども、基盤整備にかかわってということになりますけれども、幕別町に

おいてこういう事業所が事業に入ってくる、そういったことが想定されるのかどうなのか。 

 私はちょっと今、夜間介護の事業所もない中で、こういうことが本当に幕別町でできるかどうかと

いうことについては、難しいのではないかというように思っているわけですけれども、その参入の可

能性は、どうでしょうか。どのように考えられますか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（菅 好弘） 町内の施設などのお話を聞きますと、札内寮あたりでは、職員の方が当番を

決めて対応をしているというお話を聞いております。職員の方が携帯に連絡をいただいて、そしてそ

の方たちの要請があれば夜間でも走るというような形で、実際に在宅の方のところに行っているとい

うようなお話も伺っておりますので、うちの町でも十分対応できる施設はあるのだろうというふうに

考えております。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） その可能性があるということは、ひとつ安心したところでありますけれども、こ

のサービスが、まだ介護報酬がはっきりしていないのですけれども、このサービスの利用をするとい

うふうに決めたときには、従来の訪問介護や訪問看護がまるめという報酬の仕組みの中で使えなくな

るのだという可能性が今あるのです。このことについて、やっぱり介護従事者にとっては、すごく心

配なわけであります。 

  もう一つ、その今巡回型サービスも丸めという何回行っても月額これだけですよという金額に設定

されると、そういうふうな話になっている。そうすれば、運営する側としては、最低限必要な回数の

出動にとどめるということに、やはりなっていくのだというふうになる。それが、その最低限のとこ

ろが本当に必要な部分のところなのかどうなのか、本当はもっと必要な中で、それを詰めてしまって

いるのではないかということもできてしまうわけで、介護報酬に対して、すごく心配されている部分

があるということの指摘もさせていただきたいなというふうに思います。これは、指摘にとどめたい

というふうに思います。 

  もう一つ、基盤整備についてでありますけれども、やはり特別養護老人ホームの待機待ちは、ご答

弁の中にもありましたけれども、本当に重要なのだというふうに思います。きょういただいた決算審

査の資料にも札内寮、待機者が 209 人、そのうち幕別町の町民の待機者が 139 人であると。だんだん

と数がふえていっている。この全体の 209 人に中には、ほかの特別養護老人ホームとダブっている方

もたくさんいるわけですけれども、この 139 人については、やはり幕別町民でありますから、特に札

内寮さんに入りたいのだという方でありますから、実数でこれだけいるのだということでありますか

ら。それで実際に札内寮さん 120 床なわけで、その定員を超えている。いつまでたっても入れないと
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いうことは、全然解消される方向には向かっていない。そういう中で、忠類に 29 床の小規模特養がで

きることは、ひとつ基盤整備としては待機待ち解消の手だてになってくるわけでありますけれども、

私はこの待機待ち解消の手段には、やはり特別養護老人ホームを新たにつくっていくということが必

要なのだと思うのです。 

  ５期計画において、そのことをするべきだというふうに思っています。以前でしたならば、参酌標

準の関係で、もうこの圏域には、もうできないのだということは、一つ正当な理由でありました。今

それが解除されて、それがなくなって、自治体が独自の権限でもってそれができる。もちろんそれは

介護保険料に反映してしまう、そういう中身でありますけれども。でありながら、やはり私は、実際

その介護者、家族を守る立場で言えば、増床が必要だというふうに思うわけなのですけれども、その

辺についてご意見をお聞かせいただきたいなと思います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 特養待機者の解消というのは、町にとっても管内全体的にとっても大切なことだ

ろうというふうに思っております。 

  ただ、本町の場合は、今言うように当面忠類に 29 床の増設ということでありますし、他町村でもか

なりの部分に新たな特養の増設が見込まれております。そういった意味では、十勝管内的には、かな

りの増床になるのだろうというふうに思っております。 

  本町の場合、この後、そういった特別養護老人ホームを建設したい、運営したいというような法人

が新たに出てくるのかどうか、あるいは札内寮の場合、振興協会の場合は、当面は今の自分の改築が

ありますし、忠類の新設がありますから、すぐということにはないのだろうと思いますけれども、お

話ありましたように基盤整備を進めることによって待機者が解消できる。しかし半面それがまた保険

料にはね返ってくるというような、大変私どもにとってはいずい部分もあるわけですけれども、そう

いったことも含めながら、これから十勝全体的な中で本町としての特養の施設の確保、拡大というよ

うなことも検討はさせていただきたいというふうには思います。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） 今のご答弁、了解したところであります。 

  それから、四つ目の介護保険料やサービスの利用料にかかわって再質問をさせていただきたいと思

います。 

  今回の改正介護保険制度の中では、介護保険料が高くなるぞということが想定される中で、各都道

府県に設置されている財政安定化基金、これは国と道と、それから町が３分の１ずつ負担して積み立

てている、何か緊急時、災害時などにそれを捻出できるようなそんな仕組みの中で運営をされている

ものでありますけれども、この取り崩しが条文化されたところであります。全国で 2,850 億円、北海

道だけでも 149 億円が平成 21 年度末でたまっている状況。これが今実際にたくさん使われているので

あるならば、なかなか大きく取り崩したということにならないのだと思うのですけれども、これも資

料で調べてみますと、北海道内 156 保険者のうち２件がちゃくにんをしていると。合計金額で 3,300

万円、基金全体の 149 億円の 0.2％しか使われていない。すなわちこれは、ほとんど埋蔵金のような

形、たまっていて動かないと、そういう状況になっているわけであります。今回の取り崩しについて、

私は、まずはやはり介護保険料の負担を尐しでも安くするという立場に立てば、道に対して積極的に

取り崩していく、そのことを求めていくべきだというふうに考えるのですけれども、町長のお考えは

どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 私ども今回の改正の中で、一番つらい部分は、この保険料が大幅にふえるのでは

ないかと。新聞なんか見ますと、今、全国平均の 4,160 円が間違いなく 5,000 円を超えるのではない

かと。そのための対応は何があるのかというと、今お話あったように基金の取り崩しで対応をすると

いうことで、これだけでは当然追いつかない状況にあるわけですけれども、我々が一つの町が、その

道の基金全部取り崩してでもいいから抑えてしまえというようなことが実質言っていけるのかどう
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か、正直私も検討したというか、聞いたことはないのですけれども、何とかその基金の対応も含めな

がら保険料が抑えるような手法がこれからもいろいろ考えていかなければならないと思いますし、盛

んに 5,000 円が限度ではないかというような言い方もされますけれども、このままでいくと 5,000 円

の限度ではおさまらないのも現実的な問題だろうというふうに思います。 

  道の基金、今後の運用方法なんかどのような方法を考えられているのか、それらも含めながら、町

としても道の基金のあり方について検討、協議、研究をさせていただきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） 財政安定化基金の考え方については、了解をいたしました。 

  やはり私も町長と、その辺、意を同じくして、この介護保険料の負担のことについては、本当に深

刻にとらえているところであります。 

  あと、その介護保険料を抑える、その手だての一つとしては、国庫補助金、介護保険財源の公費 50％

が国というふうになっているわけでありますけれども、民主党政権ができるに当たっては、これを

10％引き上げるなどといったような時期もありましたけれども、これがそのままふえないままになっ

ている。当然、高齢者がふえて施設がふえれば保険料、これが高くなっていく、そういう仕組みなわ

けで、この高くなっていくことは、もう最初から見えていたところであります。 

  第４期の策定の中で、幕別町介護保険運営等協議会から附帯意見が出されたところであります。今

後被保険者の負担が重くなっていくことが想定されるため、国庫負担をふやしてもらうよう国に要望

していただきたいということでありました。 

  このことについては、私昨年の６月の議会で町長に幕別町の対応についてご質問させていただいて、

従来から十勝圏活性化推進期成会や北海道町村会において、国に対して国庫負担金の増額並びに介護

職員等の処遇改善などについて要請を行っているということでありました。このことは、引き続き国

に対して要望を上げていただいているのか、もし何かこの経過があれば、お答えをいただきたいなと

いうふうに思います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 国に対する要望は、継続しておりますから当然なのですけれども、その一つに先

ほどお話あった公費負担を上げていただく。あるいは、国は今回社会保障と負担のあり方を検討する

場を持つので、その中でもいわゆる介護保険とか国保とか、いろんな年金、医療を含めて検討される

ので、その中でも十分検討したいというようなお話も伺っておりますけれども、結果的には、それも

今、中途半端なままで終わっている状況であります。 

  あるいは、今の保険料負担を、年齢をもっと下げて、40 代あるいは 30 代からでも保険料を納めて

もらう方法もどうだと、そんなことも検討はされているようですけれども、いずれもまとまらない中

で、今日を迎えている実情でありますので、私どもは、今お話ありましたように町村会あるいは十勝

圏活性化期成会等を通じながら、さらに運動を続けてまいりたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。介護保険料のその設定について、前回の改定の中で８段階９区分

になった。今回もいろいろとまた細かい部分で、国からの数値はあるけれども、引き続き８段階９区

分で第５期についてもやられるということのご答弁があったところであります。 

  この多段階制にする、段階を多くするということについては、評価できる部分もあるわけなのです

けれども、第１段階、第２段階というそういう住民税非課税で、さらにその中でも所得の低いところ

についての軽減が標準金額であります第４段階の 50％もある。そのことについては、私はちょっと心

を痛めているところであります。 

  それで、いつもこの議論をすると、なかなかかみ合わなくなってしまうわけでありますけれども、

厚生労働省の保険料減免三原則の考え方について、町長にお尋ねしたいというふうに思うのです。今

回の改正介護保険法の中でも保険料の単独減免に対する考え方は、従来から申し上げたとおり、第１

に保険料の全額減免は行わないと、二つ目に、収入のみに着目した一律減免は行わない、３番目に、
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保険料減免分に対する一般財源の投入は行わないという、この三つは言ってきているわけであります。 

  こういう文言もついています。これらについては、適当でないため、第５期を迎えるに当たっても

引き続きこのいわゆる三原則の遵守に関し、各保険者において適正に対応するよう努められたい、努

力してくださいということであります。 

  この文章の意味でいいますと、絶対だめだよといっているふうに私はとれないわけで、努力した結

果、やっぱり住民の生活が大変だと、この保険料は耐えられないと、そういう判断の中では、この厚

生労働省の減免三原則に沿わない結果となっても、私はやむを得ないのだというふうに思うのですけ

れども、町長はどのようにお考えになりますでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 今お話ありましたように通常三原則、三原則といわれておりますけれども、私は

これらについては遵守していくべきであろうというふうには思っております。 

  もちろんペナルティーもないのだから、やってもいいのではないかというご意見も中にはあるのか

もしれませんけれども、私としてはやれる範囲は、今言う９区分にしたと、今度第３段階も３区分に

分けるのではないかということもありますので、そういったのも見ながら対応していきたいと思いま

すけれども、やはり原則は原則として私は守っていくことが町としていいのではないかと、いいので

はないかというよりは、そうすべきであろうというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。また今回も意を同じくするというふうにはならなかったわけであ

りますけれども、またこのことについては、引き続きいろんな場で議論をさせていただきたいなとい

うふうに思います。 

  サービス利用料の減免についてであります。 

  社会福祉法人減免という制度があって、その減免制度を社会福祉法人ではなくても該当できるとい

うことになったのが平成 21 年でありました。ひも解いていきますと、共産党議員団の中で一般質問や

決算、予算の委員会の中で３回ご提案する中で、これが実現できたと。このことについては、町の姿

勢についても評価させていただきたいというふうに思っているわけでありますけれども、さらに願わ

くば、今この社会福祉法人減免の中では、サービスが必ずしも全部ではないのだということでありま

す。 

  大体主だったものには、ここで八つのサービスが入っていまして、かなりの部分がここで入ってい

るわけでありますけれども、実際利用される中では、通所リハビリ、それから訪問看護、それから訪

問入浴、訪問リハ、そういった部分でも利用料の減免について、あったらいいなという声が聞かれて

いるところであります。このことについて、サービスの対象を広げるということについては、町長は、

どのようにお考えになりますでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 具体的な項目を挙げていただきましたけれども、それらについては、今の段階で

は、特には検討されていないというふうに私も伺っております。今後の情勢を見ながら、また考えて

いかなければならないのかもしれませんけれども、今の段階、現状では現在 21 年度から実施されてお

りますこの利用料の負担軽減を継続していきたいというふうに思っております。 

○議長（古川 稔） 谷口議員。 

○10 番（谷口和弥） わかりました。まだこれについても議論のほう引き続きしかるべき機会をもって

やらせていただきたいなというふうに思います。 

  第５期計画、まださまざまな資料がそろっていない中でも準備を着実に進めていかなければならな

い、そういう時期なのだというふうに思います。運営等協議会でこのことついては、議論されていく

中身でありますけれども、やっぱり町のさまざまな姿勢がこの協議会にも影響を及ぼしていく、その

ように考えます。安心・安全の介護保険制度になるよう理事者の皆さん方にも奮闘していただけます

ようお願いしまして、一般質問を終わりたいと思います。 
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○議長（古川 稔） 以上で、谷口和弥議員の質問を終わります。 

  この際、11 時５分まで休憩いたします。 

 

10：51 休憩 

11：05 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、野原恵子議員の発言を許します。 

  野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 通告に従いまして、次の点について質問をいたします。 

  男女共同参画推進条例の制定を。 

  1975 年の国際婦人年以来の男女平等を求める世界と日本の運動の中で、1999 年男女共同参画社会基

本法が制定されました。基本法は、男女があらゆる分野の活動に参加する機会の拡大を目的にしたも

のです。 

  特に、日本の女性の社会的地位の低さ、平等のおくれは、社会全体の根本問題として国際機関から

繰り返し批判され、改善が強く求められています。 

  女性に対する差別のない社会、女性が固定的な役割に縛られることなく主体的に生きることができ

る社会は、男性や障害を持つ人など、だれにとっても個性が尊重される暮らしやすい社会になります。 

  男女がお互いに人間として理解し合い、男女平等を教育的側面で実現するために具体化されたのが

男女共学です。2006 年 12 月に改正された教育基本法では、第５条「男女共学」がすべて削除されて

います。このことは、男女共同参画社会の推進に逆行するものです。 

  総務省の労働力調査によると、2010 年の女性雇用者数は、過去最多の 2,329 万人、中でも非正規雇

用がさらにふえて、女性雇用者の 53.8％となり、非正規雇用全体に占める女性の割合は 69.4％に上り

ます。賃金格差は、縮まるどころか拡大し、2010 年の常用労働者の女性賃金は、男性のわずか 51％で

す。 

  北海道では、2001 年４月から男女共同参画基本法に基づき、条例が施行されています。十勝では、

帯広市、芽室町、士幌町、中札内村が条例を策定し、推進に取り組み、「審議会などの委員に女性を

積極的に採用するようになった」「町の政策や町民に対する接近の方法など、行政の意識が変わった」

「女性の賃金格差を是正した」などの効果があったと報告されています。さらに、音更町、鹿追町が

検討中としています。 

  したがいまして、次の点について伺います。 

  ①男女共同参画社会実現のための進捗状況は。 

  ②審議会等への女性登用の状況は。 

  ③女性の健康を保障する総合的な対策として。 

  １、骨粗しょう症、乳がん、子宮がん等の検診率の向上を。 

  ２、若い世代で増加している性感染症の予防のため、性教育や医療関係者による相談活動の推進を。 

  ④女性に対するあらゆる暴力根絶への対応は。 

  ⑤学校における男女平等教育の状況は。 

  ⑥男女共同参画推進条例の制定を。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 野原議員のご質問にお答えいたします。 

  ご質問は、町と教育委員会にわたるものでありますが、私からは、ご質問の１点目から４点目まで

と６点目につきまして答弁させていただきます。 

  「男女共同参画推進条例の制定について」であります。 
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  男女参画社会基本法につきましては、個人の尊重と法のもとの平等をうたっている日本国憲法に基

づいて、男女が互いに人権を尊重しつつ、平等にあらゆる分野の活動に参画する機会を確保し、かつ

ともに責任を担うべき社会の実現のために制定されたものであります。 

  尐子高齢化の急速な進展を背景に、労働力人口の減尐により経済の停滞や社会保障制度の持続性に

対する不安などが高まっている中、女性の社会進出が一層期待されているところであり、本町におい

ては、第５期幕別町総合計画の中で、男女共同参画社会の形成に向けて、住民の方々の理解を深める

ことや、男女が平等に参画できる機会を拡充すること、そして子育て支援策の充実を図ることなどに

取り組むこととしているところであります。 

  ご質問の１点目、「男女共同参画社会実現のための推進状況について」であります。 

  これまで、住民の皆さんに男女共同参画社会の実現に向けての理解を深めていただくために、公共

施設内に PR ポスターを掲示するとともにパンフレットの配布を行ってきたところであります。また多

くの子育て支援策を講じてきたところでありますが、特に女性が社会進出しやすい環境をつくるため

に、保育所の保育事業の拡充などに努めてきたところであります。 

  近年、男女共同参画社会の推進に向けた講演会やシンポジウムなどが、十勝管内でも開催される機

会がふえておりますので、今後はこれら講演会の案内をお知らせするなど、多くの町民の方々が興味

を持ち、関心を高めて理念を理解していただくよう引き続き広報紙やホームページを活用して、周知・

啓発に努めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の２点目、「審議会等への女性登用の状況について」であります。 

  初めに、地方自治法第 180 条の５に基づく教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、

農業委員会、固定資産評価審査委員会、６委員会の女性委員の登用状況についてであります。 

  平成 23 年４月１日現在、委員総数につきましては 42 人、うち女性委員が４人ということで、登用

の割合は 9.3％という状況であります。 

  また、地方自治法第 202 条の３に基づきます審議会等附属機関の状況でありますが、これにつきま

しては、国民健康保険運営協議会や都市計画審議会など 24 の審議会等があり、委員総数につきまして

は 307 人、うち女性委員 71 人、登用の割合は 23.1％という状況であります。 

  道内における女性委員の登用状況についてでありますが、地方自治法第 180 条の５に基づく委員会

につきましては、平均 9.2％、地方自治法第 202 条の３に基づきます審議会等の委員につきましては、

平均 19.8％でありますので、本町は、いずれも道内平均よりも若干高い登用状況にあります。 

  審議会の中には、関係団体からの推薦により委員をお願いしていることもありまして、女性委員の

登用が尐ないものもありますが、今後も男女共同参画の観点から、さまざまな機会を通じて各種審議

会等の委員として、女性委員の積極的な登用を働きかけてまいりたいと考えております。 

  ご質問の３点目、「女性の健康を保障する総合的な対策について」であります。男女を問わず自分

の健康状態を把握し、健康づくりを実践することは重要であり、生活の基本でもあります。今日女性

の平均寿命が 86 歳を超え、個人的な健康上の問題としてだけではなく、性差を考慮した健康対策も必

要な時代となりました。 

  男女がお互いの身体的性差を十分に理解し合い、お互いの人権を尊重しつつ、生涯にわたり健康で

充実した生活を送ることを目標とし、女性に特有な健康問題である妊娠・出産・不妊・更年期障害対

策・がん等の疾病対策など、生涯を通じた各種事業の充実を図っているところであります。 

  ご質問の「各種検診受診率の向上について」であります。 

  まず、骨粗しょう症検診につきましては、平成 13 年度まで集団検診で実施をしておりましたが、町

内の医療機関において個別対応として、より精密な検査ができる体制が整い、集団検診より安価で実

施が可能となったため、集団検診は終了いたしております。 

  現在は、ご希望の相談があった際には、町内医療機関の紹介及び巡回ドック、人間ドック等のオプ

ション検診の受診をお勧めいたしております。 

  次に、乳がん検診でありますが、現在 40 歳以上の町民の方を対象に集団検診としては、年に５日間、
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個別検診としては、十勝管内５カ所の医療機関と契約し、通年の受診ができる体制を整えております。 

  平成 22 年度の実績は、受診対象者 2,031 人に対し、受診者数 749 人で、受診率 36.9％となってお

ります。 

  また、子宮がん検診も同様に、現在 20 歳以上の町民の方を対象に、集団検診といたしましては年に

５日間、個別検診としては、十勝管内７カ所の医療機関と契約し、通年の受診ができる体制を整えて

おります。 

  検診実績は、平成 22 年度受診対象者 2,695 人に対し、受診者数 1,056 人で、受診率 39.1％となっ

ております。 

  乳がん、子宮がん検診の受診率向上に向けましては、平成 21 年度より実施の「女性特有のがん検診

対策事業」といたしまして、指定年齢の方に対し、無料クーポン券を配布し、受診を勧奨していると

ころであります。 

  また、若い女性が受診しやすいよう集団検診では、子供の一時預かりを実施し、他の検診と同時に

受診できるように日程を編成するとともに、早朝の検診を設定するなど、工夫を重ねているところで

あり、受診率は、それまでの平均を乳がん検診では約 15 ポイント、子宮がん検診では、約 12 ポイン

ト上回りました。 

  今後も受診率の向上を目指し、取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

  次に、「性感染症の予防のための性教育について」でありますが、健康教育といたしましては、町

内にある二つの高校と連携し、計画的に実施をいたしております。 

  江陵高校では、毎年学校祭に合わせて、性感染症のパネル展示、パンフレットの配布を実施いたし

ております。また昨年度は生徒 30 人に対し、子宮頸がんワクチンの説明会に合わせて、性病予防につ

いての健康教育を実施いたしました。 

  幕別高校では、高校３年間を通じ、命についての教育を 12 時間実施されており、その中で生徒は、

性教育、DV の予防、自分を大切にすることを学んでおります。 

  町では平成 19 年度からその中の１講座を担当いたしまして、保健師・助産師が講師として出向き、

妊娠、出産、子育てについて講義をした後、町内の親子の協力を得て、乳幼児との触れ合い体験を実

施いたしております。 

  平成 22 年度は、18 組の親子に協力をいただき、62 名の生徒が参加いたしました。 

  若い世代からの性に関する相談も受けておりますが、専門的な HIV 感染等の相談については、帯広

保健所の相談窓口をご紹介しております。 

  また、現在、帯広保健所が中心となり、管内の保健師と養護教諭のネットワーク会議を開催し、思

春期の性について検討をする機会を設けており、町の保健師も積極的な参加に努めております。 

  医療関係者による相談活動といたしましては、「十勝性を考える会」が中心となる活動があります

が、その中で、仲間同士で性の悩みの問題を語り合い、解決をしていく活動「ピア・サポート」活動、

専門家による相談会や研修会などが行われており、今後も広報等を通し、住民の方に広くお知らせし

てまいりたいと考えているところであります。今後も引き続き、保健所、助産師、養護教諭等と連携

し、相談教育機能を高めてまいりたいと思います。 

  次に、ご質問の四つ目、「女性に対するあらゆる暴力根絶への対応について」であります。 

  家庭内暴力、いわゆる DV は、たとえ相手が配偶者やパートナー等の身近な関係であったとしても暴

力は犯罪であります。 

  他人ではない家庭内という環境では、見過ごされてしまいがちですが、どんな場合でも、どんな間

柄でも暴力は許されるものではありませんし、DV を背景とした殺人事件が発生するなど、近年は、よ

り深刻な実態が明らかになっております。 

  本町における DV の状況は、過去４年は相談や通報はありませんでしたが、ことしに入り１件相談窓

口への問い合わせがありました。この相談事例と同じかどうかは定かでありませんが、十勝総合振興

局により保護された事例があったというふうに伺っております。 
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  町といたしましては、各窓口で DV の相談に関するパンフレットを配布しているほか、広報誌やホー

ムページで相談窓口の周知を図っております。 

  また、町と人権擁護委員により毎年まくべつ産業まつりや忠類のどんどこいむら祭りの会場で、人

権啓発を行っているほか、人権擁護委員による人権相談が、幕別地区と札内地区は各月の第３水曜日

に、忠類地区は３か月ごとに開催し、相談に応じていただいております。 

  この問題は、年齢や男女を問わず、暴力を許さない社会をつくっていくという意識を一人一人が共

有することが重要であり、そのためには子供のころからの長期的な人権教育に取り組むことが必要で

あると考えております。 

  引き続き、関係機関と協力のもと、あらゆる暴力の根絶に向け啓発に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

  ご質問の６点目、「男女共同参画推進条例の制定について」であります。 

  道内の市町村における男女共同参画に関する条例の制定状況につきましては、平成 23 年４月１日現

在で 10 市６町となっており、十勝管内においては芽室町と士幌町が制定しております。なお、帯広市

と中札内村は、男女共同参画推進計画を策定したところで、条例制定までは至っていないとお聞きい

たしております。 

  男女共同参画社会の実現に関しましては、地方公共団体が単独で実施することは難しいものであり、

国が全国統一的に取り組むべき課題であるとのことから、なかなか進んでいないのが実情であります。 

  本町といたしましては、これまでも先進自治体の事例を調査・研究してきたところでありますが、

引き続き、他町村の動向なども注視しながら条例制定に関して、必要性も含めた研究をしてまいりた

いと考えております。 

  以上で、野原議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） 野原議員のご質問にお答えいたします。 

  ご質問の５点目、「学校における男女平等教育の状況について」であります。 

  男女平等教育につきましては、日本国憲法の「法の下の平等」の精神を受け、教育基本法第２条に

おいて、「男女の平等を重んじる」と規定され、さらに第４条では「性別によって教育を受ける機会

を差別してはならない」とうたわれ、男女平等の原則が明確に規定されているところであります。 

  このことから、男女が互いの違いを認めつつ、ひとしく人間として尊重され、男女相互の理解と思

いやりによって、ともに力を合わせて生きていくことができる社会を築くことを目指して、「男女平

等、協力、理解」についての学習を学校教育の場において進めていくことが大切なことと考えており

ます。 

  本町におきましては、一つ一つの教育活動に男女平等を明記したり、強調したりするようなことは

ほとんどありませんが、子供たちの身体的、精神的発達段階に即して、保健体育などの各教科、道徳、

特別活動、総合的な学習の時間などを活用するとともに、学校生活全体を通して男女平等教育が行わ

れているところであります。 

  具体的には、児童生徒名簿や運動会の徒競走グループの男女混合化や体育祭の応援団によるエール

交換などでも男女混合チームが通例となっており、役割に男女の区別がない姿を見ることができます。 

  また、児童・生徒会活動や町の研修派遣事業などへの応募状況においても、男子よりもむしろ女子

の児童生徒が積極的な状況も見られるなど、学校生活においては男女平等の原則が浸透しているもの

と考えております。 

  しかしながら、社会生活全般を見渡しますと、男女の固定的な役割分担意識や社会的慣習が根強く

残っている状況もかいま見られますので、男女共同参画の意識をはぐくむ教育の推進に一層努めてま

いりたいと考えているところであります。 

  以上で、野原議員のご質問に対する私からの答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 
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○16 番（野原恵子） それでは、１番目の男女共同参画社会実現の推進状況のところで、再質問させて

いただきます。 

  町の第４期幕別町総合計画、それと５期の幕別町総合計画、そこでも、ともに「男女共同参画社会」、

そのことは明記されております。しかし、第４期総合計画では、きちっと節を設けまして男女共同参

画社会、それがどうして必要か、そのこともきちっと明記されております。そこでは、女性だけでは

なく、男性が家庭や地域社会から疎遠な存在となることなどの状況も今生まれている。そういうため

にも、やはりこの男女共同参画社会の推進は必要である。このことがしっかりと明記されております。 

  けれども、５期総合計画の中では、そこのところが大変薄まっておりまして、その「男女共同参画

社会の実現に向けて一層の取り組みが必要」と、これだけの明記になっておりまして、具体的になぜ

必要か、そのことがしっかりと明記されておりません。このことから見ましても、やはりこの総合計

画の中での男女共同参画社会への実現へ向けての取り組みが薄まっているのではないかと思います

が、その点についてお考えを伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 総合計画におけるその男女共同参画にかかわっての表現が、第４期と第５期では

違っているというようなご質問でありますけれども、決して思いが後退したとかという意味のことで

はないというふうに私どもは押さえております。 

  あくまでも紙面上のこともあったのでしょうし、第４期で詳細をうたったので、第５期の部分で簡

潔にしたのかという思いもありますけれども、決して思いで後退して、男女共同参画の思いがだんだ

ん薄れてきたというような感じでは思っておりませんので、ひとつご理解いただければと思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） それでは、町として、独自にその取り組みといたしましては、この間男女共同参

画社会の推進に向けた講演会、シンポジウム、そういうことなどでも十勝管内で開催される、そうい

う場合には、積極的に参加するようなそういうことも周知、啓発に努めている、このようにお答えに

なっております。町独自でのそういう取り組みが必要ではないかと思います。十勝管内ということだ

けではなくて、幕別町でどのようなことが行われているのか、そういう事例に沿いまして、商業者で

すとか、農業者団体ですとか、女性団体ですとか、そういう形での講演会とかシンポジウム、それが

より一層推進していくことになるのではないかと思うのです。ですから幕別町独自のそのような取り

組みが必要ではないかと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） おっしゃるとおり十勝のみならず町独自の取り組みということも当然必要になっ

てくるのだろうというふうに思います。今まで余りそうしたことがやってきていない現実ですので、

これからそういったことの取り組みも十分検討させていただきたいと思いますし、またいろんなとこ

ろに、団体等にも働きかけていくことも必要であろうというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） そのことが、より一層男性も女性もその理解を深め、そしてまちづくりに大きな

力を発揮していく基礎になっていくと思うのです。ですからそういう点では、具体的に幕別町でどの

ように取り組んでいるか、そういうことも含めたことをこれから取り組んでいくことが必要ではない

かと思います。 

  それに含めまして、家庭で保育に当たる方、女性が保育に当たるというのが圧倒的にまだまだ多い

と思うのですけれども、これからは男性も育児に参加していく。そのことによりまして、より一層人

間としての視野が広まっていく、このようにもお聞きしておりますし、実際にそういう場面にも何度

も会っております。そういう点では、このシンポジウムですとか講演会ですとか、そういうところに

もきっちりと視点を当てていっていただきたいと思います。 

  次に、審議会への女性登用の状況ですが、ここで数字に示されております。国では 30％を目標とい

うことですが、北海道でも幕別町でも、まだそこには到達していないのだということが、数字では明
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らかになっております。 

  けれども、平成 18 年の調査では、審議会等への女性登用は 25.4％、このようにお答えになってお

ります。それから見ますと、登用率が下がってきているのですね、数字から見ますと。それで、ここ

では何が原因なのかなというふうには思いますが、今お答えいただいた中で、私は、その関係団体か

らの推薦、ここに女性委員の登用が尐ないとお答えになっているのです。 

  ですから、そういうところでも町だけではなくて、各団体にこの男女共同参画その視点が位置づけ

られていないのではないかと思うのです。そういう視点が位置づけられておりましたら、女性への登

用がもっと広がっていくと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 前回の答弁したその 25.何％、そのときのその対象団体といいますか、協議会あ

たりがどの程度のものでやったのか、ちょっとわからないのですけれども、一番多いのは、例えば民

生委員協議会なんかは、圧倒的というとちょっと失礼かもしれないけれども、女性がかなり多いわけ

ですので、その辺がその中でカウントされていたのかどうか、その辺ちょっとわかりませんけれども、

できる限りの女性の登用ということについては、私どもも意を用いているつもりでありますし、ただ

団体から推薦をいただくのは、多分に団体の長たる人たちが出てこられるわけですけれども、私ども

は決して長にお願いしているわけではなくて、団体からどなたかを推薦してくださいということです

ので、その中には当然女性も含めていっているわけですから、これからもそういった中に、そこまで

追記して書くことが、女性をお願いしますと書くことには、これならないかもしれませんけれども、

そういったことも十分意を用いながらこれからもその推薦に当たってはお願いしていきたいというふ

うに思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 明記してくださいということではなくて、その団体の中に、その団体がその目標

を達成していくとか、そういうことに対してやはり女性の知恵とか力とか、そういうものも必要では

ないかという視点に立てば、女性の登用もふえるのではないか、そこが問題だと私は一つ思います。 

  それと、まちづくりの推進委員会、この中でもこの男女共同参画が一つのテーマになりまして、こ

れから論議を進めていくと思うのですが、そこでの女性の登用率も５期総の中では、24 人中、女性は

たしか４人だと思いまして 12.5％なのです。ですから、そういうところで、女性の立場からも意見を

上げて参画していくということでは、もっと女性の委員、審議員が必要ではないかと思いますので、

そういうところでもしっかりとその参画の立場に立った委員を選任していくということが必要ではな

いかと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 先ほど来申し上げておりましたように、もちろん女性を拒むものではありません

し、女性の方がどんどんご参加していくことがまちづくりの上においても、大変大事なことだろうと

いうふうに思いますし、女性の方の意見がこのまちづくりに反映されることも大切なことだろうとい

うふうに思います。 

  ただ、なかなか女性の意識、住民の意識の中では、先ほど野原議員がおっしゃったように、女性は

家庭だ、男性は労働だと。あるいはそういう場には余り出ないで、それはもう自分のところは下支え

をするような役目があるという、そういうところがある意味では奥ゆかしさというのですか、女性ら

しさというのですか、そういう面もあるのかもしれませんけれども、何か全道的にも、この間もアン

ケートをとると、働く女性なんかでも半分以上は、もう管理職はなりたくないという女性がいると。

仕事が大変だと、長時間の仕事につきたくない。ですから、女性側の意識というものも、やっぱりこ

れからいろいろな面では変えていっていただき、ぜひ参加していただけるような意識を持っていただ

くことも、そういう啓蒙をすることもある意味では私どもの役割になるのかもしれませんけれども、

ぜひそういうことは、これからも続けていっていきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 
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○16 番（野原恵子） 今、町長がお答えになりましたが、確かにそういう意味で、講演会とかシンポジ

ウム、そういうのが必要だと考えております。 

  また、女性の働く条件、それから男性もそうなのですが、非常に長時間労働、それから女性の働く

条件も大変厳しくなっております。そういう点で、参画していく、そこだけをとらえるのではなくて、

大枠で見て、ではその人たちが一生涯通して、どうやって人間らしく生きて、老後はどうやって迎え

ていくか、そういうことも含めますと、やはり働く労働条件も変えていかなければならない、そのこ

とによって、男性も女性もその社会に参画していくことができる。大きな問題でもありますので、今

そこを論議することではありませんので、それは横に置いておきたいと思います。 

 （発言する声あり） 

○16 番（野原恵子） 議長、不規則発言はしないようにお願いいたします。 

  次に、女性の健康についてでありますが、骨粗しょう症、乳がん、子宮がんの検診のことなのです

が、乳がん、それから子宮がん、これは受診の率が上がってきているということですが、他町村から

比べますと、帯広市は同じ状況でクーポン券も利用しているということなのですが、帯広市は子宮が

ん検診が 70.5％、それから乳がんが 60.8％という総合振興局の調査で、数字がこのように出ています。

それによりますと、幕別町は約半分なのです。そして、このクーポン券が利用できなくなった場合に

は、もっと受診率が下がるのではないかという心配があります。 

  がん検診は、１回だけではなかなか 100％発見できるという状況では、今、医学的にはないという

ふうに思っておりますので、やはり毎年検診を行うことによって精度を上げることになると思います。

そういう点では、この検診は非常に大事だと思うのですけれども、収入の低い方は、やはりなかなか

受けづらいということもありまして、町でのその対策がこれからも２年に１度ではなくて、毎年検診

を受ける手だて、こういうことも必要ではないかというふうに思っております。 

  それと、骨粗しょう症なのですが、これは集団検診から外されているということなのですけれども、

それで受診率やなんかは、町としてはきちっと集計されていないということだと思うのですけれども、

最近、高齢化になっていくにしたがいまして、骨折ですとか、寝たきりですとか、これはその一つの

要因として骨粗しょう症が挙げられると思うのです。それで、町としてもやはりしっかりと対策も考

えて検診も受けていく、そういう手だてもきちっと啓蒙とか、そういうことで必要ではないかと思う

のですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（菅 好弘） 今、二つ乳がんと子宮がん、骨粗しょう症とありました。私は、健康につい

ては、これは性差関係なく、自分の体は自分が守ると、こういう意識というのが、まず大前提にない

と、受診率というのは上がっていかないのではないかなという気がします。そのような意味で、広く

町民に対しては、検診を受けていただけるように周知をしていきたいと。 

  また、所得によって、なかなか受けづらいのではないかと、このようなことについても心配される

部分というのがあるわけなのですけれども、できるだけ料金については、ご負担が高くならないよう

に行っているつもりでございますので、その辺の状況も実態などもこれからいろいろと把握しながら

検討は、させていただきますけれども、まずは自分の体は自分で守ると、この意識を高めていただけ

るように取り組んでいきたいなというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（境谷美智子） 骨粗しょう症の部分でございますけれども、平成 13 年当時まで骨粗しょう

症の検診というのは、委託料が 3,500 円、自己負担 1,000 円でいただいておりました。 

  骨粗しょう症というのは、ご存じのとおり骨密度の測定で、私たちは、その高い委託料を払った検

診よりも、健康教育とか指導事業を充実させることで、この骨対策をしていこうという判断で、とい

うのの一つに町長に答弁もしていただきましたとおり、町内の病院でより精密な機械を入れた専門病

院ができましたので、そちらのほうで自己負担が 1,000 円ちょっとでできるということもありまして、

検診をするなら、骨密度をはかるならそちらではかってください。ただし、骨密度をはかっても、そ
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の密度がそこから何かをしたからよくなるということではないので、よりよく骨密度を高いまま保つ

ための事業に力を入れていきたいということで変更していっております。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 自分の体は自分で守る、これは当然のことなのです。ですから、その守るために、

では行政としてどうするか、そこのところを私は手だてを講じることが必要ではないかという立場で

質問をしているわけです。 

  ですから、今、骨密度の検診ですか、それもそういう手だてを行っているということは、ちょっと

知りませんでしたので、周知をきっちりしていただくということが必要ではないかなと思います。 

  また、子宮がん、乳がんですが、やはり検診率も上げていくということでは、早く発見すれば、今

治っていく病気というふうに言われていますし、そして医療費も早く発見すればかからないわけです

から、家族のことですとかそういうことも考えますと、早期発見、早期治療が必要だということで、

やはり検診率も上げていくことが必要ではないか。クーポン券が利用できなくなったときのその受診

率も下がるという心配もありますので、その手だても必要ではないかということで、私は質問してい

ますが、お答えをいただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（境谷美智子） 確かにそのとおりだと考えております。 

  クーポンに関しましても年度ごとにできるだけ受けていただけるような通知ですとか、各種団体、

PTA のお母さんとか、そういう方たちへのチラシの配布ですとか、できる限りの対策をとりながら現

在実施しています。託児に関しても、うちではお母さんたちを主体にしたいろいろなサークルがある

ので、若い方の検診、子宮がん検診を受けていただくということで、託児も始めておりますし、そこ

で 20 代の方の検診の率は、比較的上がってきているという事実もあるので、この辺確認させていただ

きながら、さらによい手だてを考えていきたいと思っております。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 次に、③に若い世代に対する性教育や医療機関による相談活動、この点について

質問をさせていただきます。 

  今、町長のお答えの中では、幕別高校と江陵高校で実施しているということでした。こういうこと

をしっかりと、今、性に関する情報がいろんなところではんらんしておりますが、正しい情報という

のは、本当に必要だと思っております。 

  そういう点で、高校で実施されているということですが、これが十勝管内では芽室中学校、池田中

学校で性の講演会、それは総合学習の中だと思うのですけれども、保健所の保健師さんが講演に来て

実施しているということなのです。そういう点からでも高校で実施しているということですが、今、

低年齢化しているということもありまして、幕別町の中学校でも、やはりそういう講演会をしていく

ことが必要ではないかと思っておりますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） ご指摘のとおり低年齢化をしているというのは、実態としては承知しておりま

す。そのような観点から、芽室あるいは池田さんのように中学校の授業の一環として取り入れていく

ことについては、検討をさせていただきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） ぜひ早急に実施していただくことを求めていきたいと思います。 

  次に、DV の関係なのですが、この点では、今、相談はことしに入って１件あったというお答えです

が、これはなかなか表に出てこないものでもありますが、十勝総合振興局の調査では、年々その件数

がふえてきております。これは、十勝全体ですが、幕別で何件という数字は出ておりませんけれども、

ちなみに平成 19 年度が 84 件、平成 20 年度が 122 件、21 年度が 130 件、22 年度が 154 件と、年々そ

の相談件数もふえてきております。ですから幕別町でもその相談件数はなくても内在していることが

あり得ると思います。 
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  そういう点では、手だてとしてはどうするかということは、やはり啓蒙活動とか、きちっとそこを

知らせていくということで、その手だても行われているということなのですが、やはりこれは、それ

が DV だと気づかない場合もあるわけなのです、お互いに男性も女性も。そこが難しいところだと思う

のですが、そこがしっかりと認識できるような手だても必要です。そのための手だても行っていると

思うのですけれども、これからも啓蒙、啓発、これはしっかりと行っていかなければならないと思い

ます。 

  これは、暴力だけではなくて、言葉ですとか、これは精神的暴力と言われておりますが、そういっ

た性的暴力もこれも一つの DV になるということで、お互いに気づかないでいるという場合もあります

ので、そういうところもしっかりと手だてをとっていくことが今後ますます必要だと考えております

ので、そういう点もこれからもきちっと手だてをとっていただきたいと思います。 

  また、この DV は子供の虐待にもつながる可能性がありますので、ここはもうしっかり若い世代から

も高齢になってからも、この調査によりますと相談があるという、年齢的な相談というのもこの資料

の中でありますので、これはどんな世代にもあり得ることなので、これからも引き続き、そういう啓

蒙活動を行っていっていただきたいと思います。 

  次に、これは学校における男女平等教育ということでは、これは教育の現場では、しっかりそれは

行われているのだというお答えでした。これは、教職員がその学校の中で、きちっとした位置づけを

持って対応していかなければ、またこの幕別町で行われていても、ほかの学校に行ったらばどうなの

かということも考えられます。ですから、教職員に対する研修をしっかりと行っていくことも必要だ

と思っております。 

  それと同時に PTA の研修とかそういうところでも男女共同参画とはどういうことなのかということ

も学習も必要だと思っておりますけれども、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 金子教育長。 

○教育長（金子隆司） 学校内でのことにつきましても、ふだんから職員会議等の中でも指導が行われ

ているというふうに思っていますし、子供たちについては、特別にその教科を持つというようなこと

はありませんけれども、いわゆる全教科を通じての指導の中で行われていると。 

  ただ当たり前のように感じて忘れがちになるというか、関心が薄れるというようなことがしばしば

あります。そういうことからいいますと、いわゆる男女平等の観点、そういった視点でいろいろな事

象を見直すことも必要であるという現場の認識も持っております。これは校長会、教頭会なども通し

まして、絶えず原点に帰る、そういう姿勢が大事だということについては、お伝えをしているところ

であります。 

  あと PTA の研修会等については、そういう題材、講演課題などをつくりまして、取り進めていくこ

とについては可能だろうというふうに思いますので、検討はさせていただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 次、参画条例の制定をということなのですが、町長のお答えでは、「男女共同参

画社会の実現に関しては、地方公共団体が単独で実施することは難しいものであり」とお答えになっ

ております。 

  また、「条例制定に関しては、必要性も含めた研究をしてまいりたい」と、このようにお答えにな

っておりますが、その必要性も含めた研究、このこと私非常に大事な部分だと。必要でないと考えて

いるのか、必要だと考えている、この点も前回に私質問をしているのですが、そこでは必要性も含め

てということは、お答えになっていないのです。ということは、トーンダウンしているのではないか

と思うのですが、その点はいかがですか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） これ６月 29 日付の勝毎があるのですけれども、「進まぬ男女共同参画」と。先ほ

ど言いましたように管内計画を持っているのと条例を持っているのは４市町村だと。これ、国の基本

法では都道府県は計画を策定しなさいと。市町村は義務目標、努力目標である。いわゆる努力義務が
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あるという状況で、中にはつくろうと思ったけれども、町民の反対でできなかった町もあると、そう

いったこともあって、今いろいろ研究をしているわけですけれども、答弁で言っている前回が必要性

云々ではなくて、今回必要性について字句を入れたというのは、逆に前向きに条例の必要性を含めて

検討していこうということですから、マイナスという意味では、決してないつもりです。 

  大体大方の町村の意見としては、やっぱりそういう方向にいくのだろうと、制定していくというよ

うな方向にいくのだろうというふうには思っておりますけれども、私どもが今言ったような状況を踏

まえながら、その必要性についての十分検討をしながら対応をしていきたいというふうに思っており

ます。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 町長も同じ資料を持っていると思うのですけれども、ここでは芽室町ではその条

例を制定して、ここでは審議会などで委員の女性を積極的に採用する。そして、ここが私大事だと思

うのですが、町の政策や町民に対するアプローチ方法など、行政の意識が変わった。私ここが非常に

大事だと思うのです。ですから、そういう条例をつくっていく段階、そしてそれを実施してからの芽

室町の自治体の意識、行政の意識が変わった。ここが私非常に大事だと思うのですけれども、そうい

う点について、町長はどのようにお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） もちろんまちづくりを進める上で、女性の立場、女性の意識というものが反映さ

れることが望ましい、これは先ほども申し上げたとおりですし、もう一つ、私はこの記事の中で、士

幌町が毎年女性サミットを開いているという、この辺はなかなかユニークで、まちづくりをする中で

そうした女性の声が行政に直接聞かれるのかなと、そのような思いもしております。 

  いろんな事例なんかもこれからも参考にさせていただきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） 前向きにということで、ぜひ実現させていきたいと思っているところですが、今

回の東日本大震災で、ここで女性の役割が非常に力を発揮しているという事例も報告されているので

すけれども、ここでは仙台市なのですが、指定避難所になっていない施設で、乳幼児を抱えたご夫妻

ですとか、お年寄りのための臨時の避難所を立ち上げて、それから必要な物資を持ち寄り、支援を続

けたというのですが、なぜそれができたかというところなのですが、これは日ごろから女性の視点で

防災宣言をつくるなど、積極的な取り組みを展開してきた女性たちが、その中心になったというので

す。ですから、緊急なときには、いきなりそういうことはできないと思うのです。積み重ねがあった

ので、女性たちが、何が必要かということを臨機応変に対応できたということだと思うのです。これ

は、やはり日ごろの積み重ねがあったからこそ、そういうことを実際に緊急なときに対応ができたと

いうふうに私は思います。 

  そういう点でも、やはり男女共同参画、これが条例ができていることによりまして、それが緊急の

ときに迅速に対応できるというふうに考えておりますので、もう一度になりますが、期限を決めて、

いつぐらいまでにこれを具体的にしていきたいと考えているのか、その点をお答え願いたいと思いま

す。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 特に来年３月に条例化しますなんていうそこまではまだ我々は考えておりません

けれども、これから十分、先ほども申し上げましたように、他町の事例なども調査しながら対応して

いきたいというふうに思っております。 

○議長（古川 稔） 野原議員。 

○16 番（野原恵子） この男女共同参画条例の制定をということは、私が議員になってからもう何回も

質問もしておりますし、先輩議員も質問もしております。何年もかかってこの制定をという、条例を

ということを質問しているのですが、それが実現に至っておりません。ということは、やはり町長が

どのようにお考えになっているのかということも問われると思うのですが、早急にこれを実現に向け
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ていくことによって、幕別町のまちづくりに大きな力を発揮できる、そういう立場で私たちも臨んで

いきたいと思いますので、期限を決めてというところでは、期限はお答えできないということなので

すが、なるだけ早い時期に条例を制定していただきますよう、このことを要望したいと思います。 

  以上で質問を終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、野原恵子議員の質問を終わります。 

  この際、13 時まで休憩いたします。 

 

12：00 休憩 

13：00 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、中橋友子議員の発言を許します。 

  中橋友子議員。 

○15 番（中橋友子） 質問を行わせていただきます。 

  十勝圏 19 市町村の広域消防運営計画につきまして、町民の生命と財産を守ることにつながっていく

かどうか、お尋ねをいたします。 

  国は、2006 年６月に消防組織法を改正し、消防の広域化推進方針を示しました。これに伴い十勝の

19 市町村においても広域化の議論が重ねられ、本年６月には、（仮称）十勝圏広域消防運営計画の素

案が提案されました。 

  これまでの議会での主な説明では、2016 年までに消防無線をデジタル化にしなければならず、市町

村単独では多額の経費が必要となるが、広域化によって負担が緩和される。広域化になっても幕別の

消防体制については、従来とほとんど変わらず、消防力が低下することはないという内容でありまし

た。しかし、それを裏づける財政計画も示されず、メリット、デメリットも見えないまま今日に至っ

ております。 

  一方、タイムスケジュールでは、９月に住民意見の取りまとめの段階に入り、10 月には広域消防運

営計画策定、12 月には十勝複合事務組合の解散決議の提案など決められております。住民に十分な説

明もないままスケジュールだけが先を行くようなことは、絶対あってはならないことと考えます。 

  東日本大震災の教訓から消防隊の活躍が大変大きく評価され、その上で、住民の顔が見える身近な

行政、消防組織の存在が、改めて見直されています。住民の生命と財産を火災や災害から守る大切な

消防のあり方は、住民最優先で議論され、理解と合意の上で充実、強化をさせていくその方向で、体

制もあるべき姿を進めていくべきと考えます。 

  以上の点から、次の７点についてお尋ねをいたします。 

  ①十勝圏広域連携推進検討会議において、広域化の議論は、現在どこまで進められているのか。 

  ②19 市町村の消防署員の充足率や消防車両、設備など配備状況に違いがあるが、どのように整備さ

れるのか。 

  職員の採用や配置はどのようになるのか。 

  定住は認められていくのか。 

  ③人員や消防車両についての配置基準が人口 30 万以上に変わることにより減尐となります。全国一

広い面積でどのように対応されるのか。消防力の低下につながるのではと考えるが、どうか。 

  ④財政シミュレーションの提示について。 

  町の財政負担は、広域化によってこれまでよりふえていくのか。 

  組合負担と消防団など町予算は、どのように変わっていくのか。 

  ⑤デジタル化について。 

  設置費用や維持管理費の負担は、どのぐらいになるのか。 

  デジタル周波の到来距離が短く、多くの基地局が必要と指摘されているが、どのように設置をされ
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ていくのか。 

  大災害や本部通信機能が不能となった場合の対処は、どうされるのか。 

  ⑥消防団との連携について。 

  ⑦消防の広域化は、市町村の自主的判断とされています。スケジュールの先行ではなく、十分な情

報の提供と議論の場の保障、住民の意見の反映の上、判断すべきものと考えます。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 中橋議員のご質問にお答えいたします。 

  「十勝圏広域消防運営計画について」であります。 

  消防は、昭和 23 年に地域に密着した市町村消防として発足して以来、消防関係者のさまざまな努力

の積み重ねによって、制度、施策、施設・設備等の充実強化が図られ、火災の予防や消火はもとより

救急・救助活動から地震や風水害等への対応など、広範囲にわたり地域住民の安全・安心の確保に大

きな役割を果たしてまいりました。 

  近年、急速な高齢化の進展の中、大規模地震や局地的豪雤など、複雑多様化する災害等から地域住

民の生命と財産を守る消防の責務は、ますます大きなものとなってきており、消防は寄せられる期待

と信頼にこたえるために、社会環境の変化に適切かつ機敏に対応できる体制を整備確立することが求

められております。 

  しかしながら、人口減尐社会を迎え、小規模な消防本部においては、要員の確保や資機材の整備に

限界があるため、災害発生時の動員力が十分であるとはいえない場合が起こり得るほか、高齢化に伴

い、増加する救急需要に対する適切な対応や要望査察、火災原因の調査等、より一層高度化・専門化

する予防業務への対応などが十分とは言えない状況が起こり得るのではないかという懸念が指摘され

ており、その課題解決に向けて、十勝 19 市町村は、消防の広域化の検討協議を進めてまいりました。 

  ご質問の１点目、「十勝圏での広域化の議論の経過について」であります。 

  これまで、十勝 19 市町村は、平成 20 年８月から十勝支庁の参加をいただき、「十勝圏広域連携推

進検討会議」を発足し、翌 21 年４月に十勝圏複合事務組合内に設置した「消防広域推進室」が中心と

なり、広域化に向けた協議を行ってまいりました。 

  平成 22 年１月には、「十勝圏消防の広域化に関するおおまかな方向性」を確認し、その後、住民意

向調査を始め、行財政、職員といった亓つのワーキンググループにおいて調整案の検討がなされ、本

年２月の「消防広域化に向けた検討課題の調整案（骨格）」を踏まえて、５月に「（仮称）十勝圏広

域消防運営計画（素案）」いわゆる計画策定のためのたたき台が示され、市町村間で検討協議を行っ

ているところであります。 

  その後、財政運営面において、本部経費の一部を除き、消防施設等の整備や管理運営に要する経費

について、実質的にそれぞれの市町村で負担するいわゆる「自賄い方式」の継続を希望する意見が多

数出されましたことから、８月 10 日に十勝圏複合事務組合市町村長会議において、次の４項目が確認

されました。 

  一つ目は、平成 25 年１月１日に広域消防をスタートし、ブロック体制を廃止し、本部機能を帯広市

消防本部に集約させること。 

  二つ目は、スタート時の消防体制は、現状のまま継続させること。 

  三つ目は、高機能指令センターは、帯広市が先行し、後に広域化整備を図ること。 

  四つ目は、平成 28 年までに消防無線のデジタル化を図ること。 

  以上の４点を確認したところでありますが、平成 21 年４月に自賄い方式で発足されました富良野広

域連合消防本部における現状の問題点等にかんがみ、「自賄い」の各事項について、「解消する」と

いう意思統一を確認する必要があるとの判断に至り、現在この方向性で協議をしている段階でありま

す。 

  今後は、消防救急無線のデジタル化整備について、平成 28 年６月の供用開始に間に合うよう先行的
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に検討すること、自賄い方式を構成する職員体制、採用と人事、施設設備の整備といった一つ一つの

項目について、解消の是非と解消時期について検討すること、これらを基本に協議を進めていくこと

といたしております。 

  ご質問の２点目、「消防力の整備と職員の採用等について」であります。 

  「（仮称）十勝圏広域消防運営計画（素案）」におきましては、消防署等に関して、「地域におけ

る消防サービスを維持するため市町村に所在する署所については、現在の位置において現状のまま引

き継ぎ、広域化後の署所とする」とし、二つ目には人員配置に関しては、「職階、年齢構成や資格要

件などを考慮した安定的な組織づくりを行い、業務量や部隊の活動状況に応じた適正な職員配置を図

る」としております。 

  また、三つ目に、消防施設整備に関しては、「耐用年数などを踏まえ計画的な整備に努めるため整

備計画を策定する」とし、四つ目には、職員の採用等に関しては、「採用事務の効率化に努めるとと

もに、職員の確保及び給与等採用条件の統一化に向けて事務の一元化を図る」としております。 

  以上のように「素案」には盛り込まれておりますが、前段申し上げましたように現在、「自賄い方

式」の解消に向けた協議を行っているところであり、19 市町村間において、これら確認には至ってい

ない状況にあります。 

  また、職員の定住についてでありますが、消防職員が、所属する消防署の管轄区域内に居住するこ

とは、住民の安心感の確保や地域コミュニティでの役割などにおいて、大変重要な意味を有している

ものと考えられますことから、どのようなあり方が望ましいのか、引き続き検討していくことが必要

であると考えております。 

  ご質問の３点目、「広域化後の消防力について」であります。 

  総務省消防庁は、市町村が火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務、人命の救助、災害応急対策、そ

の他の消防に関する事務を確実に遂行し、消防の責任を十分に果たすために必要な施設及び人員につ

いて、「消防力の整備指針」を定め、市町村は、この指針を目標として必要な施設及び人員を整備す

るものとされております。 

  「消防力の整備指針」は、市町村が目標とすべき消防力の整備水準を定めたものでありますが、施

設の指針として、人口１万人以上の市街地と人口 1,000 人以上１万人未満の準市街地ごとの署所と消

防ポンプ自動車の数を始め、はしご自動車、化学消防車、救急自動車、救助工作車、指揮車の数を定

め、二つ目には、人員の指針として、消防ポンプ自動車などの車両ごとの搭乗員等や通信員、予防要

員の数を定めております。 

  広域化に合わせて、十勝圏としての常備消防力の配置基準を定めることとなりますが、素案におき

ましては、「地域における消防サービスを維持するため、市町村に所在する署所については現在の位

置において現状のまま引き継ぎ、広域化後の署所とする」としており、現行の施設、車両、出動態勢

を維持する水準を設定するものであり、消防力の低下につながるものとは、ならないものと考えてお

ります。 

  また、現行におきましては、市町村の区域を管轄区域として消防活動等を行ってまいりましたが、

広域化後は、消防・救急活動などにおける出動範囲は、災害現場から最も近い署所が対応するなど、

弾力的な出動態勢を構築することにより、住民サービスは向上するものと期待をいたしております。 

  ご質問の４点目、「財政シミュレーションについて」であります。 

  素案におきましては、「広域化後の常備消防に要する経費のうち、投資的経費を除く費用について

は、人口、面積等を反映した消防財政の統一的基準である普通交付税の「基準財政需要額割」と各市

町村独自に基準財政需要額を上回る経費を支出してきた実態を反映させた「消防需要割」の二つの算

定により負担する方向で検討をする」としておりますが、申し上げましたとおり、現在、自賄い方式

の解消に向けた協議を行っている最中でありますことから、財政シミュレーションにつきましては、

前提となる条件が確認された後にお示しをさせていただきたいと考えております。 

  また、非常備消防であります消防団につきましては、火災予防運動など地域に密着した多様な行動



 - 26 - 

を行っており、地域の歴史や今後の消防団と市町村の協議・調整の上、整備・充実が図られてきた経

緯を踏まえ、広域化の対象外とされておりますことから、広域化後におきましても従前同様、市町村

ごとに予算を編成していくものであります。 

  ご質問の５点目、「消防救急無線のデジタル化について」であります。 

  住民の安心・安全を確保する消防救急活動において、消防本部と消防隊、救急隊との間を結ぶ消防

救急無線は、消防本部の管轄区域内における事故や災害対応はもとより、市町村間の相互応援などの

活動にとって必要不可欠な無線通信網として運用されております。 

  現在の消防救急無線が使用している周波数帯（150 メガヘルツ帯）は、警察及び電気ガス事業者等

でも使用しておりますが、空き周波数がない状態で、新たな電波割り当てが極めて困難な状況となっ

ており、救急活動件数の増大や大規模災害時の対応、また今後予想される動画電送等のデータ通信に

対して、十分に対応することができないと考えられております。 

  このような中、国は、電波の有効利用と消防活動の高度化の観点から、デジタル化（260 メガヘル

ツ帯）を推進することとし、アナログ方式の消防救急無線は、電波法に基づく周波数の割り当て計画

によりまして、使用期限が平成 28 年５月 31 日までとされたところであります。 

  このことから、消防無線のデジタル化は、十勝圏の消防が広域化するか否かにかかわらず、期限ま

でに整備しなければならないものでありますが、前段申し上げましたように消防救急無線のデジタル

化整備について、平成 28 年６月の供用開始に間に合うよう先行的に検討することとしておりますこと

から、設置費用等につきましては、現在お示しできる状況にないことをご理解いただきたいと思いま

す。 

  次に、デジタル化による電波の伝搬距離についてでありますが、デジタル化に際し、周波数帯が 150

メガヘルツ帯から 260 メガヘルツ帯に移行することにより、同じ出力で電波を送信する場合、一般的

に周波数が高くなるほど電波到達距離は短くなることが予想されますが、消防庁によりますと、電波

伝搬距離は、必要に応じた補正技術を活用すれば、260 メガヘルツ帯デジタル方式が 150 メガヘルツ

帯アナログ方式と遜色がないことを確認したとのことであります。 

  十勝圏におきましても、アナログ無線の電波エリアをカバーできるとする他管内での先行調査の事

例などを踏まえて、平成 24 年度に実施予定の電波伝搬調査の結果をもとに整備を進めていくことにな

るものと考えております。 

  次に、大災害時に本部通信機能が不能となった場合の対応についてでありますが、現在十勝 19 市町

村が協議を進めております消防の広域化は、まさしくいかなる災害にも迅速かつ機敏に、そして的確

に対応可能な消防組織の構築を目指しているものであり、現在の帯広市消防庁舎を消防本部とし、携

帯電話を含めた 119 番通報受付から災害地点の特定を可能とする高機能指令センターの整備などによ

り、住民の安心・安全を確かなものにしようとするものでありますが、いかなる不測の事態にも対応

し得るよう、東日本大震災においても効果的であった衛星携帯電話の活用などについても、協議を進

めてまいらなければならないものと考えております。 

  ご質問の６点目、「消防団との連携について」でありますが、消防団の歴史は古く、ちょっと時代

劇的ですけれども、江戸時代８代将軍徳川吉宗が命じて、町火消し「いろは組」を設置されたことが、

今日の消防団の前身であると言われております。 

  本町におきましても、消防の歴史は古く、明治 37 年、猿別市街に私設の「幕別防火組合」の設立に

始まり、明治 45 年には公設の「幕別消防組」と名を変え、大正 10 年に札内に私設の「札内火災予防

組合」が組織され、昭和 14 年の「幕別警防団」を経て、終戦後の昭和 22 年、「幕別消防団」として

再発足、昭和 46 年には東十勝消防事務組合が設立され、昭和 50 年４月から消防団事務が組合に編入

され現在に至っております。 

  国の広域化に関する指針において、消防団は、火災などの災害活動のほか、地域に根ざしたきめ細

やかな火災予防運動や応急手当の普及指導など、地域に密着した多様な行動を行うことから、広域化

の対象外とされており、この考えを受け、現在、協議されております広域消防計画素案におきまして
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も、広域化の対象外とし、広域化後に市町村ごとに条例等を整備することとしているところでありま

す。 

  災害が大きければ大きいほど、発災直後の初動期における地域住民相互の助け合い、人命救助や初

期消火への努力が被害の軽減につながることになります。 

  阪神・淡路大震災におきましても、消防団は、消火活動、要救助者の捜索、救助活動、給水活動、

危険箇所の警戒活動など、幅広い活動に従事されました。 

  広域化後におきましても、消防団活動の重要性に変わりはなく、大規模災害時における住民の避難

誘導や水防活動などに関する活動は、町長の実働部隊として、常備消防との関係では、火災防御や救

助活動、火災予防等の活動は、消防長、署長の管理により、従前同様の円滑な連携が図られるよう取

り組んでまいらなければならないものと考えております。 

  ご質問の７点目、「情報の提供と住民意見の反映について」であります。 

  消防の広域化は、国の「市町村の消防の広域化に関する基本指針」を受けて、北海道が定めた「北

海道消防広域化推進計画」におきまして、業務運営面、人事管理面、財政運営面での課題を解決し、

消防体制の整備・確立のため、市町村は、平成 24 年までを目途に広域化の実現に努めなければならな

いとしており、この方針に基づき、現在、各般にわたり 19 市町村において協議を進めているところで

あります。 

  平成 25 年１月を目途に置き、協議を進めておりますが、ゴールが決まっているからスケジュール先

行で議論をしているものではなく、前段申し上げましたように、現在は大きな課題である「自賄い方

式の解消」の方策に関して協議を進めているところであり、市町村間の協議が整った段階で、議会に

お示しをするとともに、パブリックコメントなどにより住民の方々もご意見をいただく機会を設ける

こととしておりますので、ご理解を願いたいと思います。 

  以上で、中橋議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） それでは、再質問をさせていただきます。 

  まず、①からでありますが、この消防の広域化につきましては、北海道では、現在 63 ある組織を

22 にしていくということで、その中の十勝は、一環として進められているというふうに聞いておりま

す。しかし現実には、この議論は進んでいるところがほとんどなくて、成就したのは、昨今新聞をに

ぎわせておりますが、富良野広域連合だけで、あとはその次に続いているのが十勝ではないかと聞い

ています。裏返せばそれだけ難しい課題であるのだなというふうに思いながら、しかし６月にはあの

ような素案が出されておりますし、私たち議会人としてもきちっと責任を持った判断をしていかなけ

ればならない、その場が 12 月ということで定められているということになれば、この定例会できちっ

とお尋ねしていくことが、やはり大事なことだと思って、今回は議論の内容が十分絞られていないと

いうことを踏まえながらもお尋ねをさせていただきました。 

  そこで、まず今のお答えの中の１点目で、どこまでお話が進んでいるのですかということなのです

けれども、町長のお答えでは、四つ、ここの項目が８月 10 日に確認をされて進めているのだというこ

とで、一つはブロック体制を廃止して、25 年１月１日にスタートをさせるということです。これは、

当初のスケジュールと変わらないですね。 

  二つ目は、スタートのときの消防体制は今のままだと、これまでのお答えと同じです。 

  それから、高機能指令センター、これは帯広が先行するということは、今回初めて示されました。 

  それから、28 年度までにデジタル無線化、これも法の期限がそこにありますから、これも当然のこ

とだと思います。そこで、結局私たちから見たら、この計画そのものは、物すごいタイムスケジュー

ルからいって、いわゆるおくれているといいますか、スケジュールどおりに進んでいないというふう

に思います。ところがここでも再度 25 年１月１日に一応そこで集約させるのだというふうに、今スケ

ジュールがあって決めているのではないといいながらも、着地点は、やはり同じところに置かれてい

るという点で、そこで町長どのような考えで臨まれているのかということが一つです。 
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  まず、先にそこを伺います。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 25 年１月にスタートして、実質は 25 年度からということなのですけれども、い

わゆる国の財政支援がこの 25 年度が限度だということが、いわゆる広域化するために国の財政支援を

受けるための一つの期限がここで１月だということで、目標に進められてきたわけですけれども、今

おっしゃられたようにたくさんの課題が残っていますから、本当に１月になるのかどうかということ

は、これから協議の中で変わっていく可能性も当然あるわけですけれども、ただ今言った 25 年１月を

目標にしてきたのは、今言う国の財政支援を受けるためにやると。 

  デジタル化は、これ文句なしですから、それ以上延ばすとかということには、恐らくならないので

すから、前段優先して、まず取り組んでいこうというようなことであります。 

  そして、ほかのところも進まない、これはやっぱり一例ですけれども、北海道でも例えば小さな島

があって、島の町の消防は、うちらは火事になったって、どこから助けに来てくれるのだって。それ

なのに向かいの市で、はしご車買うときに、おれたちまで負担金とられるのではないか、こうなって

くるとお互いがメリット、デメリットを出し合ってしまって、協議をしていると、なかなかこれ進ま

ないのが現実であります。 

  それから、私どもは、最初広域化を進めるのですから、十勝１市 18 町村それぞれの意見はありなが

らも、メリット、デメリットもありながら一つずつ解決しながら広域化に向けて議論を進めていこう

ということで、スタートしたわけですけれども、おっしゃるように総論賛成でも各論に入ってくると

反対というようなところが出てきて、今こういうような状況にあるということなのですけれども、実

は、これ副町長部会がほとんど今担当して中心にやっていますので、詳しいことは、副町長からまた

答弁させていただきますので、現状はそのような状況であります。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） それでは、一番ネックとなっていますその自賄い方式、これが特に富良野の事例

を受けた後で、これは解消しなければならないということで、そこでの議論が非常に難しいことにな

っているということなのですが、幕別町としては、この自賄い方式について、どのような見解を持っ

ていらっしゃるのですか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 今一番ネックになっている自賄い方式でありますけれども、この自賄い方式と

いうのが、今、私どもが所属している東十勝消防事務組合の自賄い方式、あるいは南十勝ですとか西

十勝ですとか、それぞれのまだ組合の中でも方式が違うという問題点があるのです。当然、広域化す

るということは、これ国からも北海道からも示されていることではありますけれども、自賄い方式を

解消して、消防組織自体が本当にみずから動きやすい組織をつくり上げていこうということで、この

広域化を目指しているものでありますから、幕別町の立場としては、自賄い方式は解消していくこと

が必要であろうというふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） そこで、結局その財政問題がずっと最後までの課題としてかかわってきますので、

質問は２点目に入らせていただきます。 

  その自賄い方式がどんなふうに影響していくかということも、ぜひ私たちにわかるように答弁をい

ただきたいと思うのですが、具体的に今の幕別町は東十勝消防組合ですから、本部経費についてはき

ちっと負担金を出すと。そして、ここの職員の経費、幕別町の消防署にかかわるお金については、う

ちで全部出していますね。これがいわゆる自賄い方式。自賄い方式がうまくない、この東十勝の中で

もやろうとしたら、それは全部拠出して、池田も浦幌も豊頃も全部職員のお給料から維持管理費全部

プールにしてやるということなのですけれども、そうはしてこなかった。 

  今度は、広域連合になって、自賄いを解消して、プールといいますか、それぞれの基準に応じた負

担をしていくということを主張されているのだろうと思うのです。 



 - 29 - 

  そこで、ではスタートラインに、今、各 19 市町村が立つのですけれども、それぞれの職員の充足率

だとか、消防力ですとか、すごい差がありますよね。こういう差をそのまま引き継いで、そしてそれ

ぞれが負担をする。そして協働、協力の関係にする。町長は、特徴的なお話として離島の話も出され

ましたけれども、いろんな矛盾が出てくる。これだけうちは負担しても支援はどうなのだとか、いわ

ゆるメリット、デメリットですね。そういうことを明らかにして選択をしていかなければならないと

思うのです。 

  ２点目ですが、これだけの違いがある消防力をどんなふうにきちっと整備されて配置してやってい

くのかということでありますが、具体的なお答えは、残念ながら入っておりませんでした。 

  これは、これから議論ということなのですけれども、私は現時点でも十勝全体の消防力については、

消防の車両であるとか、はしご車ですとか、ポンプ車ですとか、そういったところは、大体充足して

いるところが多いのかなと。郡部は、全部わかっているわけではありませんけれども、帯広を中心と

してそうだと。しかし人員については、幕別町については、実は私この質問を平成 20 年度にさせてい

ただきましたときに、80.9％とお答えをいただいているのです。十勝圏全体を見ても、100％にいって

いるのは、帯広市だけで、ほかはいっていないと。 

  そして、これ全国の数字を見ると、人員の充足率は 75％。だから結局今でも十分に人員の配置はさ

れていない、そういう中で広域化して、それがきちっと充足されるような仕組みになっていくのかど

うか。人がふやされて、本当に消防力を落とさないでやっていく体制になることが議論されているの

かどうか伺います。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 消防力の基準に照らした充足率でありますけれども、ご指摘のとおり車両につ

いては、十勝管内はすべて 100％であります。帯広市を除くほかの事務組合は、人員、水利とも帯広

市をかなり下回っておりますけれども、ただ消防庁が示します消防力の基準というものが、例えば１

万人ですとか５万人ですとかというその人口の区分によってされているものですから、本来の地形と

いいますか、その町の例えば道路状況ですとか、そういったものまでは判断されておりませんので、

それに合わせた消防力、本来のといいますか、実態に合った消防力の、例えば職員数なんかは、なか

なか把握しづらいのかなというふうには思っております。 

  ただ、現状の消防職員数が、では足りないのかといいますと、現状の消防職員数は決して足りない

というふうに私どもは思っておりませんので、消防力の充足率からいうと、確かに尐ないのですけれ

ども、現状で実働している消防職員は、ほかの町もそうですけれども、幕別町は足りているという考

え方をしております。 

  新たに広域化後については、当然消防力の基準もまた変わりますし、消防力の基準自体が３年ある

いは５年で変わってくるものですから、それに合わせた配置をしていきたい。ただスタート時につき

ましては、現状を維持するということは、現有車両、現状の人員、そういったものは、すべて現状の

ままスタートさせていきたいという考えでおります。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 充足率は 100％ではないが、実態としては間に合っているという言い方も変です

けれども、もうそういう状況だと。 

  そこで私この広域化にかかわりまして、平成 22 年６月に発表されました、昨年の６月、消防職員の

十勝管内のアンケート結果というのを見せていただきました。ここでは、やはりいろんな回答がある

中で、この消防の人数というか車両ということも含めて、消防力をどう思うかという意見で、４割の

方が、初動のときの職員数は足りないと感じていると答えられているのです。車両については、２割

程度いろいろありましたけれども、実際に人員については、初動で足りない。 

  というのは、いろいろ調べさせていただくと、特に火災ですけれども、初動のその働きが一番大事

だと。火災の連絡があって、火事そのものは、発生してから広がるまでの間は、６分間が勝負だとい

うような。ですから消防署の配置も 2.8 キロに１か所ということが決められてきたのだと。その背景
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は、６分ないし８分で到達できるようなそういうことを、つまり日本の消防というのは、本当にその

被害を広げないうちにきちっと力を発揮して災害を抑える、火事を抑えるということから築かれたと

いうふうに聞いていまして、ですから非常にすばらしいなというふうに思ったのですけれども、現実

に十勝の消防職員の方たちが、４割も初動のときの人数が足りないのだというふうに答えているとい

うことは、やはりここはきちっと協議会の中で、テーマとして議論をして充足させていく必要がある

のではないかというふうに思うのです。 

  それがどうかということと、それからこれ③と関連しますから聞きますが、今は幕別町は人口２万

7,000 人で消防充足しています。先ほどのお答えで、人員や基準については、１万以下、また１万以

上ということで言われましたけれども、例えばこの配置基準の中で、ころころというか、３年に１度

変わっているというので、確かではないのかなと思いながら 18 年、５年前の基準でいくと、消防車両

などは、10 万人以上 30 万人以上のところは 14 になっているのです。これは都会のことだとは思うの

ですけれども、こんなものがもし当てはめられるようなことになれば、全くその十勝の消防は、機能

しませんよね。 

  大体合併するときそうなのですが、スタートのときは全部認めますと、今あるものも確保しますと

いうのですが、徐々に徐々にその目標に向かわせられていくというような、財政支援が外れていくと

いうことも含めて、当初は手厚いものがあっても、そういう方向が見え隠れするというふうに思いま

して、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） まず、職員のことでありますけれども、それぞれの消防署によって勤務体系が

違うところがございます。２部制をとったり、３部制あるいは４部制というところもございます。当

然職員数が限られているわけですから、２部制の場合は、半分の人員が要るという、考えていただけ

ればよろしいですね。３部制の場合３分の１の人数が要るという消防署も実態としてはあるわけであ

ります。 

  そういったところは、例えば３部制、４部制をとっていると、１勤務当たり例えば５人、５人を下

回ることは絶対ないのですけれども、５人で勤務している場合の消防署もあろうかというふうに思っ

ております。そういったところの消防署につきましては、例えば火災ですとか救急とかがあった場合

に、初動体制に尐ないと感じているという職員がいることもあろうかというふうには理解をしている

ところではあります。ただ、新たに広域化しますときには、勤務体制そのものも統一をしていこうと

いう考え方でおりますので、初動体制、決しておくれることがないような体制を組みたいということ

で、検討を今している段階であります。 

  それと、消防力に照らしたことでありますけれども、消防力そのものがどちらかというと、北海道

は北海道の基準をつくっていただきたいというぐらいな、ちょっと特殊性、地域の特殊性であります

けれども、そういったものがあるわけでありますので、もちろん広域化をしたとしても、広域化十勝

全体の人数がその消防力の基準に当てはめられること、これはないというふうに考えております。そ

れぞれの市町村の職員によって、管轄する区域は十勝全体となるわけですけれども、もう言ってみれ

ばその市町村にある消防署については、その市町村内の人口をもとにして、消防力の基準は算定され

るものと考えております。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） もう一点違う角度からなのですが、北海道が示した全道、当時は 21 だったので

すが、消防本部を広域化していく素案の中の数値があるのですけれども、そこの車両ですとか人事配

置を見てみますと、十勝圏ではスタートの段階では、今このときには人口 35 万 7,000 というふうにカ

ウントされておりまして、職員数は 687、それからポンプ車、これが 28、それから消防署数が 41 とか

というふうに現状があります。 

  ところが、これが将来推計もちろんやっていきますよね。当然、今、人口減ということもあります

から。そうすると、この北海道では、将来推計 2030 年、今から 19 年後を出して、描いて、広域化し
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た場合こうなるよというのがあるのですけれども、そこでは実に消防の職員数は 551 人、今の８割な

のです。それから車両、救急車両も 77％、化学車だとかはしご車とか、はしご車は今帯広だけですけ

れども。職員も減るし、箇所数も減るのです。箇所数 41 から 34。こうなってきますと、この消防力

だけは、結局、よく人口が尐なくなったら学校なんか統廃合されて、そしてもう町に一つとかという

ふうになったりするのですけれども、しかし人が住んでいる以上は、やはり生命、財産を守らなけれ

ばならないというふうになると、そういう合理性だけではなくて、安全優先の配置だとか、署の置き

方とか、当然必要になってきますよね。 

  そうすると、こういった推計がされていって、このとおり進んでしまうと、先ほども言いました、

スタートの段階では、ちゃんとあるのだけれども、10 年たったら、あるいは 15 年だったらこうなっ

てしまうよということであれば、何のための広域化と、消防力を低下させないための広域化ではない

のかというふうに思いますが、どうですか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 北海道の推計で消防職員数が減るのは、恐らく通信員の関係だというふうに私

は理解をしております。通信員というのは、今、消防署ごとにそれぞれの緊急時の連絡を受けるよう

になっていますので、各消防署必ず通信員が最低１名は消防署ごとにいることになっておりますけれ

ども、これを広域化したときに、高機能指令センターを始めて、そこで集中して受けることになれば、

十勝管内でいくとおよそ 50 人から 60 人の人員が余るわけではないですよ、通信員勤務から外れると

いう考え方をしていただきたいのですけれども。その職員を今現状としては、通常の消防業務といっ

たらおかしいですけれども、要するに火災予防ですとか災害現場に行く待機要員ですとか、そういっ

た形に振り分けようというようなこの素案の中では、そういうふうにさせていただいているところで

あります。 

  ですから、将来的にその通信要員が例えば亓、六十人余ったからそれを不補充していくという考え

方は、今この十勝では持っておりませんで、当然 30 年後の人口推移は、また見ていかなければならな

いというふうに思っておりますけれども、現状を維持するということは、現状の消防署所は、これか

ら先もずっと残していきたいという考えで、検討をもちろん続けておりますし、現状の人数を減らす

という考え方では、今の私どもの検討の中では、減らそうという考え方はございませんので、ご理解

をいただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 減らすようなことがあっては、絶対ならないと思いますので、その点は代表とし

て行かれている副町長、ぜひ議論の場で、きちっと意思を表明していっていただきたいというふうに

思います。 

  同時に、今、通信員の話ありましたから、そのことが十勝毎日新聞に大きく掲載されたことがあり

まして、よく実情がわからなくて、実は消防の方のところに訪ねて、どういうことなのかお聞きして

きたのです。 

  そうしましたら、通信員というのが、ずれてはいないと思うのですけれども、通信員と専属に配置

されているのは帯広だけであって、幕別町の消防職員というのは、いわばスーパーマンで、通信もや

れば火消しもすると、救急車でも走るということだから、人員的に余るとかそういうことではないの

だということでした。 

  ですから、今の点もやはりもう尐し説得力のあるという、ごめんなさいね、その点も含めて提案を

していっていただきたい、このように思います。 

  時間がありませんので、次、行きます。 

  財政シミュレーション、そんなことで出ないのです。これは、本当に私たちは、やはり一つは、そ

の消防力を絶対低下させない。もう一つは、うちは今、平成 22 年度の決算で見ましたら消防費５億

7,000 万円、これが一体どうなるのか、ふえるのか減るのか、ここは見きわめるのが大事なところな

のです。可能なときに出してくださるということなので、それを待ちますけれども、その点もぜひ強
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調していただきたい。 

  次、デジタル無線化です。これは、平成 28 年度までに、もう法律が決まってしまいましたから、も

うやらざるを得ないということで進められていると思います。 

  そこで、このお答えの中にもあるのですが、いろいろとタイムスケジュールどおりにはいっていな

いが、デジタル化のほうだけは、先んじて取り組むよというニュアンスがありますけれども、それは

どんな方式で、どういうふうにされようということで議論されているのですか。例えば、当然私たち

は、本部は帯広だというふうに描けば、帯広に幕別町が委託事業として委任するといいますか、そん

な形で人を配置したりお金を出したりというようなことで進められようとしているのですか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） デジタル化の方向につきましては、今現在、中橋さんがおっしゃられたとおり

委託形式と、それから協議会方式、二つの方式、あるいはあとはもう単独でやるという方式しかない

ですので協議会方式というのは、協議会をつくった上で、協議会の規則なりを制定していかないと 19

市町村が一緒にやるということは、かなり時間もかかってしまいます。今、現状で考えられるのは、

帯広市消防本部に各消防本部が委託をするという方向で、今進めているところであります。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） このデジタル化につきましては、大変費用が多額にかかるということで、もちろ

んその設置費用についても同じ 20 年にお尋ねしたときに全体で、幕別単独でやれば 14 億円かかると。

しかし、みんなでやれば４億数千万円で終わるのだというお答えでした。ですから、そうなのかなと

いうふうに思ってきたのですけれども、これ設置費用だけではなくて、維持管理費等を考えると、先

に帯広がいろいろな調査されているのを学ばせていただいたら、例えば先に札幌ですね、進めている

ところは、デジタルとアナログの維持管理がデジタルのほうが２倍になるという、そういう試算も出

されているわけですよね。 

  それで、では機能はどうなのかというふうになると、これまた確かに容量は多くて早い。しかしデ

ジタル波は、先ほども 260 メガヘルツですか、それは今までの周波とは違うのだけれども、直線で走

っていて障害物に弱いということで、デジタルだけで対応できない部分は、NTT の無線ではなくて、

有線の回路を使ったりして、また補いながらやらなければならないということにもなっているのです。

ですから、そういうことを考えれば、経費はもっともっと膨らんでいくのではないかと思うのです。 

  それがどうかということと、それからもう一つ心配されるのは、障害に弱いだけに、北海道ではさ

きに JR の事故がございましたね。あのときにも大変な思いを被害に遭われた方はされたのだけれど

も、あのときのおくれの一つの要因が、無線が新得には届かなかった。だから厚生病院につながるの

が遅かったというのがありますよね。同じようにデジタルになると、もっとそれが厳しく、もっとと

いうか、そこは改善されないということが言われています。 

  そういうことを思えば、やはりデジタル化に進むに当たっても、相当慎重な財政シミュレーション

が要るというふうに思います。その辺はどんなふうに見てられるかということと、それから私たちは

本当は違ったのですけれども、デジタル化と広域化をセットで考えてきました、それが、その財政負

担尐なくなるということで。ところが、今はこういう事情もあって、デジタル化を先に進めるという

ことになれば、そこできちっとした 28 年に向かっての完結ができるのであれば、広域化については、

そうそう慌てなくてもいいのではないかというようなことも、そのお金の負担のことも含めて思うの

ですが、どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） デジタル化に当たっては、当然、維持経費もかかるわけですから、そういった

試算はこれからやっていかなければならないというふうに考えています。 

  なぜ、これからという言い方ですけれども、まずは来年度ですけれども、町長からの答弁にもあり

ましたように、電波がどこまで届くかというこの調査をまずやらなければ、基本計画そのものがつく

れないわけです。ですから、来年度の調査によって、どのくらいの例えばアンテナが何基必要で、ど
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のくらいの機材が必要でということが明らかになってくるようになりますので、その時点では例えば

維持経費ですとか、そういったものが試算できるようになろうかというふうに考えているところであ

ります。 

  現状でデジタル化の総額は、前にも答弁したとおりとほとんど変わらない今は試算しかできており

ませんので、ただ先行しているところにお聞きしますと、かなりデジタル化設備工事そのものも大分

下がっているというふうには聞いているところであります。ただ、それが十勝で幾らになるかは、ま

だ現状ではわからないということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 特殊な周波数だけに、無線を受ける機械も高くて、１機 100 万円もするとかいう

ようなことも聞いています。実際どうなるかわかりませんけれども、そういうのが全部配備されて、

そしてそれらの経費も含めてということになれば、今後のうちの町の負担というのは、どんどん大き

くなっていくのではないかということは感じ取ります。そんな点も十分明らかにしていただきたいと

いうふうに思います。 

  ６番目の消防団との連携でありますが、これは実は２番目のところの職員の定住問題にも絡んでく

るのですけれども、本当に消防団の活躍といいますか、これまで果たされた役割というのは、徳川吉

宗ではありませんけれども、私はやはりそういう努力をして、先人が築いたものを、ここでやっぱり

生かせるような仕組みをつくることが大事だと。職員の定住なども、今までは幕別町の消防は、東十

勝であってもここで完結していましたから、そして職員の採用、今もされていましたけれども、幕別

町に住むことが条件ですよね。ですけれども、今度はそうならない。 

  そういった場合にローテーション、恐らく広域の中で人がローテーションされていくのだろうと思

うのだけれども、そういう組織と、それから苦労してきちっとご奉仕いただいている消防団との連携

というのでは、今のような固定された組織との連携というよりは、やっぱり弱まってくるだろうとい

うふうに思うのです。その弱いという意味が、人とのかかわりというところに重きを置いてなのです

けれども。 

  ですから、そういうことも含めれば、定住のあり方などについても、何よりも定住については、や

はり火を消す、あるいは災難、救急にしてもそうですが、そこの地理に一番詳しい人たちがどれだけ

映像で送られ、どれだけ無線が早くても、やっぱりそこに行ってきちっと適切に事を処するというこ

となしには、生きないわけですから。そういう点では今までの定住のあり方というのは、本当に大事

だったと思うのです。お答えでも大事だというふうに書かれていますので、認められているとは思う

のですけれども、広域化になると、そこだって保障されるのかどうかという心配残っていますよ。こ

れだってちゃんとしていただかなければならないと思います。短くお答えください。 

○議長（古川 稔） 高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 消防職員の定住化につきましては、とても大事なことだというふうに私どもも

考えております。 

  また、これは私どもの町だけではなくて、ほかの町村でも職員が定住してもらうことが大事だとい

うふうなことで、その方向で検討させていただいておりますけれども、小さな消防署の場合、職員の

採用によってのバランス、バランスというのは、年代別バランスといいますか、そういったものが多

尐崩れているところがありますので、そういったところのことについて、要するに職員のバランスを

考えた職員配置、年齢別配置ですとか、そういったことについては、広域化後にはバランスのよい配

置をしていきたいなと、そういうふうな方向です。 

  ただ、職員が例えば帯広市から幕別町に転勤といいますか、消防署が変わった場合には、当然のよ

うに幕別町に住むところを定めていただきたいなというふうには考えています。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 私今回大きく７点、14 項目にわたってお尋ねしたのですけれども、現状の中で明

確にお答えいただいたのは３点かなというふうに思います。 
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  これ、こんな状況の中で、本当に人の命を預かる消防の広域化が進められていいのかという率直な

不安を持っています。 

  そもそもこの広域化は、小泉内閣時代の三位一体の構造改革の中で出てきて、うちはちょうどその

合併の問題でずっとやっていたときに、平成 18 年に合併成就をするのですが、その間ずっと並行して

やられてきたことですよね。そこには経済、やはり財政の削減、合理化というのがあるわけですから、

やはりこの道を選んでいくというのは、本当に厳しいものがあると。相当議論を深めてやることが大

事だと思っています。 

  それで、最後なのですが、富良野の教訓で、合併してしまってから議論しようというのは、もう本

当にやってはならないと。十分な議論と合意、19 カ市町村全部が本当に気持ち一つになれて、議会も

住民もそうですよ、そういうふうになって初めてスタートすべきものだということが鉄則として報道

されておりました。この点ではどのようにお考えですか。 

  そういうことを求めれば、スケジュールがおくれることだって私はいたし方ないと思うのですけれ

ども、どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） おっしゃるとおりに平成の合併が進められたときに、広域行政ということで、盛

んに言われました。第一番に滞納整理機構があった。次に広域消防だった。それが終われば国保、介

護だって、十勝は一つだ、十勝はグラウンドデザインをかけて、将来十勝１市を目指すのだ、こんな

思い、意気込みがこの広域行政にずっとつながって、今日に来ているわけです。 

  そんな中で、先ほど言いましたように絶対といっていいほどメリット、デメリットは、19 も町村が

あれば出てくるのは当然だというふうに思います。それらをどう乗り越えて、この広域行政を進めて

いくか、まさに今の我々が検討している課題だというふうに思います。これはおっしゃられるように

先に日程が決まっているということではなくて、十分論議を重ねていく必要は、私はあるのだろうと

いうふうに思っております。 

○15 番（中橋友子） スケジュールは、外れることがあっても、十分にしていただけますか。 

○町長（岡田和夫） はい。 

○議長（古川 稔） 時間です。 

○15 番（中橋友子） 終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、中橋友子議員の質問を終わります。 

  これで一般質問を終結いたします。 

  この際 14 時 15 分まで休憩いたします。 

 

14：00 休憩 

14：15 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

[付託省略] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  日程第３、議案第 51 号から日程第７、議案第 55 号までの５議件については、会議規則第 39 条第３

項の規定により、委員会付託を省略し、本会議で審議いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、日程第３、議案第 51 号から日程第７、議案第 55 号までの５議件については、委員会

付託を省略することに決定いたしました。 
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[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第３、議案第 51 号、平成 23 年度幕別町一般会計補正予算（第３号）を議題

といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 51 号、平成 23 年度幕別町一般会計補正予算（第３号）につきましてご

説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ１億 931 万 7,000 円を追加し、予

算の総額を歳入歳出それぞれ 138 億 1,910 万 8,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  それでは、初めに歳出からご説明を申し上げます。 

  補正予算書の６ページをお開きいただきたいと思います。 

  ２款総務費、１項総務管理費、11 目企画費 84 万 2,000 円の追加でございます。新庁舎建設に係る

基本構想の作成や基本設計時における参考とするため、道内外の先進地視察にかかわります旅費を追

加するものであります。 

  次に、２項徴税費、２目賦課徴収費 500 万円の追加でございます。 

  23 節、細節１の過誤納還付金でありますが、法人町民税の予定納税や所得税の更正に係る住民税等

の還付の必要が生じましたことから所要補正を行うものであります。 

  ３款民生費、１項社会福祉費、３目障害者福祉費 349 万 4,000 円の追加でございます。 

  13 節委託料につきましては、本年 10 月１日から障害者のグループホームやケアホームの利用に係

る家賃補助等の個別給付が導入されることに伴い、障害者福祉システムの改修が必要となりますこと

から、所要の補正を行うものであります。 

  23 節、細節１国庫支出金精算還付金及び細節２道支出金精算還付金につきましては、平成 22 年度

分の障害者自立支援給付費等、国や道の負担金の確定に伴います精算であります。 

  次に、６目老人福祉費 4,600 万円の追加でございます。 

  19 節、細節５の地域介護・福祉空間整備等交付金でありますが、社会福祉法人幕別真幸協会が依田

地区に建設中の地域密着型特別養護老人ホームに併設いたします施設内保育施設及び地域交流スペー

スの整備に係る交付金であります。これらの共生型地域交流スペースの整備に当たり、国の 10 分の

10 の交付金をもって助成するものであります。 

  ７ページをごらんいただきたいと思います。 

  ２項児童福祉費、１目児童福祉総務費 45 万円の追加でございます。 

  23 節償還金利子及び割引料につきましては、平成 22 年度分の子ども手当事務取扱交付金の確定に

伴います精算であります。 

  ４款衛生費、１項保健衛生費、５目環境衛生費 300 万円の追加でございます。 

  19 節、細節３の新エネルギー導入促進補助金でありますが、新エネルギーや環境問題への理解度が

高まる中、住宅用太陽光発電システムにつきましては、設置工事に係る費用の低下や売電単価の上昇

などの影響もあり、システムを導入する方が増加の傾向にございます。町といたしましても、新エネ

ルギーの導入を促進するため、当初 20 件の太陽光発電システム導入に係る補助枠をさらに 20 件拡大

し、合わせて 40 件分とするものであります。 

  ６款農林業費、１項農業費、２目農業振興費 1,654 万 5,000 円の追加でございます。 

  11 節、細節４の消耗品費につきましては、北海道の中山間地域等直接支払推進交付金の増額に伴い

ます事務費の追加であります。 

  19 節、細節 30 の地域づくり総合事業補助金（農業機械）でありますが、ジャガイモシストセンチ

ュウの蔓延防止対策の一つといたしまして、JA 幕別町が保有し、生産者へ貸し出ししておりますコン
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テナに付着した土からの伝播を防止するため、コンテナを殺菌する施設の整備を図るものであり、実

施主体となります JA 幕別町に対しまして、北海道の地域づくり総合交付金を受けて補助しようとする

ものであります。 

  ８ページになります。 

  ７款商工費、１項商工費、１目商工振興費 2,000 万円の追加でございます。 

  21 節、細節１の中小企業融資運用資金貸付金につきましては、本年６月補正予算において追加の議

決をいただいたところでありますが、運転資金の限度額の引き上げや金利低下による借りかえ等によ

り、融資の利用がさらに増加しており、要望額が貸付枠を上回る見込みでありますことから、必要な

融資を実施すべく所要の補正を行うものであります。 

  ８款土木費、２項道路橋梁費、３目道路維持費 1,000 万円の追加でございます。 

  15 節工事請負費でありますが、歩道・車道の補修及び雤水ます等に係る補修工事であります。 

  ９ページになります。 

３項都市計画費、４目公園整備費 11 万円の追加でございます。 

  23 節償還金利子及び割引料につきましては、発生物件の売却に伴いまして、平成 22 年度の国庫補

助金の一部を返還するものであります。 

  ９款消防費、１項消防費、２目非常備消防費 387 万 6,000 円の追加でございます。このたびの東日

本大震災により、多くの消防団員が公務中に被災していることにかんがみ、平成 23 年度に限り、市町

村が負担する公務災害補償の掛金を引き上げ、消防団員の公務災害補償の確実な実施を確保すること

とされたところであります。この改正に伴いまして、東十勝消防事務組合分担金に所要の補正を行う

ものであります。 

  なお、改正に係る市町村の負担増につきましては、特別交付税により措置されることとなっており

ます。 

  以上で、歳出の説明を終わらせていただきます。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。４ページまでお戻りいただきたいと思います。 

  15 款国庫支出金、２項国庫補助金、２目民生費補助金 4,600 万円の追加でございます。 

  歳出でもご説明したところでありますが、地域密着型特別養護老人ホームに併設する施設内保育施

設及び地域交流スペースの整備に係る国 10 分の 10 の交付金であります。 

  16 款道支出金、２項道補助金、２目民生費補助金 39 万 9,000 円の追加でございます。 

  障害者福祉システムの改修に係る北海道の障害者自立支援対策推進事業補助金であります。 

  次に、５目農林業費補助金 1,654 万 5,000 円の追加でございます。 

  １節、細節５の中山間地域等直接支払推進道交付金につきましては、事務費分の増額、細節 11 の地

域づくり総合交付金（農業機械）につきましては、JA 幕別町が保有するコンテナの殺菌施設の整備に

係る交付金であります。 

  20 款繰越金、１項繰越金、１目繰越金 2,637 万 3,000 円の追加でございます。 

  ５ページをごらんいただきたいと思います。 

  21 款諸収入、３項貸付金元利収入、７目中小企業貸付金元利収入 2,000 万円の追加でございます。

歳出でもご説明いたしましたが、中小企業融資運用資金貸付金の追加に伴います貸付金元金収入の追

加であります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。ありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 
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○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第４、議案第 52 号、平成 23 年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）から日程第

７、議案第 55 号、平成 23 年度幕別町個別排水特別会計補正予算（第２号）までの４議件を一括議題

といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 52 号、平成 23 年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に

つきましてご説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,720 万 1,000 円を追加し、予算

の総額を歳入歳出それぞれ 31 億 1,180 万１,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明申し上げます。 

  ５ページになります。 

  10 款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、３目償還金 1,720 万 1,000 円の追加でございます。平

成 22 年度の療養給付費等負担金及び出産育児一時金補助金の確定に伴います国庫支出金等の精算還

付金であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  ４ページになります。 

  ８款繰越金、１項繰越金、１目繰越金 1,720 万 1,000 円の追加でございます。繰越金でございます。 

  以上で、国民健康保険特別会計補正予算（第１号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、議案第 53 号、平成 23 年度幕別町介護保険特別会計補正予算（第１号）につきましてご説明

を申し上げます。 

  ６ページをお開きいただきたいと思います。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,671 万円を追加し、予算の総額

を歳入歳出それぞれ 17 億 8,293 万 2,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、７ページ、８ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明申し上げます。 

  10 ページになります。 

  ５款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、２目償還金 1,671 万円の追加でございます。平成 22

年度の介護給付費及び地域支援事業費の確定に伴います国庫支出金等の精算還付金であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  ９ページにお戻りいただきたいと思います。 

  ９款繰越金、１項繰越金、１目繰越金 1,671 万円の追加でございます。繰越金でございます。 

  以上で、介護保険特別会計補正予算（第１号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、議案第 54 号、平成 23 年度幕別町公共下水道特別会計補正予算（第１号）につきましてご説

明を申し上げます。 

  11 ページをお開きいただきたいと思います。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 13 万 6,000 円を追加し、予算の総

額を歳入歳出それぞれ 11 億 8,261 万 7,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、12 ページ、13 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明申し上げます。 
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  15 ページになります。 

  ２款事業費、１項下水道施設費、１目下水道建設費 13 万 6,000 円の追加でございます。平成 22 年

度の札内中継ポンプ場の設備更新における発生物件の売却に伴いまして、平成 22 年度の国庫補助金の

一部を返還するものであります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  14 ページになります。 

  ５款繰越金、１項繰越金、１目繰越金 13 万 6,000 円の追加でございます。繰越金でございます。 

  以上で、公共下水道特別会計補正予算（第１号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、議案第 55 号、平成 23 年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第２号）につきましてご

説明を申し上げます。 

  16 ページになります。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 123 万 2,000 円を追加し、予算の

総額を歳入歳出それぞれ１億 9,287 万 2,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、17 ページ、18 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  歳出からご説明を申し上げます。 

  20 ページになります。 

  ２款事業費、１項排水処理施設費、１目排水処理建設費 123 万 2,000 円の追加でございます。 

  15 節でありますが、一般国道 236 号中札内大樹道路工事におきまして、町の所有する個別排水処理

施設（合併浄化槽）が支障となりますことから、移転に要する工事費を補正するものであります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  19 ページになります。 

  ５款諸収入、１項雑入、１目雑入 123 万 2,000 円の追加でございます。支障物件の移転に係る国か

らの補償金でございます。 

  以上で、平成 23 年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第２号）につきまして説明を終わらせ

ていただきます。 

  あわせて、特別会計補正予算全体の説明も終わらせていただきます。よろしくご審議をいただきた

いと思います。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、４議案について一括して質疑を許します。ありません

か。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  議案第 52 号、平成 23 年度幕別町国民健康保険特別会計補正（第１号）は、原案のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 53 号、平成 23 年度幕別町介護保険特別会計補正予算（第１号）は、原案のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 
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  議案第 54 号、平成 23 年度幕別町公共下水道特別会計補正予算（第１号）は、原案のとおり決する

ことにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第第 55 号、平成 23 年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第２号）は、原案のとおり決

することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 

[休会] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  議事の都合により、明９月 15 日から９月 26 日までの 12 日間は休会いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、９月 15 日から９月 26 日までの 12 日間は休会することに決定いたしました。 

 

[散会] 

○議長（古川 稔） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

  本日は、これをもって散会いたします。 

  なお、議会再開は９月 27 日午後２時からであります。 

14：34 散会 
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第３回幕別町議会定例会 
 

議事日程 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

（平成23年９月27日 10時00分 開会・開議） 

 

     開会・開議宣告（会議規則第８条、第11条） 

     議事日程の報告（会議規則第21条） 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

     11 芳滝  仁   12 田口 廣之   13 前川 雅志  

     （諸般の報告） 

日程第２ 発議第８号 森林・林業・木材産業政策の積極的な展開に関する意見書 

日程第３ 発議第９号 軽油引取税の課税免除措置などの恒久化を求める要望意見書 

日程第４ 議案第58号 財産の取得について 

日程第５ 議案第59号 平成23年度幕別町一般会計補正予算（第４号） 

日程第６ 議案第50号 幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例 

（以上、産業建設常任委員会報告） 

日程第７ 陳情第８号 役場庁舎の分散設置を求める陳情書 

（庁舎建設に関する調査特別委員会報告） 

日程第８ 陳情第10号 「2012年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考を求め、地域や子どもの 

実態に応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書 

日程第９ 陳情第11号 「ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書」の提出を求 

める陳情書 

日程第10 陳情第13号 住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書 

（以上、総務文教常任委員会報告） 

日程第11 陳情第12号 「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書」の提出を求 

める陳情書 

（以上、産業建設常任委員会報告） 

日程第11の２ 発議第10号 2012年度「公立高等学校配置計画案」の撤回・再考を求め、地域や子ども 

の実態に応じた高校づくりを実現する意見書 

日程第11の３ 発議第11号 ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書 

日程第11の４ 発議第12号 住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める意見書 

日程第11の５ 発議第13号 原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書 

日程第12 認定第１号 平成22年度幕別町一般会計決算認定について 

日程第13 認定第２号 平成22年度幕別町国民健康保険特別会計決算認定について 

日程第14 認定第３号 平成22年度幕別町老人保健特別会計決算認定について 

日程第15 認定第４号 平成22年度幕別町後期高齢者医療特別会計決算認定について 

日程第16 認定第５号 平成22年度幕別町介護保険特別会計決算認定について 

日程第17 認定第６号 平成22年度幕別町簡易水道特別会計決算認定について 

日程第18 認定第７号 平成22年度幕別町公共下水道特別会計決算認定について 

日程第19 認定第８号 平成22年度幕別町公共用地取得特別会計決算認定について 

日程第20 認定第９号 平成22年度幕別町個別排水処理特別会計決算認定について 

日程第21 認定第10号 平成22年度幕別町農業集落排水特別会計決算認定について 
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日程第22 認定第11号 平成22年度幕別町水道事業会計決算認定について 

（以上、決算審査特別委員会報告） 

日程第23 議案第56号 公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

日程第24 議案第57号 教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第25 議員の派遣について 

日程第26 常任委員会所管事務調査報告 

（総務文教常任委員会、民生常任委員会、産業建設常任委員会） 

日程第27 閉会中の継続審査の申出 

（議会運営委員会） 

日程第28 閉会中の継続調査の申出 

(総務文教常任委員会、民生常任委員会、産業建設常任委員会) 
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会議録 
平成23年第３回幕別町議会定例会 

 

１ 開催年月日  平成23年９月27日 

２ 招集の場所  幕別町役場５階議事堂 

３ 開会・開議  ９月27日 10時00分宣告 

４ 応集議員  全議員 

５ 出席議員  （20名） 

   議 長 古川 稔 

   副議長 千葉幹雄 

   １ 小林純文   ２ 寺林俊幸   ３ 東口隆弘  ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵 

   ６ 岡本眞利子  ７ 藤原 孟   ８ 乾 邦廣  ９ 牧野茂敏   10 谷口和弥 

   11 芳滝 仁   12 田口廣之   13 前川雅志  14 成田年雄   15 中橋友子 

    16 野原恵子   17 増田武夫   18 斉藤喜志雄 

６ 地方自治法第121条の規定による説明員 

   町 長 岡田和夫          副 町 長 高橋平明 

   教 育 長 金子隆司          農業委員会会長 佐伯 満 

   総 務 部 長 増子一馬          経 済 部 長 飯田晴義 

   会 計 管 理 者 新屋敷清志         企 画 室 長 堂前芳昭 

   民 生 部 長 菅 好弘          建 設 部 長 高橋政雄 

   忠類総合支所長 古川耕一          教 育 部 長 佐藤昌親 

   総 務 課 長 田村修一          企 画 室 参 事 伊藤博明 

   地 域 振 興 課 長 佐藤和良          糠 内 出 張 所 長 湯佐茂雄 

   監査委員事務局長 鎌田光洋          学校給食センター所長 稲田和博 

７ 職務のため出席した議会事務局職員 

   局長 米川伸宜   課長 仲上雄治   係長 金田恭之 

８ 議事日程 

   議長は議事日程を別紙のとおり報告した。 

９ 会議録署名議員の指名 

   議長は会議録署名議員に次の３名を指名した。 

11 芳滝  仁   12 田口 廣之   13 前川 雅志  



 - 4 - 

議事の経過 

（平成23年９月27日 10:00 開会・開議） 

 

[開会・開議宣言] 

○議長（古川 稔） これより、本日の会議を開きます。 

  議場内暑い方、上着を外される方は外されて結構かと思います。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、11 番芳滝議員、12 番田口議員、13 番前川議員を指名いたします。 

 

[付託省略] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

日程第２、発議第８号から日程第５、議案第59号までの４議件については、会議規則第３９条第３

項の規定によって、委員会付託を省略し、本会議で審議いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、日程第２、発議第８号から日程第５、議案第 59 号までの４議件については、委員会付

託を省略することに決定いたしました。 

 

[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第２、発議第８号、森林・林業・木材産業政策の積極的な展開に関する意見

書を議題といたします。 

  提出者の説明を求めます。 

  増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫）朗読をもって、説明に代えさせて頂きます 

  発議第８号。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  提出者、幕別町議会議員増田武夫。 

  賛成者、幕別町議会議員前川雅志。 

  森林・林業・木材産業政策の積極的な展開に関する意見書。 

  上記の議案を、別紙のとおり会議規則第 14 条の規定により提出します。 

  森林・林業・木材産業政策の積極的な展開に関する意見書（案） 

  近年、地球温暖化が深刻な環境問題となっている中で、森林は二酸化炭素の吸収源として、大きな

関心と期待が寄せられているところである。 

  しかしながら、本道の森林・林業・木材産業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあり、引き

続く経済の低迷は、経営基盤の脆弱な林業・木材産業に深刻な影響をもたらしている。 

  このような厳しい状況の中、森林整備を着実に推進し、森林の多面的機能を持続的に発揮するとと

もに、林業の安定的発展と山村の活性化を図っていくためには、「森林・林業再生プラン」に基づき、
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森林施業の集約化、路網の整備、人材の育成等を積極的に進めるともに、道産材の利用促進により、

森林・林業の再生を図ることが重要である。 

  また、先般の東日本大震災により、東北地方を中心に未曾有の大被害をもたらしたところであるが、

その復旧・復興が必要であるため、以下の項目を実現するよう要望する。 

  記。 

 １．東日本大震災の速やかな復興に向けて、被災した森林や木材加工施設等の早期復旧に加え、復興

木材の供給に向けた被災地域及び全国における森林・林業再生を加速化すること。 

 ２．今般導入される地球温暖化対策のための税の使途に森林吸収源対策や木材利用促進を位置付ける

など森林整備推進等のための安定的な財源措置の確保による森林経営対策を推進すること。 

 ３．間伐等森林整備の推進、持続可能な森林経営の確立に向け、森林管理・環境保全直接支払制度に

よる搬出間伐の推進、路網整備等経営基盤の整備、担い手育成確保対策の強化を図るとともに、森林

施業の集約化や機械化の推進、森林整備経費の定額助成の導入など効率的施業の推進と所有者の負担

軽減を推進すること。 

 ４．低炭素社会の実現に着目した公共建築物や民間住宅・事務所等での地域材の利用を推進するとと

もに、新たなエネルギー政策の転換の検討に当たって、木質バイオマスエネルギーを最大限活用する

など国産材の利用拡大を推進すること。 

 ５．森林整備加速化・林業再生事業の拡充・延長により、川上・川下が一体となった森林・林業の再

生に向けた取り組みを推進すること。 

 ６．国民共有の財産である国有林については、一般会計により、公益的機能の一層の発揮を図るとと

もに、森林・林業政策の推進に貢献するため、国による一体的な管理運営体制を確立すること。 

  以上、地方自治法第 99 条の規定により提出する。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  北海道中川郡幕別町議会。 

  提出先。衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、文部

科学大臣、経済産業大臣、環境大臣 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することに、ご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

○議長（古川 稔） 日程第３、発議第９号、軽油引取税の課税免除措置などの恒久化を求める要望意

見書を議題といたします。 

  提出者の説明を求めます。 

  牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏） 

  発議第９号。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  提出者、幕別町議会議員牧野茂敏。 

  賛成者、幕別町議会議員中橋友子。 

  同じく、幕別町議会議員斉藤喜志雄。 
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同じく、幕別町議会議員前川雅志。 

同じく、幕別町議会議員藤原 孟。 

  軽油引取税の課税免除措置などの恒久化を求める要望意見書。 

  上記の議案を、別紙のとおり会議規則第 14 条の規定により提出します。 

  軽油引取税の課税免除措置などの恒久化を求める要望意見書（案） 

  農業など各産業分野の発展に貢献してきた軽油引取税の課税免除措置（免税軽油制度）が、平成 24

年３月末に期限切れを迎え廃止される予定である。 

 経営規模が大きい本町農業は、トラクター等の大型農業機械を使用し、燃料として免税軽油を使っ

ている。また、漁業の船舶や鉄道輸送などにあらゆる産業分野で活用され、基幹産業の育成や地域経

済の活性化に貢献してきた。 

平成 21 年度において道内で活用された免税軽油の量は 42 万７千Ｋℓにのぼり、免税額にして 137

億円に達し、このうち農業分野の使用量は 17 万３千Ｋℓ、免税額で 56 億円、船舶関係では７万１千Ｋ

ℓ、免税額 23 億円、鉄道、軌道関係８万２千Ｋℓ、免税額は 26 億円などとなっている。 

他方、農林漁業用Ａ重油に対する石油石炭税の特例措置の恒久化も求められている。農林漁業用Ａ

重油は、農業用ハウスの暖房や船舶などの燃料に幅広く使用され、本道の基幹産業である農林水産業

の振興に大きく貢献している。 

燃油価格が高止まりの状態の中で、免税軽油制度や農林漁業用Ａ重油に対する特例措置が廃止され

ると、農林水産業など幅広い分野で大きな経済的打撃を受けることになる。 

このため、軽油引取税の課税免除措置及び農林漁業用Ａ重油に対する特例措置の恒久化などについ

て下記事項を要望する。 

  記。 

 １．軽油引取税の課税免除措置（免税軽油制度）を恒久化すること。 

 ２．農林漁業用Ａ重油に対する石油石炭税の特例措置を恒久化すること。 

 ３．地球温暖化対策税については、農業者の負担が増えることのないよう万全の措置を講ずること。 

  とくに、燃油への課税は、油種に関わらず負担増を回避すること。 

  以上、地方自治法第 99 条の規定により提出する。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  北海道中川郡幕別町議会。 

  提出先。衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、農林水産大臣、国土交通

大臣 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することに、ご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

○議長（古川 稔） 日程第４、議案第 58 号、財産の取得についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副長（高橋平明） 議案第 58 号、財産の取得につきまして、提案の理由をご説明申し上げます。 

  追加してお配りいたしました、議案書は１ページ、議案説明資料の１ページをお開きいただきたい

と思います。 
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  今回、取得します財産は、幕別学校給食センターで使用する連続炊飯システム一式であります。 

  現在、幕別学校給食センターでは、月曜日、水曜日、木曜日の週３回、米飯給食を行っております

が、既存の連続炊飯システムが購入後 12 年を経過しており、機器の不具合が頻繁に発生し給食調理に

支障をきたす状況にありますことから、安定したスムーズな給食調理を行うために購入しようとする

ものであります。 

  購入機器は、連続炊飯システム本体のほか、蒸らしコンベア、釜反転機、ほぐし台、炊飯釜であり

ます。 

  取得の方法、取得金額、取得の相手についてでありますが、平成 23 年９月 21 日、日本調理機株

式会社北海道支店、株式会社中西製作所旭川営業所、株式会社マルゼン帯広営業所の３社によります

指名競争入札を執行いたしましたところ、10,710,000 円をもちまして、日本調理機株式会社北海道支

店が落札することとなりましたので、同社の代表であります、札幌市豊平区美園２条６丁目３番 14

号、日本調理機株式会社北海道支店、佐藤祐治氏を相手方として取得しようとするものであります。 

  なお、納期につきましては、平成 24 年１月 31 日までを予定しております。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することに、ご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

○議長（古川 稔） 日程第５、議案第 59 号、平成 23 年度一般会計補正予算第４号を議題といたしま

す。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副長（高橋平明） 議案第 59 号、平成 23 年度幕別町一般会計補正予算第４号につきまして、ご説明

を申し上げます。 

 今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ889万４千円を追加し、予算の総額

を歳入歳出それぞれ138億2,800万２千円と定めるものでございます。 

補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

 次に、４ページをお開きいただきたいと思います。 

「第２表 地方債補正」でございます。 

追加でございますが、ふれあいセンター福寿のボイラー設備を更新するため、新たに地方債を追加

するものであります。 

当施設のボイラー設備につきましては、平成９年の建設当初から給湯暖房用として使用しており、

使用に当たっては定期の保守点検を実施するなど長期の使用に努めてまいりましたが、今月６日に異

常が発生し、ボイラー缶体の破損により修理不能となったことから、設備の更新に当たりまして、ふ

れあいセンター福寿改修事業債880万円を追加するものであります。 

なお、起債の方法、利率、償還の方法につきましては、表のとおりであります。 

 それでは、歳出からご説明申し上げます。 

６ページをお開きいただきたいと思います。 

３款 民生費、１項 社会福祉費、14目 ふれあいセンター福寿管理費 889万４千円の追加でござい

ます。 
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「地方債補正」でもご説明したところでありますが、ボイラー設備の更新に係る費用を追加するも

のであります。 

以上で、歳出の説明を終わらせていただきます。 

 次に、歳入をご説明申し上げます。 

５ページにお戻りいただきたいと思います。 

  20 款 繰越金、１項 繰越金、１目 繰越金 ９万４千円の追加でございます。 

  繰越金でございます。 

 22款 町債、１項 町債、２目 民生債 880万円の追加でございます。 

ふれあいセンター福寿のボイラー更新に係る町債の追加でございます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することに、ご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 

［委員会報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第６、議案第 50 号、「幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例」を議

題といたします。 

  産業建設常任委員長の報告を求めます。 

  委員長増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫） 報告をいたします。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  産業建設常任委員長増田武夫。 

  産業建設常任委員会報告書。 

  平成 23 年９月１日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規則

第 77 条の規定により報告します。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

平成 23 年９月１日、13 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  議案第 50 号「幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例」 

 ３ 審査の経過 

  審査にあたっては、改正する条例の内容等について質疑が行われ、慎重に審査した結果、全会一致

で結論をみた。 

 ４ 審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 
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  お諮りいたします。 

  議案第 50 号、「幕別町企業開発促進条例の一部を改正する条例」に対する委員長の報告は原案を「可」

とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

○議長（古川 稔） 日程第７、陳情第８号、「役場庁舎の分散設置を求める陳情書」を議題といたしま

す。 

  庁舎建設に関する調査特別委員長の報告を求めます。 

  委員長千葉幹雄議員。 

○19 番（千葉幹雄） 報告をいたします。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  庁舎建設に関する調査特別委員長千葉幹雄。 

  庁舎建設に関する調査特別委員会報告書。 

  平成 23 年６月 16 日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 94 条第１項の規定により報告します。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年６月 16 日、６月 20 日、７月 12 日、7 月 28 日、９月 1 日、9 月 14 日（６日間） 

 ２ 審査事件 

  陳情第８号役場庁舎の分散設置を求める陳情書 

 ３ 陳情の趣旨 

  幕別町庁舎の設置については、幕別本町に本庁舎を保健福祉センターと併設してコンパクトに新築

し、札内には札内福祉センター等を利用し札内庁舎を、忠類には現忠類庁舎を利用して忠類庁舎を分

散設置することにより、建設コストをできるだけ削減し、より細やかな住民サービスを行うことを求

める。 

 ４ 審査の経過 

  審査にあたっては、陳情者を参考人として招致し、陳情の趣旨について説明を求めたうえで、分散

設置のメリット、デメリット等について論議がなされ、起立採決にて結論をみた。 

 ５ 審査の結果 

  「不採択」とすべきものと決した。 

以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりました。 

  庁舎建設に関する調査特別委員会は、議長を除く全議員により構成されていますので、委員長報告

に対する質疑は省略いたします。 

 

［採決］ 

○議長（古川 稔） これより採決をいたします。 

  陳情第８号、「役場庁舎の分散設置を求める陳情書」に対する委員長の報告は、「不採択」でありま

す。 

したがって、原案について採決をいたします。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり採択とすることに賛成の方の起立を求めます。 

○議長（古川 稔） 起立尐数であります。 
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  したがって本件は、不採択とすることに決定いたしました。 

 

［一括議題］［委員会報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第８、陳情第 10 号、「2012 年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考

を求め、地域や子どもの実態に応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書から、日

程第 10、陳情第 13 号、「住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書」

までの３議件を一括議題といたします。 

  総務文教常任委員長の報告を求めます。 

  委員長牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏） 報告をいたします。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  総務文教常任委員長牧野茂敏。 

  総務文教常任委員会報告書。 

  平成 23 年９月１日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規則

第 94 条第１項の規定により報告します。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年９月１日、14 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  陳情第 10 号「2012 年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考を求め、地域や子どもの実態に

応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書 

 ３ 陳情の趣旨 

  道教委は 2012 年度から３年間の「公立高等学校配置計画案」を明らかにしたが、その中で、３年間

で 12 校 12 学級の学級削減を示すとともに１校を募集停止とするとしている。 

  教育の本質は、人格の完成にあり、中学校卒業者数の減尐期だからこそ地域に高校を存続させ、ゆ

きとどいた教育を行うことが必要である。そのために、希望するすべての子どもにゆたかな後期中等

教育を権利として保障する「高校教育制度」を創り出すことが重要である。 

 ４ 審査の経過 

  審査にあたっては、陳情の趣旨について論議がなされ、全会一致で結論をみた。 

 ５ 審査の結果 

  「採択」すべきものと決した。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  総務文教常任委員長牧野茂敏。 

  総務文教常任委員会報告書。 

  平成 23 年９月１日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規則

第 94 条第１項の規定により報告します。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年９月１日、14 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  陳情第 11 号「ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書」の提出を求める陳情

書 

 ３ 陳情の趣旨 
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  ＪＲ北海道、四国、九州のＪＲ三島会社とＪＲ貨物は、経営基盤が脆弱で、今日もなお経営自立を

確保する目処が立っていない。 

  こうした中、本年度末には、ＪＲ三島・貨物会社の経営支援策の重要な柱である固定資産税等の減

免措置の特例が期限切れを迎える。 

  次年度の税制改正において、ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を実施するよう強く要

望する。 

 ４ 審査の経過 

  審査にあたっては、陳情の趣旨について論議がなされ、全会一致で結論をみた。 

 ５ 審査の結果 

  「採択」すべきものと決した。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  総務文教常任委員長牧野茂敏。 

  総務文教常任委員会報告書。 

  平成 23 年９月１日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規則

第 94 条第１項の規定により報告します。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年９月１日、14 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  陳情第 13 号 住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書 

 ３ 陳情の趣旨 

  平成 22 年６月に政府は「地域主権戦略大綱」を閣議決定し、国の出先機関について原則廃止の方針

を打ち出し、国土交通省の地方運輸局もその対象の一つとしている。 

  住民の安全・安心な交通と運輸を確保するために、中央の国土交通省と出先機関である地方運輸局

が一体となって行政を実施することが必要であり、地方運輸局の更なる充実を求める。 

 ４ 審査の経過 

  審査にあたっては、陳情の趣旨について論議がなされ、全会一致で結論をみた。 

 ５ 審査の結果 

  「採択」すべきものと決した。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、３議件について、質疑を許します。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  陳情第 10 号、「2012 年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考を求め、地域や子どもの実態

に応じた高校づくりを実現する意見書」の提出を求める陳情書についての委員長の報告は、「採択」

であります。 

  本件は、委員長報告のとおり、決することにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は委員長報告のとおり採択されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  陳情第 11 号、「ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書」の提出を求める陳

情書についての委員長の報告は、「採択」であります。 
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  本件は、委員長報告のとおり、決することにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は委員長報告のとおり採択されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  陳情第 13 号、「住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める陳情書」について

の委員長の報告は、「採択」であります。 

  本件は、委員長報告のとおり、決することにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は委員長報告のとおり採択されました。 

 

［委員会報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第 11、陳情第 12 号、「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求め

る意見書」の提出を求める陳情書を議題といたします。 

産業建設常任委員長の報告を求めます。 

  委員長増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫） 朗読をもって報告いたします。 

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  産業建設常任委員長増田武夫。 

  産業建設常任委員会報告書。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年９月１日、13 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  陳情第 12 号「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書」の提出を求める陳

情書 

 ３ 陳情の趣旨 

  東日本大震災で被害を受けた東京電力の福島第一原子力発電所では、原子力史上最悪の事態を招い

ており、収束の見通しも立っていない。 

  子どもたちの未来に「負の遺産」を残さないためにも、持続可能で平和な社会（脱原発社会）を実

現しなければならない。 

  政府においては、原発の「安全神話」が崩壊し国民の信頼を大きく失ったことを踏まえ、原子力発

電からの脱却と自然エネルギーの推進を図るよう強く要望する。 

 ４ 審査の経過 

  審査にあたっては、陳情の趣旨について論議がなされ、起立採決で結論をみた。 

 ５ 審査の結果 

  「採択」すべきものと決した。 

以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  陳情第 12 号、「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書」の提出を求める陳



 - 13 - 

情書についての委員長の報告は、「採択」であります。 

  本件は、委員長報告のとおり、決することにご異議ありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

したがって、本件は委員長報告のとおり採択されました。 

 

［追加日程表・付託省略］ 

○議長（古川 稔） 追加日程配布のため、暫時休憩いたします。 

 

14：35 休憩 

14：36 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  ただ今、お手元に配付いたしました追加日程のとおり、意見書案が提出されました。 

  この際、これを日程に追加し、審議いたしたいと思います。 

  これに異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、意見書案を日程に追加し、審議することに決定いたしました。 

 

［説明・質疑・討論省略］ 

○議長（古川 稔） 日程第 11 の２、発議第 10 号、「2012 年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・

再考を求め、地域や子どもの実態に応じた高校づくりを実現する意見書」から日程第 11 の５、発議第

13 号、「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書」までの４議件を一括議題と

いたします。 

  お諮りいたします。 

本、意見書案については、先に採択となりました陳情と同じ内容でありますので、提出者の説明・

質疑・討論を省略し、ただちに採択いたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、提案者の説明・質疑・討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  お諮りいたします。 

  発議第 10 号、「2012 年度『公立高等学校配置計画案』の撤回・再考を求め、地域や子どもの実態に

応じた高校づくりを実現する意見書案」は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本意見書案は、原案のとおり可決されました。 

次に、お諮りいたします。 

  発議第 11 号、「ＪＲ三島・貨物会社に係る税制特例の恒久化等を求める意見書案」は原案のとお

り決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本意見書案は、原案のとおり可決されました。 

次に、お諮りいたします。 

  発議第 12 号、「住民の安全・安心なくらしを支える交通運輸行政の充実を求める意見書案」は、
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原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本意見書案は、原案のとおり可決されました。 

次に、お諮りいたします。 

  発議第 13 号、「原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める意見書案」は、原案のと

おり決することにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本意見書案は、原案のとおり可決されました。 

 

［一括議題・決算審査特別委員会報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第 12、認定第１号、「平成 22 年度幕別町一般会計決算認定について」から、

日程第 22、認定第 11 号、「平成 22 年度幕別町水道事業会計決算認定について」までの 11 議件を一

括議題といたします。 

  決算審査特別委員長の報告を求めます。 

  委員長牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏）  

  平成 23 年９月 27 日。 

  幕別町議会議長古川稔様。 

  決算審査特別委員長牧野茂敏。 

  決算審査特別委員会報告書。 

  平成 23 年９月１日本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規則

第 77 条の規定により報告します。 

  記。 

 １ 委員会開催日 

  平成 23 年９月 20 日・21 日（２日間） 

 ２ 審査事件 

  認定第１号 平成 22 年度幕別町一般会計決算認定について 

  認定第２号 平成 22 年度幕別町国民健康保険特別会計決算認定について 

  認定第３号 平成 22 年度幕別町老人保健特別会計決算認定について 

  認定第４号 平成 22 年度幕別町後期高齢者医療特別会計決算認定について 

  認定第５号 平成 22 年度幕別町介護保険特別会計決算認定について 

  認定第６号 平成 22 年度幕別町簡易水道特別会計決算認定について 

  認定第７号 平成 22 年度幕別町公共下水道特別会計決算認定について 

  認定第８号 平成 22 年度幕別町公共用地取得特別会計決算認定について 

  認定第９号 平成 22 年度幕別町個別排水処理特別会計決算認定について 

  認定第 10 号 平成 22 年度幕別町農業集落排水特別会計決算認定について 

  認定第 11 号 平成 22 年度幕別町水道事業会計決算認定について 

 ３ 審査の結果 

  全会計を｢認定｣すべきものと決した。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりました。 

  決算審査特別委員会は、議長および、議員選出監査委員を除く全議員により構成されていますの

で、委員長報告に対する質疑は省略いたします。 



 - 15 - 

［討論］ 

○議長（古川 稔） これより、認定第１号、「平成 22 年度幕別町一般会計決算認定について」の討

論を行います。 

  最初に、委員長報告に反対者の発言を許します。 

  中橋友子議員。 

○15 番（中橋友子） 日本共産党町議団を代表して、認定第１号、「平成 22 年度幕別町一般会計決算

認定」に対する反対討論を行います。 

  平成 22 年度は、国政では民主党政権が誕生して、始めての年度予算が編成された年であります。 

 政権交代後、間もないということもあり、一定の範囲で国民要求を反映し、生活保護の母子加算の

復活や高校の授業料の実質的無料化など、部分的には前進面がありました。 

  また、地方交付税についても「雇用対策地域資源活用臨時特例債」が新たに予算化され増額とな

りました。 

  しかし、自公政治からの転換を願った国民の要求に照らせば、極めて不十分内容であり、後期高

齢者医療制度の存続や労働派遣法改正は実質的に先送りされ、大企業や大資産家の行き過ぎた優遇

税制の温存により、財源不足が生じ国債の発行は過去最大規模となり、今後の予算編成そのものが

可能なのかと言われるほどの重大な事態に直面しています。 

  住民の生活を守らなければならない地方自治体にとっても、看過できない状況が続いています。

特に、100 年に１度の経済危機の二番底とも言われている、極めて深刻な経済状況の下に置かれて

いる国民の暮らしは厳しさを増し、全国で年収 200 万円以下の非正規労働者は３人に１人、働く貧

困層は 1,100 万人を超えています。当然、町民の暮らしも厳しく、決算委員会の資料で平成 23 年３

月末現在、町民の給与収入では年間 200 万円以下が 49.0％、前年比 0.5％増の 6,972 人に。 

  また、年金収入では 100 万円以下が 57.2％、前年比 1.9％増の 4,429 人に上っています。町民の

暮らしを支える政策の実施は待ったなしの現状ですが、その点で十分ではなく問題を残していると

言わざるを得ません。その第一は、平成 22 年度の決算では、歳入総額 143 億 6,660 万円、失礼いた

しました。6,666 万円に対し、歳出総額は 141 億 3,325 万 3,000 円であり、歳入歳出差引 2 億 3,340

万 7,000 円の再計余剰金を生じました。この余剰金について決算では、繰り越し財源を除いて基金

に積み立て、基金総額では 38 億 9,438 万 2,000 円、前年度末比で 5 億 3,638 万円の増額となってい

ます。備荒資金の超加納付金 2 億 4,000 万円と合わせると、実に 41 億 3,000 万円の、にもなります。 

 基金そのものを否定するものではありませんが、町民の暮らしを支える政策に有効に活用すること

を優先すべきではないでしょうか。 

第２は、町税において累積収入未済額が 1 億 7,974 万 6,000 円。不納欠損額が 3,050 万 5,000 円

と多額になっています。 

  納税滞納者の 71.7％は年収 200 万円以下です。この割合は３年連続で増加しています。担税能力

を超えた課税が幾つもの支払いを滞らせ、払いたくても払えない現状を作り、制裁を受け町民を苦

しめています。水道料金引き上げに伴って、低所得者の軽減措置が取られてきましたが、３年間の

時限措置であり、平成 22 年度をもって終了してしまいました。 

  不納欠損解消のためには、水道使用料の助成の継続や国保税の負担軽減など支払いを可能にする

条件を、整えることが必要ではないのでしょうか。そのことが、2 億円近くに上る収入未済額の解

消に向けることになり必要な対策です。 

  第３は、町民の滞納を滞納整理機構に委ねるのではなく、町民の現状を一番理解している職員が

親身な相談活動を行い町民に寄り添った対応を行っていくべきです。 

  第４は、平成 22 年度公共下水道料金の引き上げが行われました。この改定は、公共下水道会計が

悪化したものではなく、財政健全化計画に伴う繰り上げ償還を実施するための改定です。繰り上げ

償還によって生み出された 3 億円を超える財政効果分は、当然町民の負担軽減に充てるべきもので

す。しかし、現状の助成費の支給枠は、僅か 95 万 5,000 円にしか過ぎず町民の負担を増大させてい
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ます。 

  最後です。官制ワーキングプア解消に向けるため、業務委託の受注業者の指導の強化を求めます。 

 平成 23 年度からの契約については、指導の強化が図られていますが、23 年度以前の契約について

は改善が見られません。 

仕事に従事している労働者の低賃金や、契約時に認められていた有休休暇が認められないなど、

劣悪な状態が続いています。23 年度前の契約だからと放置せず、適切な指導を行って尐しでも劣悪

な状態を改善させていくことが発注者の責任であり、改善を求めます。 

  年度末に起きた東日本の大震災、福島原発事故による被害が拡大しています。一日も早い復興、

収束を願うところですが、新内閣は復興財源を名目に、大企業には優遇税制を更に優遇し、国民に

は向こう 10 年間の所得税の増税を行おうとしています。優遇税制を元に戻すだけで、復興財源は有

に生み出されることは、経済の専門家の中では明らかにされています。困難な町民を、更に増税に

追い打ちをかけないよう国に働きかけるとともに、町民の暮らしを支える政策を積極的に実施する

ことを求め、反対討論といたします。 

○議長（古川 稔） 次に、委員長報告に賛成者の発言を許します。 

  前川雅志議員。 

○13 番（前川雅志） 私は、認定第１号「平成 22 年度幕別町一般会計決算認定について」賛成の立

場で討論をさせていただきます。 

  平成 22 年度は、岡田町政３期目の締めくくりの年度であるとともに、旧忠類村と幕別町が合併し

て５年目の節目の年度でありました。 

  本町を初めとする市町村を取り巻く財政環境は、リーマンショックに端を発した長引く景気の低

迷を受けて依然として厳しい状況であります。 

  岡田町長は、厳しい行財政状況を踏まえ、簡素で効率的な行政運営を、行政運営と行政サービス

の向上を目指し、第３次行政改革大綱推進計画に沿って行政改革に取り組んでこられたところであ

ります。 

  行政改革の効果額については、平成 18 年度から５カ年間で 13 億円以上にも達しているところで

あり、とりわけ平成 22 年度においては 5 億 2,200 万円余りとなり、職員の定数の適正管理により人

件費の抑制によって 2 億 8,000 万円余り、起債の繰り上げ償還による公債費の削減で 9,500 万円の

効果額を上げるなど、大いに評価するところであります。 

  特に公債費においては、当年度公債費 25 億 8,000 万円に対して詳細費 10 億 6000 万円に抑えるな

ど、財政の健全化に意を用い総体として平成 18 年度末に 238 億円あった起債残高を、平成 22 年度

末には 194 億円余りに減らしたことに対しまして敬意を表するところどあります。 

  一方、厳しい財政状況にありまがら住民の生活環境の向上と地域経済振興のため、行政改革の効

果額や国の各種臨時交付金事業の活用などによって普通建設事業費を、普通建設事業を実施された

ことも評価せていただきたいと思います。 

  総務費におきましては、各種臨時交付金事業により近隣センター改修事業や、小中学校耐震化事

業、小学校校舎省エネ改修工事、学校など遊具改修事業など。民生費におきましては、学童保育所

増築工事。土木費におきましては、町道整備事業や公営住宅の改修工事など。教育費におきまして

は、小中学校トイレ洋式化工事や集団研修施設改修工事など、多岐にわたって事業展開して総額 21

億 6,000 万円余りの事業費を確保したところであります。 

  また、こうした事業実施の際には、幕別、忠類両地域の施設をバランスよく対象とし、両地域の

均衡のある発展を念頭において事業を進めていただいたところであります。 

  しかしながら、本定例会会期中に報告を受けました、地方公共団体の財政の健全化に関する法律

に基づく平成 22 年度健全化比率の内、実質公債費比率は 21.3％であり、昨年度の 23.3％から２ポ

イント下がったとはいえ、依然として管内他町村と比較して高い水準にあると言えます。 

  引き続き行政改革に取り組み、町税の収納率の向上に努め財政の健全化を進めていただきたいと
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思います。 

  本決算では、町税の収入未済額は 1 億 8,000 万円余りある状況であり、これまでコンビニ収納な

ども取り入れ、納めやすい環境づくりに取り組まれてきたところでありますが、税の公平性の維持

と貴重な自主財源の確保のためにも、一人一人に寄り添った納税相談を行い、町としても最大限頑

張っても応えてもらえない者に対しては十勝市町村納税、滞納整理機構への連携強化などにより更

なる収納率の向上にこれまで以上に努めていただきたいと思います。 

  本年、３月 11 日発生した東日本大震災は、日本の社会経済に再び暗い影を落とし今後の市町村の

行財政を取り巻く環境は、依然不透明な状況であるといえます。 

  町行政は、国の動向を敏感に捉え迅速かつ柔軟に対応することを求めます。 

  また、幕別町の住民が元気でなければ復興の支援もままなりません。住民が元気を出すためには、

起債残高や公債費比率を下げることばかりにとらわれなく、囚われることなく行政改革や合併の効

果などで生じた余裕を、安全安心で住民の生活環境が向上する福祉や景気対策など、これまで以上

に強力に進めていくことを期待いたします。 

  このような各種事業の実施により、安全安心で住民の生活環境の向上を図ると共に雇用の確保と

所得の向上が図られるよう取り組み、貧困と格差の是正に繋げていただきたいと思います。 

  これまで取り組んでこられた行政改革を更に進め、健全で強固な財政体質を築きあげると共に、

歳入歳出のバランスに配慮しつつ、多様化する住民ニーズを的確に把握した施策の展開に最大限の

努力をされますよう期待申し上げ、賛成討論とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） ほかに討論はありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 討論なしと認めます。 

  これで討論を終わります。 

 

○議長（古川 稔） 一言注意を申し上げます。 

  討論中に発言を、ことばを発しないようによろしくお願いいたします。 

 

［採決］ 

○議長（古川 稔） 次に、採決をいたします。 

  お諮りいたします。 

  認定第１号、平成 22 年度 幕別町一般会計決算に対する委員長の報告は、「認定」とするものであり

ます。 

本件は、委員長報告のとおり、認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって本件は、委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

 

［討論］ 

○議長（古川 稔） 次に認定第２号、平成 22 年度 幕別町国民健康保険特別会計決算認定について

の討論を行います。 

  最初に、委員長報告に対する反対者の発言を許します。 

  野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 認定第２号、平成 22 年度 幕別町国民健康保険特別会計決算認定に対する反対

討論を行います。 

  国民健康保険制度は、1958 年 12 月に制定され、国保法第 1 条においてこの法律は国民健康保険

事業の健全な運営を確保し、もって社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とするとし
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ております。第４条では、国及び都道府県の義務が定められ、社会保障制度としての性格を明記し

ております。加入者は、農林漁業者や自営業者中心で構成されていました。 

  しかし、近年、経済不安、社会の格差が広がり非正規労働者、失業者が増加しその多くは国保に

加入しています。正規労働者が退職やさまざまな理由で無職になれば、当然国保に加入しなければ

なりません。つまり、誰もが国保加入者になる可能性があり、国保は医療保険における最後の砦と

なっております。 

しかし、1977 年の国保法の改正で保険税を滞納している者に短期保険証を発行できるとし、特別

な事情なく１年以上国保税を滞納した場合、保険証の返還を求め資格証明書を発行するとされてい

ます。資格証明証は、国保の被保険者であることを証明する書類であり、保険証のように受診権の

役割を果たすことができません。しかも、医療機関にかかると一旦全額自己負担し、その後市町村

に申請して、９割、７割分を国保会計から返還される仕組みになっています。このことからも、資

格証明書を発行されると医療機関に掛かり辛くなり、重症化したり、死亡したり、社会問題になっ

ています。 

  幕別町、平成 22 年度の決算では、滞納世帯は所得 100 万円未満の世帯が 311 世帯、33％。200 万

円未満の世帯が 198 世帯、21％と、54％が所得の低い世帯となっています。 

一方、不納欠損では無財産 39 件、生活困窮 61 件と、国保税を払いたくても払えない状況が浮き

彫りになっております。不納欠損額は総額で、1,439 万 5,000 円となっており、過去においても同

額かそれ以上の額が処理されています。 

このことは、支払い能力の無い町民に保険税を掛け続け、結果不納決算せざる得なくなり、しか

も常態化しております。不納決算とするのであれば、収入の無い町民に課税される仕組みそのもを

改め、町としてできる減免対策を講ずることが町民の担税能力に見合った国保税にしておくことが

できます。 

また、国保法では保険税を滞納すると未納滞納期間に応じて、年利 14.6％もの延滞金が課せられ

二重の負担となっています。 

短期保険証の発行世帯は、所得 100 万円未満が 158 世帯、200 万円未満が 63 世帯と全体の 89.1％

となっています。資格証明証の発行世帯は、所得 100 万円未満が 11 世帯、200 万円未満が１世帯と

何れも所得の低い世帯に発行され、町民の命を守る制度が町民の命をないがしろにする結果となっ

ており、保険証さえあれば何時でもどこでも気軽に医療機関に掛かられるとした、皆保険制度が崩

れていることは明らかです。 

憲法 25 条、すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有するの理論に立ち、地方

自治体の役割である、住民の人権と生存権を守る対場を貫き国保証を全世帯に交付すべきです。 

また、国保の重い国保税負担は、1984 年の国保法の改正で国保への国庫負担率を 45％から 38.5％

に削減し、その後も財政支出は減らし続け 2007 年度には、市町村国保の総収入に占める国庫支出金

は 25％に減らされていることはもっとも大きな要因です。国庫負担金を元に戻し社会保障制度とし

て確立させていくことを国に強く求めていくことです。 

  以上の点から、平成 22 年度幕別町国民健康保険特別会計決算認定に対する反対討論といたします。 

○議長（古川 稔） 次に、委員長報告に賛成者の発言を許します。 

  芳滝仁議員。 

○11 番（芳滝 仁） 私は、認定第２号、平成 22 年度幕別町国民健康保険特別会計決算認定につい

て、委員長報告に対しまして賛成の立場で討論をさせていただきます。 

  国民健康保険制度は、農林水産業者や自営業者などを中心としながら、他の医療保険に属さない

人全てを被保険者とする健康保険制度として昭和 13 年から施行され、数々の制度改正によって今日

に至っております。 

  幕別町における平成 22年度国保加入世帯は、年度平均で 4,426 世帯であり、町内全世帯の 38.10％

を占めていることから、国民皆保険制度の根底を支える保険として加入者の命と暮らしを守ってい
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る保険と考えております。 

  さて、国保の構造的な問題も関係して、全国的に国保財政が厳しい状況であり、赤字補てんのな

どの理由により一般会計から基準外の繰入金を受けている保険者が、約７割に達するといわれてお

ります。 

  このような状況を踏まえたうえで、平成 22 年度の決算状況を分析してみますと、幕別町の国保特

別会計における実質収支額が約 8,100 万円の黒字になったということで、国保財政の健全性が確保

されたという点において一定の評価をするものであります。黒字になった主な理由として、歳出面

において一般被保険者療養給付費等が前年度と比較して約 6,852 万円の減、率にして 3.6％の減に

なったことが上げられると思います。 

  今後も、被保険者の健康維持に向けた取り組みに努めていただくことのより、歳出の削減に繋げ

ていただきたいと思います。 

  また、歳入面では国保税の収納率が現年課税分で 95.95％となり、前年度を 0.01 ポイント下回る

結果となりましたが、８年連続で 94％以上を確保したことにつきましては評価するところでありま

す。 

  しかしながら、国保税の滞納者がなかなか減尐に転じないということは、大変残念なことである

と思います。国保制度は、相互扶助の精神が大きな柱になっているものであり、負担の公平が原則

でありますが、景気がなかなか好転しない厳しい経済状況の下、雇用面や賃金面で不安定な状況と

なり、家計のやり繰りに苦労されていらっしゃる方もいらっしゃると思いますので、滞納者との納

税相談におきましては、これまで以上にきめ細やかで親切な対応に心がけながら、国保税の完納に

向けて更に努力をしていただきたいと思います。 

  国保財政の健全性を維持していくためには、国に対して更なる財政支援を求めていくことも必要

なことと思いますので、町村会などを通じて粘り強く要請活動にも取り組んでいただきたいと思い

ます。 

  今後とも、国民健康保険事業が被保険者を始めとした町民の皆さんから厚い信頼を受け、安心安

全、そして、健康な日常生活に寄与できるように健全な運営に努めていただくことをお願いしまし

て、国民健康保険特別会計決算認定にあたっての賛成の討論とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） ほかに討論はありませんか。 

（なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 討論なしと認めます。 

  これで討論を終わります。 

 

［採決］ 

○議長（古川 稔） 採決をいたします。 

お諮りいたします。 

  認定第２号、平成 22 年度 幕別町国民健康保険特別会計決算に対する委員長の報告は、「認定」とす

るものであります。 

本件は、委員長報告のとおり、認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって本件は、委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  審査の途中でありますが、15 時 25 分まで休憩いたします。 

 

15：13 休憩 

15：25 再開 
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○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、お諮りいたします。 

  認定第３号、平成 22 年度 幕別町老人保健特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするもの

であります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

認定第４号、平成 22 年度幕別町後期高齢者医療特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とする

ものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第５号、平成 22 年度幕別町介護保険特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするもので

あります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第６号、平成 22 年度幕別町簡易水道特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするもので

あります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第７号、平成 22 年度幕別町公共下水道特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするもの

であります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第８号、平成 22 年度幕別町公共用地取得特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするも

のであります。 
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  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第９号、平成 22 年度幕別町個別排水処理特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とするも

のであります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第 10 号、平成 22 年度幕別町農業集落排水特別会計決算に対する委員長の報告は、認定とする

ものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

  次に、お諮りいたします。 

  認定第 11 号、平成 22 年度幕別町水道事業会計決算に対する委員長の報告は、認定とするものであ

ります。 

  本件は、委員長報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり認定することに決定いたしました。 

 

［人事案件］ 

○議長（古川 稔） 日程第 23、議案第 56 号、公平委員会委員の選任につき同意を求めることについ

てを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 議案第 56 号、公平委員会委員の選任につき同意を求めることにつきまして、提案

の理由をご説明申し上げます。 

  本件は、現公平委員会委員であります加藤正則氏が、本年９月 30 日をもって任期満了となりますこ

とから、再任いたしたく議会の同意を求めるものであります。 

  任期につきましては、平成 23 年 10 月１日から平成 27 年９月 30 日までの４年間であります。 

  なお、同氏の経歴などにつきましては、議案説明資料の３ページに記載をいたしておりますので、

ご参照いただき、選任につき同意を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 本件は人事案件でありますので、質疑、討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  この採決は、無記名投票で行います。 

  議場の閉鎖を命じます。 

 （議場閉鎖） 

○議長（古川 稔） ただ今、私を除く出席議員は、19 人です。 

  投票用紙を配付いたさせます。 

 （投票用紙配付） 
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○議長（古川 稔） 投票用紙の配付漏れはありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 配付漏れなしと認めます。 

  投票箱を点検させます。 

 （投票箱点検） 

○議長（古川 稔） 異状なしと認めます。 

  念のため申し上げます。 

  本案を可とする方は丸印を、否とする方はバツ印を記載の上、事務局の点呼に応じて、順次投票願

います。 

  なお、賛否を表明しない投票及び賛否の明らかでない投票は、会議規則第 84 条の規定によって否と

みなします。 

  点呼を命じます。 

  事務局長。 

○議会事務局長（米川伸宜） 議席番号とお名前を申し上げます。 

  １番小川議員、２番寺林議員、３番東口議員、４番藤谷議員、５番小島議員、６番岡本議員、７番

藤原議員、８番乾議員、９番牧野議員、10 番谷口議員、11 番芳滝議員、12 番田口議員、13 番前川議

員、14 番成田議員、15 番中橋議員、16 番野原議員、17 番増田議員、18 番斉藤議員、19 番千葉議員、

以上であります。 

○議長（古川 稔） 投票漏れはありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 投票漏れなしと認めます。 

  投票を終了いたします。 

  議場の閉鎖を解きます。 

 （議場開鎖） 

○議長（古川 稔） 開票を行います。 

  会議規則第 32 条第２項の規定により、立会人に、３番東口議員、４番藤谷議員を指名いたします。 

  よって、両議員の立会をお願いします。 

 （開 票） 

○議長（古川 稔） 投票の結果を報告いたします。 

  投票総数 19 票、これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。 

  そのうち、賛成 19 票。 

  以上のとおり、賛成が満票でありますので、本案は同意することに決定いたしました。 

  日程第 24、議案第 57 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを議題といたし

ます。 

  説明を求めます。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 議案第 57 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることにつきまして、提案

の理由をご説明申し上げます。 

  本件は、現教育委員会委員であります沖田道子氏が本年９月 30 日をもって任期満了となりますこと

から、再任いたしたく議会の同意を求めるものであります。 

  任期につきましては、平成 23 年 10 月１日から平成 27 年９月 30 日までの４年間であります。 

  なお、同氏の経歴等につきましては、議案説明資料の４ページに記載をいたしておりますので、ご

参照いただき、任命につき同意を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 本件は人事案件でありますので、質疑、討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  この採決は、無記名投票で行います。 
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  議場の閉鎖を命じます。 

 （議場閉鎖） 

○議長（古川 稔） ただ今、私を除く出席議員数は、19 人です。 

  投票用紙を配付させます。 

 （投票用紙配付） 

○議長（古川 稔） 投票用紙の配付漏れはありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 配付漏れなしと認めます。 

  投票箱を点検させます。 

 （投票箱点検） 

○議長（古川 稔） 異状なしと認めます。 

  念のため申し上げます。 

  本案を可とする方は丸印を、否とする方はバツ印を記載の上、事務局の点呼に応じて、順次投票願

います。 

  なお、賛否を表明しない投票及び賛否の明らかでない投票は、会議規則第 84 条の規定によって否と

みなします。 

  点呼を命じます。 

  事務局長。 

○議会事務局長（米川伸宜） 議席番号とお名前を申し上げます。 

  １番小川議員、２番寺林議員、３番東口議員、４番藤谷議員、５番小島議員、６番岡本議員、７番

藤原議員、８番乾議員、９番牧野議員、10 番谷口議員、11 番芳滝議員、12 番田口議員、13 番前川議

員、14 番成田議員、15 番中橋議員、16 番野原議員、17 番増田議員、18 番斉藤議員、19 番千葉議員、

以上です。 

○議長（古川 稔） 投票漏れはありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 投票漏れなしと認めます。 

  投票を終了いたします。 

  議場の閉鎖を解きます。 

 （議場開鎖） 

○議長（古川 稔） 開票を行います。 

  会議規則第 32 条第２項の規定により、立会人に、５番小島議員、６番岡本議員を指名いたします。 

  よって、両議員の立会をお願いします。 

 （開 票） 

○議長（古川 稔） 投票の結果を報告いたします。 

  投票総数 19 票、これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。 

  そのうち、賛成 19 票。 

  以上のとおり、賛成が満票でありますので、本案は同意することに決定いたしました。 

 

［議員の派遣］ 

○議長（古川 稔） 日程第 25、議員の派遣についてを議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  来る、10 月 20 日、音更町で開催される、十勝町村議会議長会主催による、十勝町村議会議員研修

会に全議員を派遣いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 
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○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、10 月 20 日、音更町で開催される、十勝町村議会議長会主催による、十勝町村議会議

員研修会に全議員を派遣することに決定いたしました。 

 

［委員会報告］ 

○議長（古川 稔） 日程第 26、常任委員会所管事務調査報告を議題といたします。 

  総務文教常任委員長、民生常任委員長、産業建設常任委員長より、所管事務調査報告書が議長宛に

提出され、お手元に配布済であります。 

  なお、本件は説明を省略いたしますので、のちほど、ご覧いただきたいと思います。 

 

［閉会中の継続審査の申出］ 

○議長（古川 稔） 日程第 27、閉会中の継続審査の申出を議題といたします。 

  議会運営委員長より、目下、委員会において審査中の事件について、会議規則第 75 条の規定によっ

て、お手元に配布した申出書のとおり、閉会中の継続審査の申出があります。 

  お諮りします。 

  議会運営委員長からの申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議会運営委員長からの申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決定いたしまし

た。 

 

［閉会中の継続調査申出］ 

○議長（古川 稔） 日程第 28、閉会中の継続調査の申出を議題といたします。 

  総務文教常任委員長，民生常任委員長、産業建設常任委員長から所管事務調査に係る事件について、

会議規則第 75 条の規定によって、お手元に配布した申出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があり

ます。 

  お諮りいたします。 

  各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定いたしました。 

 

［閉議・閉会宣告］ 

○議長（古川 稔） これで本日の日程は、全部終了いたしました。 

  会議を閉じます。 

  これをもって、平成 23 年第３回幕別町議会定例会を閉会いたします。 

 

                                       15：47 閉会 
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